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は じ め に

ポスト冷戦後の新しい国際秩序構築への模索が続 く中で､アジアに対して世界の熱

い眼差しが集まると同時に､アジアの内部からも国際社会での役割の自覚の上に立っ

て能動的働きかけをめざす動きやi活発化している.

近年における東アジア坤域の儀済成長にはまさに目をみはるものがあるが､世界の

関心は単にこの地域での持続的高硬長に甲み向けられているのではない｡アジア内部
の諸国間の関係ならびたアジアと世界の由係がいま変わりつつあることにも重大な関

心が寄せられている｡すなわち､域内諸国間の経済的相互依存関係の深まりは次第に

経済ネットワークの形成を促しつつあり､その帰趨は今後の国際経済秩序のあり方に

重大な影響を及ぼすと考えられるのである｡

そこで連合総研は1993年 1月に ｢アジアと日本研究委員会｣ (主査 :伊木誠国学院

大学経済学部教授)を発足させ､グローバリズムとリージョナリズムの交錯する現代

世界にあって､これからの ｢開かれたアジア｣を展望しうるための政策課題.は何か､
またテジアの一員としての日本はどのような役割を担うべきかを明らかにするための

研究活動を開始することとした｡委員会は9回におよぶ本委員会の他に､①アジアに

おける経済 ･産業ダイナミズム､②アジアにおける労働者状態､③アジアにおける産

業民主制の3つの部会を設けて､それぞれ十数回におよぶ小委員会を開催し､約 1年

半にわたって様々な角度か らの討議を行ってきた｡また､1993年10月～12月には､ア

ジアにおける産業民主制の現状と将来に向けての喪題を実証的に明らかにするために､

NIEs､ASEAN7カ国 (韓国､台湾､香港､シンガポール､タイ､マレイシア､

フィリピン)の労組ナショナルセンターの協力を得て､労組リーダーに対するアンケ

ー ト調査をも実施した.

本報告書は､以上の研究成果をまとめたものである｡ iCFTU-APROの ｢ア

ジア社会憲章｣､ある早は199､5年 3月周催予定の国連 ｢社会サミット｣に向けて､∴ア
ジアにおける経済発展と社会発展の調和に関わる議論が活発化する中で､これからの

アジアと日本のあり方を考える上で本報告書をご活用いただければ幸いである｡

最後に､本調査研究にご協力をいただいた研尭委員の先生方ならびに関係者の方々､

そして多忙なスケジュールをさいてアンケー ト調査にご協力いただいた各国の労働組

合関係者の皆様に深く感謝申 し上げる次第です｡

平成 6年 8月

財団法人 連合総合生活開発研究所

所 長 栗 林 世
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総 論 90年代アジア経済発展の特徴と課題

総 論 90年代アジア経済発展の特徴と課題

1.注目される東アジア地域の高度経済成長

1970年代以降､アジア諸国､とくに太平洋に接 した東アジア地域の経済に対する世

界の注目と関心は､時間の経過とともに強まってきた｡70年代後半には世界の関心は､

第 1次石油危機以降の資源 ･エネルギー価格の急騰にもかかわらず相対的に高い経済

成長を持続させたアジアNIEs(もっとも79年にOECDが公表 したレポー ト 『新

興工業国の挑戦』ではNICsと呼ばれていた)と､産業構造 ･技術体系を ｢重厚長

大｣から省エネルギー型の ｢軽薄短小｣へ比較的短期間に転換させた日本の経済に集

まった｡80年代には､アジアNIEsに加えて､ASEAN諸国､中国の経済成長に

関心の範囲が広が り､ ｢世界の経済成長の中心地域｣という名称が付されるようにな

った｡世界銀行は93年 8月に公表 したレポー ト 『東アジアの奇跡』のなかで､日本､

香港､韓国､香港､シンガポール､インドネシア､マレーシア､タイの 8つの国と地

域を ｢高成長をとげる東アジア経済地域 (HPAEs)｣いう新 しいカテゴリーでひ

とまとめにし､その成長の背景を分析 し､積極的な評価を与えている｡この期問､世

界の東アジアへの注目は､もっぱらこの地域の ｢高い経済成長｣に注がれておりこそ

の高い経済成長の ｢秘密｣を明らかにすることに関心が集まっていたわけである｡

当然90年代においてもこうした東アジア地域の ｢高い経済成長｣に関する世界か ら

の強い関心はいぜんとして持続するだろう.｡いわゆる `̀高度嘩済成長"が55-73年の

19年間で終了 した日本の場合と異なって､アジアNIEs,ASEAN諸国､それに

中国の高度成長の持続力は驚異的である｡第 1表に示 したように､アジアNIEs

4ヵ国の実質GDPは65年か ら91年の26年間に8.96倍 (年平均実質成長率は 8.8%)､

中国の場合には実質GDPは 6.5倍 (同 じく 7.5%)､ASEAN諸国の場合には

5.53倍 (同じく 6.8%)に拡大 した｡ しかもすでに30年間の高成長を続けているにも

かかわらず､これ らの地域､諸国の高成長はなお当分その勢いが衰える気配がみなれ

ないというのが多数派の意見である｡ 最近よく､19世紀はイギ リスを中心とした ｢ヨ

ーロッパの時代｣､20世紀は ｢アメリカの時代｣であったのに対 して､21世紀は ｢ア

ジアの時代｣になるだろうといった主張を見聞するが､その背景には､アジア地域の

高い経済成長率が90年代後半から21世紀にかけても持続するだろうという判断と予測

があるからである｡

9



図表 1 実質GDP年平均成長率

(単位 %)

65-75 75-85 85-91 65-91 65-9p1年のGDP倍率

ア ジアN ⅠEs 9.2% 8.._3年 9.0% 8.8% 8.96倍

韓 国 9._6 -_8.1 9.9 9.1 9.62
台 湾 9.4 8.9 8.6 9.0 9.40

香 港 6.6 8.8 7.3 7.6 6.72

シンガポール ll.2 7.4 7.8 8.9 9.18

A.-S E､A__~N 6,6 5.甲 7.1 6.8 5.53

マ レー シ ア 6.3 .6.8 7.1 6.7 5,40

タ イ 7..5 6.-由 9.6 7,7 6.88
イン ドネシア 6.9 6.3 ･6.3 6.5 5.14

フ ィ リ ピ ン ･5.4 2.3 声..7 3.-.4 2.39-

中 国 6.9 7.9 .7.7 7.5 6.56

日 本 7.7 4.-2 4.6 5.6 4.12

8 -pC 2.9■* 2.2 3.3 -.2.4 1.85

0. E.C D 3.8 2.8 2.8 3.2 2.2ウ

(注)大和総研 『飛躍するアジア経済とビジネス』P5､ OECD 『NationalAccounts』､経

企庁 『90年代の太平洋経済』P5より作成｡*印は70-75年｡

2.90年代東アジアの経済ネットワーク

しかし90年代から21世紀にかけての東アジア地域に対する世界からの関心は､単に

この地域の ｢高い経済成長率｣に対してだけではなく､この地域の経済的な相互連関､

｢経済ネットワーク｣の様相や内容､その影響力などへの関心へ移行してくるだろう｡

つまり90年代に入ると､単に東アジア地域にいくつか高成長､ハイスピー ドの経済成

長を実現している国 ･地域が存在するというだけでなく､それらの国や地域が相互に

結びつき､相互連関､ネットワークを形成 してきたことに大きな意味を兄いだすよう

になってきたからである｡
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総 論 90年代アジア経済発展の特徴と課題

(1) 冷戦体制の崩壊

80年代末から90年代にかけて､東アジアの国や地域の相互の結びっさの範囲や､経

済的なネットワークの質的な変化をもたらした第 1の要因は､この地域における冷戦

体制の崩壊である｡

世界的規模での冷戦体制の崩壊は､89年11月のベルリンの壁の崩壊､12月のマルタ

島におけるブッシュ･ゴルバチョフ会談､90年10月の東西両 ドイツの統一､91年12月

のソビエ ト連邦の崩壊と､80年代末から90年代へとドラスチックに進展したが､アジ

アにおいても89年 2月の韓国 ･ハンガリー国交樹立､89年 5月のゴルバチョフ書記長

の北京訪問 ･30年ぶりの中ソ和解､90年 9月の韓ソ国交樹立､10月の中韓貿易代表部

設置 ･外交関係樹立､91年 4月の台湾中国敵対条項廃止 ･内戦終決宣言､92年 8月の

中韓国交樹立という事態が連続して展開した｡

当然こうした事態の展開に伴って､アジア地域の諸国間の政治的 ･軍事的な関係が

大きく変わったが､同時に経済的な関係も急速に変化した｡実はアジアにおける東西

両陣営間の経済的交流は､冷戦体制が崩壊する以前の段階から､つまり東西両陣営間

の ｢雪解け｣ ｢デタント｣の進行といわれていた時期から着実に進行していたことに

注目する必要がある｡東西交流の経済的 ･文化的交流を大きく前進させる大きな契機

となったのは88年に開催されたソウル ･オリンピックである｡韓国は分断オリンピッ

クとなったモスクワ･オリンピックの苦い経験を回避するために東西交流に積極的に

努め､ー結果としてソウル ･オリンピックには 160ヵ国という空前の国と地域が参加 し

た｡

従来対立していた国々の間の公式の外交関係が成立したというだけでなく､中国や

ベ トナムなどの諸国が積極的､に旧来型の計画経済から脱却し､市場経済システムの形

成を推進したこともアジア地域の経済関係の緊密化を推進する大きな要因となった｡

とくに世界最大の人口を抱える中国が70年代末から80年代にかけて積極的な ｢開放 ･

近代化政策｣を展開したことの影響は大きかった｡

もっともアジアの場合には､t東西 ドイツが統一したヨーロッパの場合と異なって､

朝鮮半島に分断国家が存続していること､また北朝鮮がいぜん封鎖的な計画経済体制

を崩そうとしていないという特異な事情があり､そのため東アジア地域全体で､冷戦

体制が完全に哨戒したとはいいがたい状態ではある｡しかし金日成首席の死去によっ

て､結局実現しなかったとはいえ､ともかくも分断後初めての韓国 ･北朝鮮首脳会談

〟



の開催の合意が成立したことは変化への重要な兆候とみることもできる｡

(2) ｢太平洋沿岸ベル ト経済圏｣形成の可能性

80年代末から90年代にかけて､東アジア地域の経済的結びつき､経済的なネットワ

ークの質的な変化をもたらした第2の要因は､ ｢太平洋沿岸ベル ト経済圏｣とでも呼

ぶべき広域の経済ネットワーク形成の可能性が強まったことである｡

東アジア地域の経済発展は ｢雁行型発展｣という表現で特徴付けられることが多い｡

60年代から70年代にかけて韓国､台湾､香港､シンガポールのアジアNiEsが日本

を追うかたちで ｢テイク･オフ｣に成功し､80年代にはフィリピンを除くASEAN

加盟国､また中国､ベトナムなど市場経済化を目指す国々が ｢テイク･オフ｣段階に

移行してきた｡

さらに80年代から90年代にかけて､東アジアの地域内で ｢テイク･オフ｣の段階に

入ったとみられる国や地域の数や範囲が広がったばかりでなく､それらの国と地域の

相互の有機的な連関性が強まったことも大きな特徴である｡東アジア地域の経済発展

のひとっの特徴として､この地域の内部にいくつかの局地的経済圏､サブ経済圏が存

在するということが指摘されるが､それはこうした経済的ネットワークがいくつか形

成されてきたことの証左である｡ 事実東アジアには､80年代を通じて環日本海経済圏､

環黄海経済圏､両岸 (台湾 ･福建省)経済圏､華南経済圏､バーツ経済圏､マレー半

島経済圏などと呼ばれる局地的経済圏が形成されてきた｡また中国国内においても､

79年に広東省 ･福建省の4ヵ所でスタートした中国の輸出加工区､経済特区はその後

急速にその範囲を広げ､香港と広東省の華南経済圏､台湾 ･福建省の両岸経済圏､上

海を中心とする長江経済圏､山東省 ･遼寧省の環勃海経済開放区など､南方から北方

にかけて太平洋岸に沿うかたちで経済の ｢テイク･オフ｣地帯が広がってきた｡

当然こうした局地的経済圏が形成される場合､その経済圏を形成するための求心力

が強く作用する｡ ｢地域主義｣ ｢リージョナリズム｣の強まりと指摘されている傾向

である｡しかし東アジアの場合､こうした局地的経済圏､サブ経済圏は､それ自体が

閉鎖的で自己完結的に活動しているわけではなく､同時に他の経済圏､他の地域に向

う遠心力､つまり ｢開放主義｣ ｢グローバリズム｣の作用が目立っている｡モノ､カ

ネ､技術､情報､さらには一部ヒトの面に串いて相互の結びつきが､局地的経済圏の

枠を超えて､広がっているわけである｡マレーシアのマハティール首相が90年12月に
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打ち出したEAEG構想では､ ｢EAE (EastAsianEconomicZone)-東アジア経

済圏｣という考え方が明確に示されたわけであるが､地理的な位置付けでみると ｢太

平洋沿岸ベル ト経済圏｣と呼ぶ方が理解され易いかもしれない｡

(3) 世界経済三極化のひとつとしての東アジア

90年代に入ってから東アジア経済に生じている事態の変化の第 3は､東アジア地域

が､アメリカ地域､ヨーロッパ地域と並んで世界経済の三極化のひとつと位置付けら

れるようになったということである｡東アジア地域が世界経済の三極のひとつと位置

付けられるということは､①東アジア地域がひとつの `̀EconomicZone"として認識さ

れるようになっているということ､また②東アジア地域が ｢世界のなかでもっとも経

済発展の活力が強い地域である｣という認識が広がったことを意味している｡同時に､

アメリカ地域､ヨーロッパ地域で従来以上に `̀EconomicZone''としての結束力が強ま

っていることを示している｡ヨーロッパでは､93年 1月にEC (欧州共同体)~が人､

物､～資本､サービス (とくに金融サービス)の域内移動の完全自由化を目指した市場

統合を実施､さらに将来の政治統合を指向したEU (欧州連合)へと再編を行なった｡

またEC加盟国の数を増やすと同時に東ヨーロッパをも含むより広い市場圏の形成を

目指そうとしている｡

一方アメリカでは､93年 1月にアメリカ､カナダ､メキシコ3国によるNAFTA

(北米自由貿易協定)がスター トした｡アメリカは､こうした自由貿易協定を南米諸

国にまで広げることを意図しながら､対アジア､対ヨーロッパへの対抗力と発言力を

強めようと計っている｡

とくにアメリカの対アジア経済戟略の転換は顕著である｡APEC (AsiaPacific

EconomicCouncil-アジア太平洋経済協力閣僚会議)は､89年にオース トラリアのホ

ーク首相の提唱によって発足し､現在北中米､東アジア､オセアニアの17ヵ国が加盟

する広範な組織であるが､93年11月にアメリカ ･シア トルで開催されたAPEC第 5

回総会において､議長国であるクリントン政権は①中南米諸国を含めて加盟国を拡大

する､②このAPECを Council(協議体)からCommunity(共同体)に変質させ､G

ATTの下部組織として､緩やかな組織としてのAPECではなく､アメリカを含め

た環太平洋地域全体を含む広域的な､制度としてのAPECとする､③シア トル総会

では非公式ながら加盟国の首脳会議を開き､APECの重みと重要性をアッピールす
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る､という方針を提示し､アメリカが東アジア経済によりコミットする姿勢と戦略を

より鮮明にした｡

3.東アジア地域経済の特徴の変化

ところで80年代までの東アジア地域の経済は､(1)その構成の多様性､(2)域外貿易依

存型の発展､(3)自然発生的で､緩やかな経済ブロック､と特徴付けられることが多か

った｡もちろんこうした特徴は今後もそう簡単には解消しないであろうが､90年代に

はそれらの特徴にいくつか重要な変化が生じる可能性がある｡これらの新 しい変化に

ついて指摘 しておこう｡

(1) ｢多様性｣のなかの ｢共通化 ･標準化｣

ところで従来から東アジア地域の重要な特徴のひとつとして､その ｢多様性｣と

いうことが指摘されてきた｡もちろんこの ｢多様性｣は90年代の今日においても解消

されているわけでない｡例えば人口規模についても10億人を超える超大国の中国から

300万人に満たない都市国家のシンガポールまでその格差はきわめて大きい｡また 1

人当りGNP(GDP)､所得水準､賃金水準､生活水準､教育水準､社会や企業の

技術水準など国や地域ごとの経済水準の格差もいぜん大きい｡さらに社会的 ･文化的､

また言語上､宗教上の背景の違いから生じる社会システムの違いも大きい｡

しかしそれにもかかわらず､90年代から21世紀にかけて､太平洋アジア地域に ｢共

通化 ･平準化｣のベクトルが根強く作用するだろう｡この ｢共通化 ･平準化｣の傾向

は､経済的な相互連関､有機的なネットウ-クが進展するのに伴って必然的に進行す

るものである｡商品貿易や資本の直接投資､技術の移転､金融サービスの交流などの

経済的な関連､有機的なネットワークが進展するにつれて､経済の発展段階の違い､

経済水準の違いを超えて ｢共通のルール｣を形成しなければならない圧力が強まって

くる｡

経済活動の国際化というのは､モノ､カネ､ヒト､技術､情報の国境を超えた活動

が活発化するということに他ならないが､この場合､モノ､カネ､ヒト､技術､情報

の活動に関する各国間のルールや基準が国別に大きく異なっていることは許されない｡

また交通や情報などに関するインフラス トラクチャーめ共通化も必要になってくるだ
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ろう｡93年11月のAPECシア トル総会では､規格の国際標準化､基準､承認制度の

国際調和をはかるために①国際規格への整合化､②国際機関との連携､③ APEC

諸国の相互承認､④APEC基準 ･承認ハ ンドブックの作成などを決定 した｡この他

太平洋標準化会議 (PASC)､アジア情報技術標準化フォーラム (AFSIT)等

の機関の活動が行なわれている｡ さらに現在 ICFTU-APROで進められている

｢アジア社会憲章十の策定などもアジア地域の ｢共通化 ･平準化｣に寄与するはずで

ある｡

しか し現実に東アジア地域の内部の経済的格差､社会 システムの違いは大 きく､

｢共通化 ･平準化｣が進行するためには相当の時間が必要になる｡また対外的､国内

的に深刻な ｢緊張｣と ｢対立｣を生み出すことになるだろう｡50年代に貿易 ･為替の

自由化に踏み切った日本で､今日なお欧米諸国か ら規制の緩和や市場開放を強 く求め

られているという事実が端的にそれを証明している｡

(2)域外貿易か ら域内貿易への転換

東アジア地域のもうひとつの重要な特徴として､ ｢輸出依存型の経済成長｣という

点が指摘される｡そのように指摘される理由の第 1は､この地域の貿易の伸び率が他

地域よりも高いということである｡87-92年の 5年間にアジアの発展途上国の商品貿

易は世界全体の年平均増加率 9.3%を大きく上回る14.4%であった｡第 2の理由は､

アジアNIEs,ASEANの貿易依存度が極喝に高いということである｡92年の

アジアNIEsの輸出額 (通関額f.0.b.)は 3,056億 ドルで､同年の日本の輸出額

3,399億 ドルの97%に達するまでになっている｡ 1人当り輸出額でみるとNiEs■の

場合は 4,225ドルで､日本の 2,743ドルの1.54倍に達する｡'

しかもその輸出の相手先は第･2表に示 したようにNトEsの場合アメリカが圧倒的

な比重をもっている｡ASEANの場合には若干事情は異なるが､それでもアメリカ

の比重が高 くなっている｡つまりアジアNIEs､ASEANの経済発展は､ ｢輸出

依存型｣､それ も ｢域外輸出依存型｣､さらにまた ｢対米輸出 ･アメ リカ市場依存

型｣の経済発展であったと特徴付けることになるだろう｡

しか しこうした ｢域外輸出依存型｣､ ｢対米輸出 ･アメリカ市場依存型｣の経済発

展という特徴 も､時間の経過とともに次第に薄れる傾向にあるし､また意図的､政策

的にアメリカ市場への依存を弱め､アジア地域内部の ｢域内貿易｣を広げる必要があ
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る｡

その第 1の理由は､アジア地域とアメリカの経済摩擦 ･貿易摩擦の強まりである｡

93年11月にクリス トファー長官は上院外交委員会で ｢アジア太平洋地域はアメリカに

とってもっとも重要な地域である｣と発言､クリントン政権が従来のヨーロッパ重視

の経済 ･外交戦略からアジア重視の戦略に転換することを明確にした｡この場合､

方ではアメリカの対アジア貿易､対アジア投資を増やすという意図があるが､他方で

は､アジアからの対米輸出を押さえたいという意図が込められている｡アメリカのア

ジアに対する警戒感は､対アジア貿易赤字の巨大さに基づいている｡91年のアメリカ

の貿易収支赤字額は 667億 ドルであるが､内訳をみるとヨーロッパ貿易では 239億 ド

ルの黒字､反対に対アジア貿易では 799億 ドルの赤字となったからである｡アメリカ

は､日本に対して経済包括協議などを通じて貿易インバランスの縮小を強く求めてい

るがJ80年代後半以降､アメリカのNIEsやASEAN諸国に対する貿易や為替相

場に対する各種の要求が突き付けられるようになってきている｡

図表 2 NIEs･ASEANの輸出先構成比

対NⅠEs 対ASEAN -対日本 ･対米国 対欧州 全世界

NIES85年 8.9% 7｣_6% 10.0% 34.8.% 8.~0% 100.0°%
91年 13.7 9..∴2 10.5 ･24.5~ ll.1 100.0

NIEs･ASEANの輸入先構成比

NⅠEsか.ら ASEANから 日本から 米国から. 欧州から 全世界 _.

ⅣⅠEs85年 ､8.2■% ら.6% 22,8% 16二8~% 8.5% 100.-0%

91年 10.7 8.5 122.7 16.4 8.9 lワo.0

AI～SEAN85年 16｣5 5.9 23.3- 15/9 ll.5 100.0

(荏) ｢平成4年度世界経済白書｣ より作成
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アジア地域の域内貿易依存度が上昇すると判断される第 2の理由は､この地域内部

における直接投資の急激な拡大で､モノ､カネ､技術の面での結びつきが進行 してい

ることである｡アジアNIEsの対NIEs､対ASEAN､対日本輸出の比率は､

85年の26.5%から91年には33.4%へ 6.9ポイント上昇 した｡とくに91年のASEAN

の対NIEs輸出比率が23.2%で､対日本への輸出比率22.9%を上回ったのが注目さ

れる｡またASEANのNIEsか らの輸入比率は85年か ら91年までの 5年間に 4.7

ポイント上昇 したことを目立つ動きである｡

第 3の理由は､約12億人もの人口を抱える中国という超大国との経済関係が形成さ

れてきたということである｡92年の中国の輸入額 (通関C.i.f.価格)は 763億 ドルで､

日本の輸入額の 3分の 1以下 (アジアNIEs輸入額の24.5%)である｡人口1人当

りの輸入額にすると66ドルで､日本の 1,882ドルのわずか 3.5%､アジアNIEsの

平均輸入額 4,301ドルのわずか 1.5%に過ぎない｡一方92年の中国の輸出額 (通関f.

0.b.価格)は 805億 ドル (アジアNIEs輸出額の26.3%)で､人口1人当りの輸入

額は70ドルである｡ しか しそれでも10年前の82年の21ドルに比べると3.33倍 (年率増

加率12.8%)に増大 しており､今後 もアジア域内貿易拡大の大きな要因になるだろう｡

(3) 自然発生的経済ネットワークの ｢組織化｣傾向

東アジア経済の第 3の特徴として指摘されていることは､､この地域の有機的な経

済ネットワークは､ヨーロッパのEC(EU)､アメリカのNAFTAなどと異なう

て､自然発生的な､また自律的な事態として進行 しているというこである｡ しか しこ

うした特徴をもつ東アジア地域においても今後 しだいに各種の協定や協議による ｢組

織化｣ ｢制度化｣の傾向が強まって くるであろう｡

確かに東アジア地域の経済ネットワーク､有機的経済連関は､ECやNAFTAの

ように人為的､政策的に形成された経済圏､域内と域外の境界線が鮮明に画されてい

る経済統合として形成されたのではない｡UCLAバークレイ校のロバー ト･A･スカラ

ピーノ教授が東アジア経済の特徴を `̀NaturalEconomicTerritories-NETs''と

表現 したことはこうした傾向が強いことを意識 したためである｡また91年にソウルで

開催されたAPEC(AsiaPacificEconomicCouncil-アジア太平洋経済協力閣僚

会議)の第 3回総会において ｢APE-Cは開かれた地域主義である｣ことを宣言 した

17



ことも強調されるべきである｡

しかし第 2次大戦後､アジア太平洋地域で各国間の経済的関連 ･経済協力を ｢組織

化｣しようという動きが相次いだという事実も無視することができないであろう｡第

2次大戦後アジア太平洋地域の経済協力を組織化しようとした最初の試みは､47年に

国連の下部組織として結成されたECAFE (EconomicCommissionforAsiaand

FarE.ast-アジア極東経済委員会)である｡このECAFEは74年にESCAP

(EconomicandSocialCommissionforAsiaandPacific-アジア太平洋経済社会

委員会)に改組された｡ヨーロッパのEEC(EuropeanEconomicCommunity-欧州

経済共同体)に対抗しうる共同体の組織化は､65年に日本の小島清氏の ｢太平洋自由

貿易地域構想｣として提案された｡また67年には日本､オース トラリア､ニュージー

ランド､アメリカ､カナダの民間企業が中心となって組織されたPBEC(Pacific

BasinEconomicCouncil-太平洋沿岸経済委員会)､また80年には日本の大平首相が

オース トラリアのフレーザー首相に提案するかたちでPECC (PacificEconomic

cooperationCouncil-太平洋経済協力会議)が創設されている｡

80年代前半までのこの地域での経済協力の ｢組織化｣ -｢制度化｣は､､アジアを中

心とした組織というよりオース トラリア､ニュージーランド､アメリガなどを含めた

｢環太平洋地域｣の組織化であったこと､またOECDへの加盟を実現している先進

国間の経済ネットワークであったことは重要である｡その当時には､中国やベ トナム､

北朝鮮など社会主義国との協力関係を構想することが不可能であったことを反映して

いる｡

ところで89年に創設されたAPECもオース トリアのホーク首相の提唱で創設され

たということは興味深い事実である｡･しかしこの組織には日本､アメリカのほか中国､

台湾､香港が加盟しており､冷戦体制後の､文字通りアジア地域が中心となった組織

であることが強調されるべきである｡しかし同時に､アジアの内部からは､EAEG

(EastAsiaEonomicGroup-東アジア経済グループ)の提唱者であるマレーシアの

マハティール首相は､GATTの下部組織として通商 ･経済交渉の場として明確な形

での ｢制度化｣を目指 しているアメリカ ･クリントン大統領への反対の意向を示すべ

く､93年11月のシア トル会議に欠席したという事実も見逃されるべきではな′い｡東ア

ジア地域のなかには､あくまでも ｢緩やかな経済結合｣′｢開かれた地域主義｣に対す

るこだわりと､期待はいぜん強く､アジア地域とアメリカの対立は今後も解消されな
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いまま持続することになる｡

(4)アジア太平洋地域における巨大国パワー並存への懸念

90年代から21世紀にかけて､アジア太平洋地域における巨大国パワーの並存と競合

がより顕著になることも大きな変化といえるだろう｡

アジア太平洋地域において経済大国の経済力の平準化の傾向が進んでいる｡アメリ

カは､クリントン政権が明確化したように､アジア太平洋地域に対するコミットメン

トをより強めることは確実である｡しかしアメリカ経済の国際的地位は､50年代以降

長期的にみるとヨーロッパや日本､またアジアNIEsなどの追い上げをうけるかた

ちで確実に低下してきた｡80年代後半から90年代にかけて ｢米国産業の国際競争力強

化｣を目指した各種の政策を採用､実施してきたが､それでも世界経済に占めるアメ

リカ経済の相対的地位は今後もなお低下する可能性が強い｡同時に､80年代まで世界

での相対的地位を高めてきた日本経済も90年代に入ってその停滞ぶりが目立ってきた｡

円相場の急上昇､バブル経済当時の技術革新の足踏みで日本産業の国際競争力が低下

しただけでなく､政界 ･官界 ･財界の癒着に象徴される日本の社会経済システムの制

度疲労が顕在化しており､政治 ･行政システム､財界の談合体質などの本格的なイノ

ベーションが行なわれないかぎり90年代のすう勢成長率のかなりの低下は避けられそ

うにない｡

一方､_中国の経済的地位は今後もかなりのスピー ドで上昇する可能性がある｡政治

体制の安定性､国内の経済的格差やインフレの進行などの問題を抱えているものの､

開放政策の影響が沿岸部から内陸部に浸透すること､香港の返還､台湾との交流 ･一

体化といった成長加速要因が存在するからである｡今のところシベリア地域でアジア

と接しているロシアが今後どのようなアジア政策を展開するのか必ずしも明確ではな

い｡しかし88年 9月に当時のゴルバチョフ書記長が ｢アジア太平洋地域平和提案｣を

行い､89年 1月にはイワノフ副議長が ｢経済特区｣_の設立を提案1さらに90年 1月に

はプラウダが ｢過去数十年間のアジア太平洋政策は誤りであった｣と表明しているこ

とからも分かるように､アジア太平洋地域に力点をおいた経済開発嘩策を展開しよう

上していることは確実である.

しかしこうしたアメリカ､日本､中国､ロシアという四大スーパーパワーの並存す

る状態､またスーパーパワー自体に対するアジア諸国申懸念は決して小さく昼ない..､t＼
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まずアメリカに対しては､①APECを市場開放のための交渉の場､機関にしようと

していることに対する懸念､②北朝鮮の核疑惑､中国の軍備拡充化のなかでアメリカ

の在アジア軍が早期に撤退することへの懸念､③アメリカのマクロ経済のインバラン

スが持続することに対する懸念などがある｡中国に対しては､①開放政策の持続性と

安定性に対する懸念､②国内の民族問題､地域間格差拡大に対する懸念､③中国の軍

事力に対する懸念などがある｡さらに日本に対しては､①国連のPKFへの参加､国

連安保理常任理事国を志向し､ ｢政治 ･軍事大国｣化することに対する懸念､②日本

の資源開発 ･資源輸入が発展途上国の資源 ･商品市場を支配し､環境破壊を進めるこ

とへの懸念､③日本経済の停滞が長期化し､対日輸出が伸び悩むことへの懸念､など

が広がっている｡

4.アジア太平洋地域に対する日本の役割

では90年代から21世紀にかけて､日本はアジア太平洋地域の経済協力として具体的

に何を実行していく必要があるのだろうか｡

(1) 貿易収支インバランスの縮小

まず第 1に必要なことは､日本とアメリカ､日本とアジアNIEs､ASEANな

どとの間に生じている貿易収支の大幅で､継続的なインバランスをより【縮小し､二国

である｡

そのためには､第一には､90年代に入って極端に低下している日本経済の成長率を､

3-4%台の安定成長軌道に戻すことが必要である｡その具体的手段として､①政官

財癒着構造とタデ割りの行政機構､長期間 `̀談合体質"に慣れ親しんできた日本の産

業体質を根幹から再構築するこ と､②より広い住宅､より便利な住宅､住み換えを行

なわなくてもいい住宅､通勤や通学のための日常的交通施設､教育 ･医療施設､安全

で快適な居住環境､公害 ･環境対策など､国民のなかに膨大な需要がありながら､そ

れがいぜん `̀潜在的需要"として放置されたままになっている需要を顕在化させるこ

と､③現在それらの阻害要因にならている各種の規制､土地利用に関する規制､建築

基準に関する規制､交通 ･運輸 ･通信等に関する規制を大胆に見直していくこと､な
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どが必要である.また内外価格差の解消 ･縮小に努めることも必要である｡~特定のブ

ランド商品の場合は内外価格差の存在が輸入を促進する効果を及ぼすことがあるが､

日常品､ブランドによる差別化が有効でない場合には内外価格差の縮小は輸入の増大

に寄与する｡

また第二には､継続的な安定成長を維持しながら､海外に対する日本の市場開放措

置を可能なかぎり実施していくことである｡景気循環の影響を除去するために86-92

年度の7年間の合計でみると､この期問の日本の貿易収支の黒字累計額は 6,806億 ド

ル､年平均では 972億 ドルであった｡こうした年間 1,000億 ドル近い巨額の黒字に対

して､世界の各国､とくにアメリカ､対近隣アジア諸国からの非難が強まることは当

然で､日本の市場開放に対する圧力は強い｡

(2) 多元的 ･互恵的な経済協力関係の構築

前述のように商品貿易､直接投資､金融取引､技術ノウハウの提供など日本と東ア

ジア地域との経済的なネットワークは着実に進展してきている｡また政府によるアジ

ア諸国への開発援助も量的 ･質的に充実してきた｡しかしこうした民間企業の経済的

ネットワークの形成､政府の開発援助の在り方について､アジア諸国の立場からの批

判が存在することも事実である｡

その批判のなかには､①低い賃金水準 ･安い部品や原材料の確保といった日本企業

の低コス ト指向型の ｢資本の論理｣-の反発､②日本企業 ･日本人社会の現地地域社

会への非融和､非強調への非難､③日本企業による自然環境破壊や資源の乱開発､資

源価格の価格操作 ･乱高下への批判などが含まれる｡また政府援助についても､日本

企業との癒着､地元住民の生活需要との帝離､ソフト･運営面などでのアフターケア

-の欠如､･人的貢献の少なさ､などの問題が指摘されている｡

本来民間企業は利潤の追求を究極の目的としており､自発的に資本の論理を放棄し

たり修正することは難しいと考えられている｡しかし国内的には､独占禁止政策や環

境保全政策､幼稚 ･弱小産業の保護政策などを通じて企業の行動を規制することが可

能になっており､この経験と手段を用いて外国企業の行動を規制することは十分可能

である｡この目的のために､二国間または多国間でまた政府間､-民間組織相互間で､.

企業行動に関する丁共通規範 ･基準｣ー｢共通ルール｣を定めていくことが有効であろ

う｡
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(3) 貧困の解消､適正な社会開発への協力

日本は､アジアの諸国との関係を､単に経済的な面だけの関係としてではなく､

アジアの諸国が抱えている社会的な諸問題をも含んだ､より広範囲の関係として構築

していく必要がある｡国際的な開発援助が開始されて以来､① ｢貧困 (poverty)｣､

② 千病気 (disease)｣､③ ｢無知 (ignorance)｣､④ ｢経済的 ･社会的不平等

(injustice)｣が ｢発展途上国｣に共通した問題であると指摘され､欧米各国はその

問題に対処するために各種の直接的な協力を行なってきた｡日本の場合､これらの諸

問題を解消する最良の処方隻こそ ｢経済発展｣であるとし､経済発展最優先の ｢経済

援助｣を続けてきた｡しかしアジア発展途上国の経済発展は､膨大な人口の流動化を

もたらし､一方では都市圏での異常な過密とスラム化 ･貧困化､反対に地方農村部で

伝統的な村落共同体 ･コミュニティーの崩壊と貧困化を促進する結果となった｡そし

て ｢貧困｣ ｢病気｣ ｢無知｣という問題が一向に解消しないばかりか､逆により深刻

化させる事態となっている｡

従来の ｢経済援助｣とは質的にも内容的にも大きく異なった､社会全体の ｢開発援

助｣へ方向転換していくことが求められている｡

(4) ｢開かれた地域主義｣の構築

日本の求められている課題のひとつは､ーヨーロッパやアメリカで進みつつある ｢地

域主義的経済圏｣形成や ｢管理 ･保護貿易｣的な動きに同調するのではなく､ ｢開か

れた地域主義｣の大原則を維持しながら新しい東アジア地域の経済的ネットワークの

形成に努めることである｡

アメリカのクリントン政権は､日本に対しては具体的な ｢数値目標｣の設定を中軸

にした二国間の経済包括協議を要求し､同時にAPECに対しては､第3回ソウル総

会で確認された ｢開かれた地域主義｣という原則を修正し､GATTの下部組織とし

てのAP~EC､▲自由化の ｢交渉の場｣としてのAPECに変質させるように要求して

いる｡しかしこのアメリカの要求に対しては､日本 はアジア諸国の立場を代表して反

対の姿勢を貫くべきである｡94年 2月の日米首脳会談のなかで細川首相はクリントン

大統領が要求している異体的 ｢数値目標｣の設定は管理貿易につながる危険があると

して拒否の態度を示し､交渉は決裂した｡しかしこの日本の主張は同じスタンスをと

っていたヨーロッパ諸国から支持されたし､アメリカの性急な市場開放要求を牽制す
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る姿勢をとっているアジア諸国の利益とも一致するものであった｡また加盟国の経済

発展段階が大きく異なり､経済水準に差がある東アジアに ｢貿易交渉の場｣としての

APECを設置 ･制度化することにも反対する必要がある｡前述のように東アジア地

域は ｢域外貿易｣ ｢アメリカ市場｣への依存度が高いという特徴をもっており､必然

的に域外との貿易を意識 した ｢開かれた地域主義｣を指向せざるをえないという性質

をもっている｡またアジア諸国のなかに､超大国アメリカが直接メンバーとして参加

する ｢交渉の場｣を敬遠する姿勢があるのは当然で､事実アメリカの強いコミットメ

ントに対 してマレーシアのマ-ティール首相などの強い反発が示されている.

(5) 日本の戦争責任の認識と反省

90年代に入って､日中戦争か ら第 2次世界大戦､さらに朝鮮半島､台湾の植民地支

配に対する日本の責任問題が大きくクローズアップされてJきた｡これは戦後の歴代の

内閣 ･与党が戦争責任の問題をあいまいにしてきたこと､この間冷戦体制が持続 した

ために､日本の戦争責任問題が国際的に "凍結''される状態にあったことへの反動で

ある｡93年に細川首相は自民党政権当時から一歩踏み込んだ戦争責任の認識を表明し

たが､その後連立内閣の閣僚か らそれを否定するような発言があり､アジア諸国か ら

の反発を招いている｡

こうした問題は､単に政府間の対応だけで処理できる問題ではな く､民間企業や

個人を含めた国全体の問題として受けとめ､対処すべき問題である｡政府が明確なか

たちで戦争責任問題を処理することはもちろんのこと､ 日本人の海外渡航が年間

1,200万人にも達する今日､民尚の企業､個々の渡航者の意識と行動が今後の日本と

アジア地域との交流に重要な意味をもってくるだろう｡
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第 Ⅰ部 アジアの経済 ･産業ダイナミズムと地域経済関係

第 1章 東 ア ジア地域 の経済発展 と産業構造

1.世界の成長地域としての東アジアの地域構造

90年代に入り､先進国経済が低迷を続けているにもかかわらず､アジア地域は依然

として高い成長を維持し続けている｡とりわけ東アジア地域は､高い経済成長を達成

し､かつまたそれを持続し続けるという点で､世界の他の地域に比べて注目すべき実

績を残してきた｡

図表 Ⅰ-1-1は､1965年から90年のちょうど4分の1世紀の間の世界の地域別の

平均成長率を示したものである｡この間､先進OECD諸国は2%台の成長であった

が､南アジア ･中東 ･地中海地域､ラテン･アメリカ､カリブ海地域はいずれもそれ

を下回る2%台後半にとどまり､アフリカ地域に至っては 1%を下回る水準にとど

まっていた｡これに対して､東アジア地域はこの間5%を上回る経済成長を達成し､

｢東アジアの奇跡｣ (世銀レポー ト)ともいわれる世界の成長センターと位置づけら

れるまで成長してきたのである｡

図表 Ⅰ-1-1 1965-90年の 1人当りGNP平均成長率

東 アジア

HPAEs

HPAEsを除く東アジア

南 アジア

中東,地中海地域

サハラ以南のアフリカ

OECD諸国

ラテン･アメリカ,カリブ海地域
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出所 :世界銀行 〔WorldBank〕(1992d).

東アジア地域が､このように高い成長を遂げてきている背景としていくつかの要因
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を挙げることができる｡1993年 8月に発行された世界銀行の ｢東アジアの奇跡｣ (荏

1)はこの点について､①高い国内民間投資と急速に伸びた人的資本､②高水準の国

内貯蓄､③農業の生産生の伸びと良く教育された労働力､という基礎的政策にそれぞ

れの政府が役割を果たしたことが指摘されている｡さらに､これに角度をかえてアジ

ア諸国の国際連関､産業発展のダイナミズムからみると以下の点がある｡

第 1に､それぞれの時期に成長をリー ドする国が次々と登場 し､高い成長を牽引し

てきたことである｡アジア主要国の実質GDP成長率の推移をみると､60年代は日本､

70年代から80年代にかけては韓国′､台湾､香港､シンガポールといったNiES諸国

が成長をリー ドし､80年代とりわけその後半からはタイ､マレーシア､インドネシア

等のASEAN諸国がそれに加わり､90年代に入ると中国が登場するoこ甲ように時

代の推移とともに高成長国が次々と登場する､いわば経済成長の波状効果とも呼ぶべ

き状況が現れてきたことである｡

第 2に､そのことを可能とした要因としての工業化の急激な進展である｡東アジア

諸国の工業化は､それぞれの国の置かれた条件や資源状況等によって異なるが､総じ

て労働集約的軽工業化から機械工業を中心とする産業構成の高度化の方向にむかいっ

つある｡世界の工業生産 (付加価値ベース)に占める東アジア (日本プラス東南アジ

ア)のシェアは1981年15%から90年20%に拡大した｡その結果､東アジアは20%台の

北米､西ヨーロッパと肩をならべるシェアを占めるに至ったdとりわけ､東アジア地

域がシェアを拡大したのが電気機械であるが､この間のシェアは18.9%から35.3%に

倍近く拡大し､現在北米の21.3%､西ヨーロッパの30.9%を上回り､東アジア地域が

｢世界の生産基地｣に飛躍しつつある象徴的な事実としてみてとれる0

第 3に､東アジア地域の成長は世界貿易との連関を深めたことで､東アジアの貿易

額の世界の貿易に占めるシェアも拡大してきており (80年 7.5%-92年14.6%)､N

iES4カ国はいずれも世界貿易上位20カ国に入り､コンテナ港の世界上位10港のな

かにシンガポール､香港､高雄､釜山､基隆の4港が入っている｡しかし､東アジア

をめぐる貿易構造は､輸入面での資本財 ･中間財の日本への依存､輸出面でのアメリ

カ市場への依存という特徴をもち､最近この構造に変化の兆しがみられるとはいえ､

基本構造は引き継がれている｡

第 4に､アメリカ､日本からの直接投資の拡大を挙げることができるが､この点に

ついては､次節及び次章でふれることにする｡
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図表 Ⅰ-1-2 世界の製造業付加価値総額に占める地域別シェア推移

(単位 :%)

1981毎 _1985年 1986年 1987年 1988年. 1989年 19_90年 _.

日 本 ll,2. 12.5 12.0 12.3 12.8 13.1 13.7
北 米 22.3 22.8 22.9 23.0 23.1. 22.9 22.9

東 南 ア ジア 4.4 5.1 5.5 5.9 6｣1 6.3 16.8J

(注)1990年は速報値､1980年価格評価ベース｡

(出所)UNiDO:HandbookoflndustrialStatistics,1992
ジェトロ ｢ASEAN工業化の新次元｣

以上のように急激な成長を遂げてきた東アジア地域であるが､国土､人口､経済規

模､所得水準など経済的側面をみただけでも多様性に富んだ国々が混在している地域

である｡ 1人当たりGNPを比較しても､ 5,000ドルを越える国から 1,000ドルを下

回る国までが混在し､こうした地域内格差構造は他の地域たとえばヨーロッパ地域と

比べても､大きな特徴となっており､アジアの諸問題とりわけアジアと日本の問題を

考えるとき､とりわけ留意すべきことである｡

2.多国籍企業段階におけるテイクオフの特徴

第 2次大戦後の日本の高度成長は､それまでの先進諸国の経済発展の歴史に照らし

てみても､最も高いものであった｡しかし､1960年代から始まったアジアNIEs諮

国の経済成長は､日本の高度成長をも上回るスピー ドを記録 した｡また､それに続 く

ASEAN諸国の経済成長も､日本を上回る急角度の上昇をたどってきている｡

また､輸入拡大期から輸入代替工業化を経て輸出指向工業化にむかう産業発展の移

行速度も､東アジア諸国に於いてはそれまでの資本主義の経済発展の経験を上回るも

のであった｡

W･ロス トウの経済発展段階論によれば､固定資本形成が 5%から10%に移行する

時期にテイク･オフ (離陸)するとされている｡先進資本主義国は､このテイク･オ
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フに50年間ないしは 100年間というタームのなかで成し遂げてきたが､東アジア諸国

に於いては､10年足らずの数年問という驚異的なスピー ドで実現してきたのである｡

もちろん､離陸の時期が遅れたいわゆる後諸国は､先進国のスピー ドよりは一段と

早まる ｢後発効果｣があることは言うまでもないことであるが､これだけでは東アジ

アの急速な経済発展を充分説明したことにはならない｡1960年代以降､この20世紀の

後半に世界の低開発地域のなかで､なぜ東アジア地域だけがうまくテイク･オフを成

し遂げ､急激な成長パターンの道をたどることができたのか､これを考えることが本

節のテーマである｡

いうまでもなく､一国が経済発展すなわちテイク･オフを遂げる場合､世界経済の

発展段階にその成長パターンが規定されることになるが､とりわけ後発国の場合は先

進諸国の経済発展のいかなる段階にあったかが重要である｡

東アジア諸国が､テイク･オフしようとしていた1960年以降の時代は､先進世界経

済は多国籍企業の段階に到達していた時代であり､その時代的条件のなかで経済発展

をはかることにならた.このことは､東アジア諸国の経済発展政策すなわち外資導入､

輸出振興､産業育成などの諸政策に色濃く反映されることになった｡

① 外資導入政策

東アジアに対する多国籍企業の直接投資は60年代後半の第 1期､70年代の第 2期､

80年代後半の第 3期､以上の3つのブームがあった｡

60年代の後半の第 1期ブームの時期は､台湾に於ける高雄輸出加工区の創設､タイ､

フィリピンの投資委員会 (BOi)の設立など､外資導入のための基盤整備が進めら

れ､アジアにおける外資導入のスター トとなった｡

70年代の第 2期では､日本は過剰流動性の排け口として対束アジア投資が活発化す

るが､受け入国サイ ドとしてNIES諸国がこのブームに乗ってアジアのなかでいち

はやくテイク･オフをはかる｡ASEAN諸国もオイル ･ショックによって引き起こ

された第一次産品の価格上昇を背景に輸入代替工業化政策の準備をすすめることにな

った｡

そして､80年代後半の第 3期に於いて､後続のASEAN諸国がテイク･オフの第

二次の波に乗り､そして90年代の第4期は中国､ベ トナム､ラオスなどが外資導入を

積極的に進め､テイク･オフの第三波を形成しつつある｡

こうした､アジア諸国の外資導入も､その投資元が多国籍企業である以上､･国際資
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本間競争を反映したものにならざるを得ない｡例えば､民生用電子機器産業の外資導

入をめぐる状況も､その契機は日本製電子製品に追 しまくられたアメリカエレクロニ

クス資本が東アジアの安価の労働力を求めて進出したことによるもので､60年代に香

港､韓国､台湾､シンガポールに進出､70年代にマレーシア､インドネシアに投資を

拡大 した.これに対抗 して日本はまず中小の部品メーカーが60年代に台湾に進出した

が､70年代のオイル ･ショック以降の第 2期ブームの時期に､大手エレクトロニクス

メーカーが本格的投資拡大に走り､日米の巨大資本間の競争がアジアの場でくりひろ

げられる｡

東アジアに於ける外資導入政策も､日米の国際対抗関係のなかで長らく規定されて

きたが､最近では韓国､台湾､シンガポールなどのNIES資本が加わり､新しい展

開がみられつつある｡こうした対抗関係のなかで多国籍企業がどう動くかによってA

SEAN経済が決定的影響をこうむる構造になっている｡

そうしたなかでも､ASEAN諸国は民間外資の導入を有効に利用しっっ資源開発

型から輸入代替工業化を経て輸出産業型経済へと高度化をはかりつつあるのである｡

② 輸出振興政策

東アジア諸国､輸入代替から輸出振興へと政策シフ トを遂行するなかで､急激な輸

出拡大をはかってきた｡その政策手段として採用されたものが､第 1に投資奨励法で

あり､第 2に輸出金融政策､第 3に輸出加工区の創設である｡

こうした輸出振興政策とりわけ3つ目の輸出加工区は､さまざまの特典を付与する

ことによって外国資本を導入し､輸出 ドライブをかけようとしたもので､賃金コス ト

上昇圧力を逃れようとする先進諸国の生産 ･輸出拠点を移動 しようとする利害が一致

し､各地に拡大､効果を発揮してきた｡

しかし､原材料 ･部品は輸入にたより､輸出加工区内での加工 ･組立だけにとどま

り､そのまま輸出されるため､国内産業への波及効果が少ないこと､また外資に与え

られた特権のなかに労働者の基本的権利を抑制するものがみうけられる等､問題点を

残している｡

③ 産業育成政策

急激な工業化をはたしてきたASEAN諸国も産業インフラの未整備など多くの問

題をかかえているが､当面する課題は次の3つである｡

第 1に､Supportinglndusryすなわち部品産業の育成である｡世界の輸出基地の-
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角を占めるまで成長してきたASEAN諸国も､その製品をっくる必要な部品 ･-原材

料は､日本をはじめとする先進諸国やNIES諸国に大きく依存している｡そのため

各国とも部品産業の育成が共通の課題となっており､日本からの投資も部品メーカー

とりわけ中小企業の進出を優先的に認可する方向にあり､またマレーシアでは自動車､

電機といったセットメーカーに下請中小企業を進出させ､企業ごとにその数を割り当

てる政策をとっている｡他方､日本サイ ドもリス トラ下の海外シフトが進行するなか､

中小企業も進出の動きを見せ始め､昨年の夏以降は日本の中小企業経営者の視察ラッ

シュとなっており､各国ともその受け入れに積極的姿勢を示し､外資導入政策も新た

な展開を見せはじめっっある｡

第 2に､各国とも国内の地域間の格差の是正をどうはかるかが課題になっている｡

輸出加工区を中心とする工業発展地域の一極化傾向は強まりつつあり､優遇措置に地

域間のスライ ドをつけるなどの政策誘導がとられつつある｡

第 3に､技術移転や経営現地化に伴う高いレベルの技能者､技術者ないしは管理職

など人材の育成である｡こうした中堅ないしは高いレベルの人材の層はきわめて薄く､

これから自立的経済発展にとって大きな課題となっている｡

3.東アジアの経済発展の要因と評価

ガット･ウルグアイ ･ラウンドの最終局面を迎え､モロッコのマラケシ､ユで開かれ

た閣僚会議に於いて､貿易と労働基準をめぐって先進諸国と開発途上国の間で意見の

対立が表面化した｡

すなわち､ポス ト･ウルグアイ ･ラウンドの新たな交渉分野として､EU (欧州連

強制労働､労働者の言論の自由などを取り上げるべきだと主張､またフラ･ンスのロン

ゲ工業貿易相も子供の犠牲による発展は望ましくないと発言した｡これに対してバン

グラディッシュのイスラム商業相は､ ｢途上国の労働水準はその国の経済力にともな

って向上するもの､労働者の権利を貿易と関連づけても有益でない｣と反論した～｡

この問題は､すでにアメリカのカンター通商代表が､ ｢(メキシコの労働条件の改

善を促す)NAFTAの補完協定と同じことをWTOでもやりたい｣と言明したこと

に端を発し､これに対しマレーシアのマハティール首相は ｢低い労働コス トという貧
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しい国の唯一の優位性を奪うものだ｣の反発､ASEANが結集して反対を表明､ア

ジア､中南米､アフリカの国々で構成する15カ国グループ (G15)も反対声明を採択

したことが背景になっている｡

このように､経済発展と労働基準をめぐる南北対立は90年代後半の世界経済のホッ

ト･イシューになってきっっある｡

低開発国が遅れてテイク･オフして経済発展をはかるには､経済開発を優先した

｢開発独裁｣型の発展をたどることは､日本をはじめとして半ばモデル化･したパター

ンである｡この点をめぐっては､欧米先進国の労使とも批判的な共通認識があり､政

府が積極的に介入して経済発展をはかることについても､欧米型の市場中心主義の視

点から否定的である｡

こうしたなかで､さきの世界銀行の ｢東アジアの奇跡｣は､東アジア型経済発展を

評価 したものとして注目される｡このレポー トでは､東アジアの成功の要因として､

①有能な官僚機構が､物価の変動をコントロールし､教育制度を充実させるなど民間

投資に必要な基盤的条件を蓄積したこと､②政府が工業化を軸に輸出産業育成に重点

をおいた政策をとり､それにつながる海外から投資や技術の積極的な導入をはかった

こと､③特定産業の育成 ･発展に政府が積極的に介入した､等を挙げている｡ そして､

これらの地域の特徴として単に奇跡と呼ばれる成長の高さばかりでなく､ ｢驚くべき

ことは､この東アジア諸国は世界のどの地域よりも公平な分配を伴った成長を維持し

てきた｣ことであると､高く評価している｡1)

従来からの欧米諸国の東アジア諸国の経済発展に対する視点からみると､今回の世

銀レポー トは経済発展の事実を冷静に分析し､正当に評価している点は注目に値する｡

さらに､これに加えるとすれば､第一に農地改革の結果比較的中小規模の土地所有形

態を有し､農村工業基盤が自生的に発展していたこと､第二に教育水準とりわけ初等

教育水準の高かかったこと､第三に以上の二つの条件のもと海外からの投資が国内市

場の創造と工業化､そして経営の近代化とりわけ日本的経営システムの受け入れを可

能にしたことが､経済発展の素地となったものと考えられよう｡

東アジア諸国が､外資の導入を積極的にはかり､政府が特定産業を育成し､輸出産

業振興政策を採用してきたことが､第 2次世界大戦後の多国籍企業の段階での経済発

展の遺すーじとして､きわめてリーズナブルな選択であったと考えられる｡しかしそれ

でもかつ民主主義や労働組合活動の規制などを含む政治的 ･社会政策的な抑圧をどう
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考えるかという問題は残るが､この点については ｢むすび｣にゆずることにする｡ 2)

図表 Ⅰ-1-3 日本の 1人当たりGNPの推移とアジア地域の 1人当たりGNP
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3. A N IE s 4 と iま締 EEj . 台 湾 , 香 港 . シ ン ガ ポ ー ノレで あ り . A S E A N 4

と Cま, タ イ , フ ィ リ ピ ン , イ ン ド ネ シ ア . マ レ - シ ア で あ る Q

(荏)

1) :世界銀行 ｢東アジアの奇跡｣ (東洋経済新報社)

2) :ここでは､国際労働機関やアジアの労働組合で常識になっている批判的見方

と､いまひとっはかなりプラグマティックな見方がある｡つまり､民主主義はすべて

の国に共通する原理であるという見方と､民主主義も経済発展に応 じて拡大 してゆく

という見方である･｡後者の発展段階論的な理解か らは､例えば一人当たりGNP

｢2000ドル仮説｣ (中村政則 ｢経済発展と民主主義｣岩波書店)がある｡これは遅れ

た東アジア諸国が､世界経済の所与の諸条件のなかできわめて短期間にテイク･オフ

をはたすにはある経済発展のレベルまで政治的 ･社会政策的な諸条件について規制を

伴う発展の道す じを選択せざるを得なかったとする見方になるが､これについては厳

しい批判があることはいうまでもない｡

後に述べるように､連合を含む世界の労働組合､国際労働機関などの見解は明確で

ある｡すなわち､基本的人権や労働組合権は普遍的なものであり､国家の発展段階に

かかわらず保障されるべきものであるとする｡さらに､1995年 3月に開催される国連

社会開発サ ミットは､そのような考え方を国際的に確保 しようとするものである｡
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第 2章 アセア ン地域 にお け る企業 の競争 関係

1.アセアンにおける外国投資の役割

アジアの経済成長は､日本を除けばアジアNIESの急成長によって世界の注目を浴び

ることになったが､それがアセアン､さらに中国の急成長へと持続 ･拡大したことに

よって､現在では世界の成長センターと目されていることはすでにふれた｡そこでの

特徴は､巨大な市場を持つ中国は別として､主に次のようなものといわれる｡第 1は､

政府の強力な主導による経済開発計画に基づくものであること､第2は､輸入代替型

を経て輸出志向型の工業化が成功したこと､第 3に､そこで外資が大きな役割を果た

したことである｡

発展途上国においては､経済開発に必要な資本､設備機器､技術､市場などの不足

を補うために外資の導入が図られ､受入 (国)側と進出 (企業)側との関心 ･利害の

一致によって実現する｡受入国側の期待 ･提示条件によっては外資の誘致は困難にな

り､一方受入国はその経済開発を外資の野放図な経営や競争に任したいわけではない

からである｡実際には､外資による直接投資は､国際社会の環境条件に影響されなが

ら世界的な競争関係や企業戦略を色濃く反映するという側面を持つ｡

特にアセアンにおいては､以下でみるように世界的に競争が一層激化した1980年代

後半以降に集中して外資が導入されたことが､急成長の端緒となった｡各国の投資奨

励策が効を奏したわけで､電機産業を中心とする機械産業などの外資が競争関係で有

利に立っべ く世界戦略に添った分野 ･形態でアセアンに相次いで進出した｡アセアン

では世界的な企業が競争する場所であったと同時に､受入国同士が外資導入のために

優遇条件をいわば競うという二重の競争関係が観察される｡しかもこの 1-2年にお

ける中国の台頭は､この世界的な企業間の競争 ･受入国同士での競争においてアセア

ンの位置に影響を与えており､その意味でもアセアンにおける外資の役割 ･動向が注

目される｡

以下では特に企業の競争関係を中心に､外資のアセアン進出の現状とその特質につ.

いて検討する｡それが世界的に事業展開する企業のアセアンにおける分業構造の現状

に関わるものであり､ひいては外国資本の下で働くアジアの労働者の状態､また広く

その国P)労働者の状態に影響するからである｡
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第 Ⅰ部 アジアの経済 ･産業ダイナミズムと地域経済関係

2.世界的な企業の競争とアセアン

(1上目･米のアジア進出-1980年代前半まで

日･米企業のアジアへの進出は､戦後においては-経済援助 (賠償､軍事援助を含

む)を軸に始まった｡その後､日本は1971年のニクソンショック後と1978年後数年のI

円高の時期に直接投資のうねりを経験 したが､その主要な対象地域であったアジアは､

後発国日本の製造業にとって､強大な米国の産業 ･企業に対抗 して競争力を獲得 しま

た世界市場を確保する上で重要な存在であった｡それに対 し､米国にとってアジアは

世界戦略的にまた資源確保という面で重要であったが､復興 ･成長する欧州 ･日本と

の競争上必要な海外生産拠点の一部であったに留まる･(図表 Ⅰ-2-1一､図表 Ⅰ-2

-2)｡ しかし､日米のいずれもアジアを基本的に ｢労働集約的な生産拠点｣とする

点では共通していた｡

日本のアジアへの直接投資は､資源確保を目的にしたものを除けば､1970年頃には

第 1に､経済成長に伴う人手不足 ･人件費の上昇に対応 し国際競争力を確保するため

に繊維 ･雑貨など軽工業､またカメラなど精密機械の分野でみられた｡第 2に､当時

アセアンを含めて輸入代替型の経済開発模索の一貫としての輸入規制が敷かれたため､

それに対応して市場防衛のために家電､自動車などが進出した｡さらに1970年代後半

以降1980年初には第 3に､円高への対応のための直接投資が加わり､化学､輸送機､

また電機でも次第に技術水準の高い分野が増えた｡第 4に､頻発する先進国との通商

図表 Ⅰ-2-1 米国の地域別海外直接投資

_1967年 1972 ･1977 1982､* 1987 ･_1.99.2

全 .産莱 カ ナ ダ 29.5 25.6 2.3.由 20.9 18..4 14.1

欧 州 ~32.2. 35.3 40..7. 44.5: 47~.9 49.-2

･.ア -ジ ア_ 8...2.. 8.2 4.2. .与.8 5..-4 7_2

製-造莱 -カ ナ ダ - - ?5.4 ?2.6 20.+.6 17.L.8､

出所 :SurveyofCurrentBusinessより作成｡残高､金琴ベース｡
*改定により､これ以前との連続性がない｡
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図表 Ⅰ-2-2 日本の地域別海外直接投資
(%)

1967年度 1972 1977 1982 1987 1992

全_産莱.I カ. ナ ダ 20-.7 14.ラ 26.~2 31.7 46.0 142;7
.ア .ジ ア 33｣8 17.2 30.8 18.5 14.6 18.由

■欧 州 ll.2 40.~0 7.8 ll.4 20.9

中 _南 米 48.1 31.0 22..5 19.3 2｣1. -2T7

･ア ジ ア 40,_3 52.-8 31.3 26._2 21.4 30.9

出所 :大蔵省資料より作成､各年の承認 ･金額ベース｡

摩擦に対応 して先進国向け直接投資が増加する一方で､アジアへは先進国市場向けの

より高度 ･広範な製品の輸出拠点としての進出がみられた｡

つまり当初の直接投資では､日本は産業の比較優位の変化に対 してアジアの低賃金

と特恵関税 (1971年制定)などを利用して労働集約的な軽工業などの分野での開発途

上国の追い上げに対抗しようとしたのであり､その後も欧米との技術格差の縮小に伴

う高度技術製品分野での通商摩擦や円高に対応しセこれ らをアジアで生産するメリッ

トにより競争力を維持 しようとしたのである｡現地の市場防衛 ･開拓と,いうよりは次

第に欧米への輸出が主要な目的になってきたわけで､品質と量産による価格競争力を

維持するため日本から持ち込んだ部品 ･コンポーネントを組立てるKD生産の形態が

中心で､自動化が次第に進展 したとはいえアジアの低賃金 ･豊富な労働力や外資優遇

策は好都合であった｡

一方米国にとっては基本的に欧州､カナダ､中南米に投資の比重があった｡その中

で､1960年代当初中南米よりもはるかに低い人件費で労働力の豊富なアジアは､労働

集約的な工程の生産拠点として位置付けられている｡追い上げる日本との競争上､ア

ジアでの電子部品の加工拠点が求められたもので､1960年代の韓国､台湾から1970年

代にはシンガポール∴マレーシアへ生産拠点が移っている｡

米国では1966年に付加価値関税条項806/807が設けられて以来､ ｢投入物が米国自

身で開始され海外で補修 ･変更､加工さらに組立られ､再び米国が輸入する場合､外

国での付加価値部分のみに関税が課される｣ことになっており､こ うした投資パター

ンの持続に今日まで影響を与えているといえよう｡例えば米国企業は1980年代前半の

ドル高下で積極的に海外調達 し､そこでの海外子会社の大きな役割が､貿易収支赤字
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の拡大ととも､に注目されたが､それでも米国企業の海外子会社 (50%以上出資､製造

莱)は1984年で現地市場に63%を販売しており米国向けは14%に過ぎない｡それが電

子部品のアジア子会社では米国向けの比重が72%と著しく高く､自動車のカナダ子会

社からの62%とともに突出している｡

(2)日･米 ･NIESの競争とアセアン進出 :1985年以降

日･米 ･NIESのいずれも競争条件の変化､競争の激化に対応するための拠点として

アセアンを選んでおり､･受入国の積極的な外資導入促進策とあいまって1990年をピー

クに急速に､より大規模な進出が実現された (図表 Ⅰ-2-3)0

図表 Ⅰ-2-3 日本と米国の対アジア業種別直接投資

'(百万 ドル､%)

日 本 ~米 -. 由

対 世 界 . 対 す ジ ア 卦 .I-世 界 し 対 ア ジ ア

合 亨十 386,530-(loo.0) 59,880(100:0)Ip486,670(loo.0) ･32,245(10~0.0)

5..0 5.7 9.8 ･7｣3

級 - 維 4.8. 9.4 - -

木 材 .パ ル プ 5.6 2.5 - -

化 学 14.0 17.3 ･23.4' 18,4-

秩 .罪 -鉄 ll.6 13.4 5.4 2.0
機 - 痩 9.9 8.3 15.̀6 20.5.
電 機. 2~3.5 22.6 9':1.- 4̀2..3

*輸 送 機 械 13.5 8.3 13.7 2.3

商 _莱 .L2)∴. (-1-0.4)I (_.8-.8) (.10.5) (..16.2)

出所 :大蔵省 ｢財政金融統計月報｣､商務省 `̀surveyofCurrentBusineys苧''
注 :日本一1951-1992年度累計､承認ベース｡-他に支店､不動産取得がある｡

米国一1992年残高ベース｡ 1)石油 2)卸業 *ニュージランド分含む
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この時期の特徴としては､第 1に､受入側 ･進出側とも輸出志向を明確に持ってい

たため､世界的な競争に耐える技術水準 ･規模の産業 ･企業の進出がみられたことで

ある｡日本のみならずNIESの進出においても同様であった｡第2に､従来のように日

本からの部品輸入に依存したKD生産では採算がとれないため､必要に迫られて内製

化したり､周辺 ･基礎産業の不足に苦慮しながらも少しづっ現地調達あるいは周辺地

域 ･NIESからの調達が進みつつあることである｡そのための開発 ･調達など関連機能

の現地化の兆がある｡.セットメーカーの進出に伴い､また国内では円高に対応できな

い中小企業部品企業の日本からの進出も周辺産業の整備に寄与しているといえよう｡

第 3に､成長にともないアジアの生産拠点 ･輸出拠点としてのみならず市場としても

無視できない存在となり､1990年代にはそれを巡って新たな競争が始まっている

1985年以降の通貨調整では､急激な円高による影響を欧米での現地生産ととりわけ

アジアへの生産拠点のシフトよって凌ごうとした日本に対し､成長著しいアジアNIES

が円高を背景に競争力を強化し世界市場での競争激化をもたらした｡NIESの急成長は､

その帰結として国内で労働力不足 ･人件費の上昇を避けられなくし､また主要輸出市

場であった米国との摩擦を経て通貨の切り上げを余儀なくされて､1987年をピークに

コス トメリットを失うことになった｡これを反映して日本はアジアの進出先をNIESか

らアセアンにシフトし､また台湾､韓国のNIESも自らアセアンへ進出することで競争

力を確保 しようとした｡シンガポール､香港も成長にともなう自国の条件の変化が明

らかになるにつれ､それぞれマレーシア､中国との分業 ･連携によりいち早く課題へ

の対応を図ってきている｡

アセアンはタイをのぞけばN柑Sと異なって比較的天然資源に恵まれており､それを

背景に1970年代には輸入代替型工業化に加えて輸出志向型工業北にも着手してきた｡

しかし1980年代前半の世界不況下で一次産品価格の下落を経験し､以後輸出志向型の

経済開発を推進すべく外資導入のため規制の緩和､各種優遇措置などの条件整備を積

極的に進めた｡

一方米国のアジアへの直接投資では､石油など資源以外に次第に製造業の比率が高

められてきたが､その主要な分野が電機であることは変わらない｡情報機器関連の土

レクトロニクスの分野では＼米国が世界をリー ドしており､-エレクトロニクス技術が

ベースとなる量産品では､中核部品ほかの部品が確保できればハイテク製品でもアジ

アで生産が可能である｡それは製品技術､設備機械はか生産技術の向上､またアセア
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ンにおける主要産業分野では外資が中心とはいえ産業の集積効果やNIESとの連携によ

り域内調達が相当可能な状況になってきていることによる｡むしろ日本またNIESとの

競争により価格が主要な競争局面になっていることから､できるだけ有利な条件で立

地できることが競争上重要になり､1980年代後半以降アセアンへの投資が顕著に増加

している｡さらに成長に伴いアジアが市場としても無視できないものに育ってきてお

り､中国の台頭も加わり､米国のアジア市場確保への関心が急速に高まっていること

を反映している｡

3.外資のアセアン進出の現状

(1) 日本企業の進出の現状

日本の1986-1992年の問におけるアセアンへの直接投資額は､NIES4ヶ国合計に及

ばないことはあっても一国ベースでは常に最大の投資国であり､その急速な経済成長

に大きく関わっていることを示唆している｡この期問の累積投資額は投資先国により

大きく開きがあり､タイへはインドネシアの2倍以上､インドネシアへはマレーシア

の3倍以上､マレーシアへはフィリピンの2倍以上となっている｡1993年円高以降に

はインドネシア､フィリピンが投資先としてより注目を集めている｡

アジア向けの投資では製造業向けの比率が高い｡ 1件あたりの投資規模は､次第に

大きくなってきているがそれでも1992年で世界の平均規模の約1/2､北米のl/48こ過ぎな

い｡これは従来より繊維､雑貨などの軽工業あるいは機械産業などでも労働集約的な

工程 ･分野への進出が多いこと､中小企業の進出が多いことによると考えられる｡業

種別では､機械産業の比率が高いことも特徴の一つで､主要なメーカーは多数の拠点

をアセアン内に設立している｡中でも家電､情報機器関連､半導体ほか電子部品など

世界的に競争の激しい分野への進出が多く､アセアンの輸出拠点化の中心をなしてい

る (図表 Ⅰ-2-4)｡自動車の分野では欧米を含めて多数のメーカーが進出してい

るが､各国の国内市場規模は十分でないためアセアン域内の分業またより広域の国際

分業を模索する形での競争と協調がみられる｡
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図表 Ⅰ-2-4 ASEAN諸国q)米国､日本､

NIEsからの直接投資受け入れ額 (承認ベース)

受 け入 れ国投 資 由 年 . マ レ ー シ_ア タ イ . イ ン ドネ シア . フ ィ.リ ビ ン pASEAN 4p
投 資額 シェア 投 資額 シェア 投 資額 シェア 投資額 シェア 投 資葺頁 シェア.

.87 47 15.9 29 15.4 8 0.6 9 5.5 364 10.0
88 147 19.1 850 13.6 913 20_7 110 23.2 2,019 17.0
89 374 29.8 868 10.9 157 3.3 149 18.5_ 1.548 10.5

91 584 25.9 572 11.5 1,057 12.0 12 1.5 2,225 13.2

9286-92 229 10.4 291 2.9 563 5.5 9 3.2 1,092 4.82.253 24.3 3,716 8.0 3,333 8.5 -430 12.1 9,732 9.9

香 港 86 11 5.3 58 6.1 -60 -7.5■ 7 9.4 16 0.8
87 11 3.7 122 6.3 122 9.8_ 28 16.6 283 7.8
88 50 6.5 451 7.2 259 5.9 27 5.7 787 6.6
89 42 3.3 561. 7.0 407 8_6 133 16.5 1-1,143 7.7

91 115 5.1 340 6.8 278 3.2 8 1_1 741 4.4

9286-92 19 0.9 140 1.4 1,021 9.9 13 4.5 1,193 5.2297 3.2 2,744 5.9 3,020 7.7 424 12.0 6,486 6.6

シ ンガポーノレ 86 35 17.1 132 13.9 105 13.1 0 0.3 272 13.4
87 54 18.0 63 3.3 13 1.0 1 0.5 131 3.6
88 66 8.6 .274 4.4 151 3.4 ~3 0.5 493 4.1

90 119 5.2 591 4.2 265 3.0 14 1_4 988 3_8
91 147 6.5 623- 12.5 346 3.9 3 0.4 1,119 6.7

9286-92. 79 3_.6 482 4.8 454 4.4 5 1.6 1,020 4.5598 -6.4 2,577 5_6 .1,490 3.8 49 1.4 4,.714 4.8

韓 国N I E s-日 本~米 _′国世 界 86 1 0.4 1 0_1 22 2.'8 0 0.1 24 1.2

87 1 0.3 13 0_7 16 1.3 1 0_4 30 0_8

89 29 2.3 171 2.1 466 9.9 17 2.2 683 4.p6
･.90 61 2.6 269 1.9 723 8.3 2 2.2 1,074 4_1
91 169 ■7.5 49 1.0 301 ~3.4 45 5.~7 564 3.4
92 18 0.8 28 0.3 618 6.0 42 14_9 706 3.1

86-92 288 3ー~1 639 1.4■ 2,353 6.0 128 3.6 3,408 3.5

86 48 23.8 263 27.6 84 10.5 8 10.2 403 19.8
◆.87 113 37.9 498 25.6 159 12.8 38 23.1 808 22.1
88 271 35.3 1.684 26.9 1,530 34.7 141 29.7 3,625 30.5
89 544 43.4 2.011 25.2 1,186 25ー1 323 40.1 4.064 27.5
90 1,099 47.8 2,696 19.1 ･2,599 29.7 384' 39.9 6,779 25.9

92 346 15.7 941 9,4 2.656 p25.8 69 24.2 4,011 17.6

86-92 _3,436 37.a 9,677 20.9 10,196 26.1 1,030 29.1 -24,339 24.8

_86 22 11.0 551 57.9 1~325 40.6 22 28.5 921. 45.3
87- 92 .30.8 947 48.7 512 41.3 29 17.2 1,580 43.3
88 214 27.9 3,045 48.7 256 5.8 96 20_2 _3,611 30.3
89 393 31.3 3,524 .44.1 779 16.5 158 19.6. 4,854. 32.9
90 657 28.5 2.706 19.2 2,241 25.6 306 31.良 5∴910 -22.6
91 531 23.6 1,760 35.3 929 10.6 210 27.0 3,430 20.4
92 . 215 9.8 1,967 19.6. 1,509 114.6 72 25.5 3,764 16.5

86-92 2,125 22.9 14,501 31.3 6,551 16.8 893 25.2 24,069 24.5

87 24 8.1 172 8.9 -62 -5.0 36 21.6 170 4.7
88 97 12.6 673 1-0.8 ･731 16.6 153 32.3 1,654 ◆13.9

90 69 3.0 1.091 7.7 154 1.8 59 6.2 1,374 5_3
91 165 _ 7..3 1,131. 22.7 276 3.1 83 10.7 1,655 9.9
92̀ ･.223 10.1 1,2~33 12.3 923 8.9 I._62 p21.7 2,441 10.7

86-92 632 6.由 5,014 10.8 2,495 6.4 547 15.4 8,687 8.9

86 203 100.0 953 100二0 80d- 100.0 78 土00.0 2,034 100.0
87 298 100.0 1,946 100.0 1,240 100.0 167 100.0 3,651 100.0

89 1,255 100.0 7,995 100.0 4,719 100.0 804 100.0 14,~774 100.0
90 2,302 100.0 14,128 100.0 8,751 100.0 961 100.0 26,143 100.0
91 2,255 100.0 4,988- 100.0 8,778 100.0 778 100.0 16,779 100_0
92 2,203 100.0 10,022 100.0. 10,313 100.0 284 100.0 22,822 100.0

86-92 9,284 100.0 46,282 _100∴0 39,010. 100ー0 3,546 100.0 98,122 100_0

(注 )マ レー シア とイ ン ドネ シアの数値 は､製造業 のみ｡
(出所 )野村総研 ｢自力成長 に転換す るア ジア経 済 ｣ (｢NR Iレポー ト｣93年11月)
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第 Ⅰ部 アジアの経済 ･産業ダイナミズムと地域経済関係

(2) 米国企業の進出の現状

米国はアジアへの関心､を急速に高めつつあるが､1986-1992年の時期には投資金額

的にはタイが最多投資先で､インドネシアが次ぐ｡製造業では電気機械分野への投資

が飛び抜けて高く､米国のアセアンへの直接投資の特徴となっている (図表 Ⅰ-2-

4)｡特に半導体の1992年の輸出 ･輸入の約半分はアジアとの間のものであり､特に

マレーシアとの関係が深い｡マレーシアへ輸出される半導体の殆ど全てが､検査 ･組

立の後に米国あるいは日本へ再輸出されている｡また米国のHDD輸入のおよそ半分

は､米国メーカーが1980年代にシンガポールとマレーシアに設けた工場からの輸入で

ある｡日本との厳しい競争を米国企業が押えているのは､新製品に関するデザインや

開発は依然として米国で行ない､-これらの地域で生産し輸入することによるところが

大きい｡その結果米国企業が市場をリー ドしているものの､米国のHDD貿易は赤字

となっている｡

但し1988年調査によると､アジアの米国企業 (電気機械)の販売先はまだ本国向け

が約50%弱で最大であるが､現地販売､第三国輸出も20数%ずっで合わせると本国向

けを凌駕するまでに増加してきている｡米国もアジアの拠点を本国向けのみならず当

該国内 ･域内市場向けに位置付け始めている点が注目される｡

(3)NIES企業の進出の現状

NIESは､1980年代前半に急成長を達成したが､米国との通商摩擦を経て1986-1987

年以降に為替レー トの切り上げ､人件費 ･地価の高騰､また1989年には米国が対NIES

特恵関税の適用停止するなどの環境変化を経験することになり､これに対応すべく本

格的な海外直接投資へ進んでいった｡こうした中での対アセアン投資は､NIESにとっ

ても競争のために必要なものであり､アセアン側の外資奨励策も進出促進に作用して

いる｡投資額ではNIES4ヶ国合計は日本また米国を越える規模に及んでいる｡

その海外直接投資に至る経緯は日本の経緯と類似のものであり､軽工業､中小企業

の比重が高いとはいえ､最近では電機や化学産業での大規模投資が注目されている｡

① 倉 湾

台湾では､1986年に為替管理の規制の緩和､1987年に対外投資事業の奨励など海外

投資へa)環境が整備され｣また1990年には間接的ながら大陸への投資が解禁とならた

こ之や∴海外投資が急速に本格化している｡当初は紡績､食品､雑貨などの労働集約
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的な分野がアセアン投資の中心であったが､特に1990年以降には次第に電機 ･電子､

輸送機械､化学製品などへと投資内容に広がりがみえブラウン管､コンピュータなど

資本集約的な分野､ハイテクへの進出も始まっている｡現地また第三国への輸出を目

的とする例が多く､強力な競争者として台頭している｡1990年からの大陸への投資で

はゴム､プラスチック､電機 ･電子､食品､紡績などの労働集約的分野が急増の模様

であり､紡績などはアセアンから中国への移管が顕著に進んでいる｡

② 韓 国

海外投資の規制緩和が1986年に実施され､人件費の急騰などとともに対アセアン進

出急増の要因となっている｡繊維､履物､玩具などの軽工業部門､機械組立などの進

出が目立っ｡ 1件当たりの平均投資額が小さく､労働集約的および組立志向のものが

中心であることを反映している｡また中小企業の進出が多く見られる｡しかし1988年

以降にはカラーテレビ､ブラウン管､通信機などへも進出が見られ､これら分野の競

争を一層厳 しくしている｡タイへは日本､台湾に比して出遅れたため､人材確保や土

地コス トまた住宅の確保などの点また優先度の高い大型プロジェクトが一巡するなど

で進出メリットが小さいとみられ､インドネシアへ集中して投資の傾向にある｡資嘩

確保のための鉱業への投資も見られるが､低い人件費を目的とした進出が少なくなく､

また撤退事例も少なくないため労使紛争を惹起する例がみられる｡

4.企業間競争と各国の誘致競争

経済開発を急いだアセアンは､外資を導入すべく誘致条件の引上げに積極的に動い

てきた｡その結果たしかに経済成長に顕著な成果がみられる｡しかし開発優先の結果

として､新たな課題が生じているのも事実である｡

第 1に､アセアンの成長とともに成功したが故の課題が出てきている｡例えば､周

辺 ･基礎産業を短期間に育成することは困難なため､導入した外資の輸出が急速に増

えるほどにそのために必要な設備 ･資材の輸入も増えるという現実に直面することに

なったこと｡日本の直接投資が多いため日本からの輸入が増え､対日赤字が拡大する

ことになったことがそれを示している｡

またインフラ整備が追い付かず､また進出企業同士の競争が人手不足に拍車をかけ

て人件費の上昇をもたらしている｡コス トの上昇は､中国やベ トナムの台頭が顕著と
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図表 Ⅰ-2-5 台湾の業種別相手国別対外直接投資承認 (1992年)

(単位 :1,000 ドル)

件l数 金1額 件翠 金 廟 件敬 金 額 ･件数 金 一額 件数.金 額 件数 金 額 華数■金 療 ･件･数.金 額

~化 ー~学 品 11 ･.154480 3 37,325 -3 ･8,780 2 _21,991 11 92154.l1.00 ト 2,1_70

非金属 .鉱物製品 1 960 - 600 - - - 576

金 属 .金 属 製 品 2 .4,984 1 1,202- 1 lL ド 24,912. ･1 765

機 械 儀 器 製 品 1 79 2 697 1 294 pl 64 1 698 1 751

電 子 .電 気 製 品･建 築 業賢. 義 .莱 2 416 .3 15,720 411 13,713156220 8 9,506 1 33,93.9 27132 42,811.1,15026,0.62

一1118 3;7265,321 3 ･333 35.ー38,~424 2. 2,263 .8 .5,024. ?2 59,739

(出所)経済部投資委員会 注 :件数は新規投資件数

図表 I-2-6 韓国企業の業種別 丁地域別海外投資状況

(単位 :1000ドル､件)

631,97168,664 117,437 8･1,050128,284 3117,654 2187 642,8044812 2675,825ll100,45.2
12 12 38 3 4 69

698,766 704,832 80,242 12,042 17,228 1,648,201

498 7 110 8O6,520 39 10 23 767

ll,094 15,458 33,427 45 1,474 1,688 63,186

23 15. 18 1 42,310 33,660 64

6,559 147 1,465 560 15,251
19 1 12 4 4 40

66,501 98 491,715 4,375 71,201 639,860

27,699 13,442 155 6,533 461 48,290
9 ll 1 5 1 27

34,918 167,087 7;017 2,489 26,992 272,098
29 8 .55 9 7 4 20 132

･合 計 1,141,257 57,647 1,552,684 160,814 242,861 61,102 156,539 3,372,904

注 :1991年末投資残高｡
資料 :韓国銀行 『海外投資統計年報』､1992年版｡
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なった現在､アセアンの比較優位を低下させる｡

外資へ大きく依存した経済界開発は､そのメリットと同時に外資のより有利な条件

を求めての撤退や他の地域へのシフトという懸念が常につきまとう｡厳しい世界的な

競争関係が反映されるアセアンでは､さらに安い人件費を求めて中国へシフトした企

業の例やNAFTAの創設によりメキシコへと撤退した例が散見される｡アセアンでさえ中

には今や外国人労働者を雇用しなくてほならないはどの地域もあり､保障の少ない外

国人労働者を数多く雇用するという企業もみられる｡

第 2に､そのため現在さらなる外資優遇条件が検討される方向も見られるが､競う

ように外資へ供与した優遇条件は､あるべき国内の税収などの収入を減少させ､経済

または企業が急成長しているわりには､国内への還元が十分に進まないという側面も

もたらす｡ (輸出加工区とその社会的側面については ｢むすび｣参照)

開発を急ぐあまり取り残されていることへの対応が､開発とのバランスの中で求め

られている｡その点1986年以来大きなプレゼンスを示している日本がアセアンで本格

生産を開始し､1993年来の円高でさらに国際分業を模索していることは､こうした課

題に答える要素を持っており､日本への期待は大きいといえよう｡
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第 Ⅰ部 アジアの経済 ･産業ダイナミズムと地域経済関係

第 3章 ア セ ア ン諸 国 と わ が 国 の 分 業 構 造

1.経済発展と分業形態

本章 1節および2節でみてきたように､アセアン諸国は80年代後半以降NIES諸国を

追従する形で本格的な成長を持続している.1この成長はアセアン諸国自身の積極的な

輸出指向工業化への構造調整や産業基盤整備への取り組みと同時に､プラザ合意以降

の先進国､とりわけ､わが国を中心とする多国籍企業の活発な直接投資によってもた

らされたものといえよう｡

すなわち､この時期の多国籍企業によるアセアン諸国への直接投資は労働集約型で､

かつ産業間波及効果の大きい高付加価値産業でもある電機 ･電子機器､同部品産業や

自動車､自動車部品産業などの機械関連産業がその中核を担ってきたからである｡生

産機能のアセアン諸国への移転を目的とする直接投資の増大は､現地子会社と本国親

会社との国際分業を通じてアセアン諸国の製品 ･生産技術水準のみならず､現地の経

営ノウハウの高度化をもたらし､輸出競争力の強化でアセアン諸国を本格的な輸出指

向工業化の段階に移行させることになった｡

そこで本節ではアセアン諸国の持続的成長の大きな要因でも奉るわが国企業の直接

投資の進展に伴うわが国とアセアン軍国との国際分業の変化と~その影響などを中心に

してわが国企業のアセアン諸国に果たす役割をみることさとする.

一般に､国際分業は分業関係にあるそれぞれの国が保有する資本 ･労働力 ･天然資

源 ･技術蓄積力などの生産要素の賦存状態の国際的な比較優位の関係に規定される｡

そしてそれぞれの国が特定産業に生産要素を集中 ･特化させることで得られる経済的

利益を貿易活動を通じて享受することで成立するといわれている｡この国際分業はさ

らに ｢産業間国際分業｣と ｢産業内国際分業｣に大別されることが多い｡前者は先進

が農産物や天然資源等の一次産品に特化するような異なる産業間での国際分業である｡

これに対して後者は分業関係に･あるそれぞれの国が同一産業の特定の製品や部品など

に特化する場合である｡

さらに産業内国際分業は工業製品でそのケースが多いが､部品や中間財などの半製

品同士､ある∵いは半製品と完成品で分業する ｢工程分業｣と完成品同士で分業し合う
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｢製品分業｣に区分することができる｡

国際分業のこうした多様な形態は製品の技術的 ･市場的なライフサイクルとも密接

に関連 しており､その変化の形態を単純に普遍化することは容易ではなく､多様な分

業形態が同時に国際的に進展 しているといえよう｡ しかし､敢えてその変化の方向を

みると､国際分業は産業間分業から産業内分業へ､また､産業内分業では先進国で開

発された製品が先進国で技術 ･市場の両面で成熟化するに伴って部品などの半製品､

さらに最終的には完成品が後発国に技術移転されるという ｢雁行形態｣と呼ばれるメ

カニズムによって工程分業から製品分業へ移行 し､分業構造の国際的な高度化が促進

されることになる｡

図表 Ⅰ-3-1 ASEAN諸国の輸出入額伸び率の主要国 ･地域別寄与度の推移

朋 85868788899091 8485868788899Oりl(午 )

(資料) IMF｢DOT｣

2.進展す′るわが国とアセアン諸国の産業内分業

/国際分業は多様な形態が同時進行 しているが､わが国とアセアン諸国の分業構造の

特徴をみると､産業内分業が急速に進んでいるO.この分業形態は当事国間の貿易関係

に反映されるが､最近のアセアン諸国の貿易状況は高い経済成長を反映して､87年以

降､輸入が輸出を上回るものの､いずれも二桁の強い増勢を維持 している｡また､財

別の特徴として､輸出に関してはかっての一次産品などの非製品の比重が低下するな

かで機械 ･同部品などの機械類が､また輸入についても機械類や工業用原料品などの
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図表Ⅰ-3-2 我が国の対ASEAN諸国財別輸出入額と貿易収支の推移

(イ意 ドノレ)

.ー
輸

出
-

1
3
人
-
i

▲ 1()()

▲ 2()0

▲ .'i()()

▲ 40()
85 8(う ti7 tiH Ht) !)() 91 !)2 (1卜)

(資料) 大蔵省 ｢貿易統計｣

増勢が強まってきている｡

さらに､アセアン諸国における貿易の地域別の特徴をみたのが図表 Ⅰ-3-1であ

る｡これに明らかなように､アセアン諸国全体の輸出の増勢はアヤアン域内での取り

引きの増大というよりは､むしろわが国､米国､アジアNIES､さらにECなど国際市場

の多様化によってもたらされているという結果になっている｡

一方､輸入については輸出と同様にアセアン域内の取り引きの寄与度は低く､とり

わけわが国およびアジアNIES諸国からの増勢が強まっており､最近ではわが国とアジ

アNIESからの輸入がアセアン諸国全体の4割を越える状況にある0

このように､アセアン諸国の貿易状況に明らかなように､財別には輸出･輸入とも

に機械類の増勢が強まるというように､アセアン諸国の工業化の進展を背景として､

機械類等の製品分野で先進国との産業内分業が強まる傾向を示している｡そして地域

別には輸出がアセアン域外の多様な地域と1輸入がわが国とアジアNIESとの分業関係

を強める方向にある｡

さらに､わが国とアセアン地域に限定した貿易状況をみたのが図1-3-2である｡

これによれば､わが国からアセアン諸国への輸出は87年以降大幅な増勢を示しており､

そうしたなかで財別には電子 ･電機､さらに自動車部品などに加えて､工作機械など

の資本財機械の比重が著しく高まっており､また､鉄鋼､非鉄金属製品などの工業用

原料品も拡大する傾向にある｡これに対してJアセア ン諸国からの輸入は一次産品等
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甲比重が依然大きく､全体的には産業間分業の色彩が強いものの､80年代末頃から事

務用機器部品､コンピュータ､音響 ･映像機器などの機械類が増勢を強めており､わ

が国のアセアン諸国からの機械類の輸入全体に占める割合は10%近 くになるなど､最

近の円高基調のもとでわが国とアセアン諸国では高付加価値分野である機械製品での

産業内分業への兆をみせている｡

3.分業構造の高度化とその背景

最近のアセアン諸国やわが国とアセアン諸国との貿易状況でみる限り､わが国とア

セアン諸国における分業形態はかっての産業間分業か ら機械産業を中心に産業内分業

の傾向を強める状況にある｡そしてこの産業内分業は後発国としてのアセアン諸国で

は半導体産業に象徴されるような分業関係､すなわち先進国が技術 ･資本集約的な前

工程､アセアン諸国が労働集約的な後工程を分担するという工程分業が促進しつつあ

るものとみられる｡この背景には､85年のプラザ合意以降の急速な円高でわが国企業

がアジアNIES諸国に比べて低廉豊富な労働力の活用を目的とする生産拠点のアセアン

諸国への移転を積極的に行ってきたこと､また､:生産工程の分割が容易な機械系企業

の直接投資が増大してきたこと､さらに技術革新に伴う設備機械のメカ トロ化が熟練

技能を設備機械に吸収し､技術ノウハウが不足する後発国への生産機能の移転を容易

にしたこと､などの要因がある｡

とりわけ､こうしたわが国の機械製品 ･部品などの機械系企業のアセアシ進出は日

本の親会社と現地子会社との完成品と部品など半製品､あるいは半製品同士の企業内

工程分業の比重を高めてきているものとみられる｡ちなみに､90年当時にアセアン諸

国に進出したわが国の機械組立産業の部品調達と製品販売の地域的な関係をみると､

部品調達は現地調達と日本からの調達がほぼ二分し､製品販売はその7割強が現地販

売となっている (図1-3-3)｡

また､図表 Ⅰ-3T3は92年調査によるアセアン諸国を含む東アジア地域に設立さ

れたわが国家電セヅトメーカーの現地子会社の部品調達の状況をみたものであるが､

部品全体では日本からの輸入が30.9%､現地日系企業からの調達が27.7%､NIESおよ

びアセアン域内の調達が24.3%などとなっており､日本および現地日系企業からの部

品調達が58.6%と過半を占める状況にある｡なお､これら部品のうち日本および現地
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日系企業からの調達割合が部品全体を上回るのはスイッチ (日本からの調達39.-0%､

現地日系企業からの調達36.6%)､半導体素子 (75.0%)､集積回路 (73.7%)､小

型モー,9 (71.4%)､ジャ.y,ク/ピンジャック (70.P%)､_大型モータ (69.3%)､

磁気ヘッド (66.7%)､モジュレータ (66.6%)などとなっており､相対的に技術集

積度の高い部品は現地日系の家電完成品メーカーと日本の親会社や部品企業､さらに

は東アジアに進出した日系企業との工程分業が活発に進展 していることが窺える｡

電機 ･電子産業についでアセアン諸国へのわが国企業の直接投資の多い自動車産業

はアセアン諸国では海外企業の直接投資､特に､日系企業がその主体をなし､KD組立

による生産が進んできた｡図表 Ⅰ-3-4はアセテン諸国で最も生産規模の大きいタ

イにおける自動車組立企業 6社の部品調達の方法を部品の品目構成でみたものである｡

これに明らかなように､タイの自動車組立企業は日系企業が主体をなすことから､そ

の部品調達においても日本の親企業や系列企業などとの部品と完成品との工程分業を

裏付けるような調達関係がみられる｡すなわち､部品 456点に関する調達方法は現地

組立企業の内製化による品目が 5.7%､日系の自動車企業 ･部品企業からが27.6%､

さらに日本からの輸入が46.5%で､全体では約 7割近くの品目が日本本国や現地日系

企業との工程分業という結果になっている｡

非常に限定した指標ではあるが､これらの資料から次のような点を指摘することが

できよう｡すなわち､80年代後半以降のわが国企業のアセアン諸国への進出､特に同

地域の産業構造の高度化に直結する機械系の高付加価値産業の生産機能の現地化は､

日系現地子会社と日本親会社との企業内工程分業､また､日系現地企業と日本の関連

部品企業との企業間工程分業､さらにアセアン諸国内での日系企業間での工程分業な

どといった多様な組み合わせの工程分業を促進している｡換言すれば､最近増勢を強

めっっある自動車 ･同部品､電子 ･電機機器 ･同部品などのわが国機械企業のアセア

ン諸国への直接投資はこうした多様な羊程分業を通じて現地の生産技術ノウハウを高

め､工業構造の高度化卑促進する_サポー ト的役割を果た_して～､るといえる､｡

こうしたアセアン諸国の工業化の進展を反映して将来的には水平的な補完関係とも

いえる製品分業にもっながるような新製品も部分的に登場するに至っているbたとえ

ば､タイではファクス､複写機 ･同部品などのOA関連機器をはじめ､半導体､ビデオ

デッキ､時計､顕微鏡用レンズなどが生産されてきている｡マレーシアでは半導体､

ビデオレコーダ､音響機器用高級パネル､電子機器用セラミックス製品などが､イン
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図表 Ⅰ-3-3 アセアン諸国における家電セットメーカーの部品調達先

(複数回答)

(社､%)

変 成 器 7 18.4 13 34.2 1 2.6 14 36.8. 3 7.9- 38 100.0

音 響 . 部 .品 3 15.0 -@ 30.0 0-0.0 10_50.0 1 5.0 IP 100.0

磁 気 へ ツ 下 3 50.0 1.16.7 1 16.7 1 16.7 0 0.0 二6 100-.0'

小 型 モ ー タ ー 1 14.3 2 28.6 0 P.0 4 57.1 0 0.0 7 100.0

大 型 モ ー タ ー 6 J46.2 3 23.1 1 7.7 3 23.1 0 0.0 13 100.0

チ エ ナ 4 14.8 8 29.6 ■3 ll.1 1.1 -40.7 1 ･3.7 27 100.0.

モ ジ ユ .レ -.ク ー 3 33.3 1 ll.1 ･2 22-.2 3 33.3 0 _0.0 ~9 100.0

■集 積 _回 路 37 64.9 15 ■26.3 0＼ 1 0.0 5 ■8.8 :_0 0.0 ･57 100.0テ レ ビ 用 プ.ラ ワ ン管 7_20..6 ･14L41.2 ･.2.9 8 23.5 4 ll.8 34 100.0■

そ の 他 電 子 デ バ イ ス -23 39.0 14 23.7 ..3 .5.1 12 20..-3 7 ll.9 59 lop.0

キ ャ ビ ネ . ツ ト 0 0.9 1 2.4, 12 28.6 ~13 3°1.0 16 -.38.1. 42 1100.0

そ _ の . 他 19 26.4 -.10 ･13.9 5 6.9. 14 19.4 24 33.3 L.72 100..0

部品及び材料調達に関するアンケー ト調査 (1992年 3月)
回答企業 30社
出所 :通商産業研究所 ｢日本の東アジアにおける海外直接投資｣ (研究シリーズ13)
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図表 Ⅰ-3-4 タイにおける自動車組立メーカーの部品調達の方法

全 体 由 内 調 達 輸 入
内 製 品~日系企業 現地企業 日本から-ASE卿から NEIs他から

全 体 456 26 ~75 142 212 1 0100.0 5.7 16.4 31.1 46.5 0.2 0.0

エ ン ジ ン部 品 100 5.0 p8.0 25.0 62.0~ 0.0 0.0

電 装 部 品 87 3.4 27.6 25.3 43.7 0.0 0.0
駆動 .伝導 .操縦 p76 1.3 6.6 15.8 75.0 1.3 0.0

懸 架 .制 動装置 40 -10.0 22.5 .30.0 37｣5 0. 0 0.0

注)アンケー ト調査で､構成比は全品目 (全体)に対する自動車部品の品目構成である｡

出所 :北村かよ子編 ｢ASEAN機械産業の現状と部品調達｣ (経済協力シリーズ163)

ドネシアでもビデオ機器､ステレオ､CDラジカセ､工業用原料製品などの分業が本格

化する傾向にある｡

4.アセアン諸国とわが国の分業関係における意義と課題

わが国企業など先進国からアセアン諸国への活発な直接投資､特に機械系企業の

現地生産拠点の設立の動きは現地の技術水準の向上､雇用基盤の拡大､関連産業の活

性化をっうじて産業構造を高度化させることになる｡ちなみに､92年当時のわが国の

海外子会社が雇用する従業員数は 162万人で､アセアン地域が全従業員数の24.3%の

39万人で､米国 (27.2%)に次ぐ比重を占めている (通産省 ｢第22回わが国企業の海

外事業活動調査｣)｡前述 した串うな最近の電機機械 ･部品や自動車 ･部品産業のア

セアン諸国への活発な進出を反映して､アセアン諸国におけるわが国現地子会社の従

業員のうち電機機械産業が35.8%､輸送機械が17.7%とそれぞれ一位､二位の比重を

占めているが､その波及効果も含めれば現地の雇用創出効果は非常に大きくなるもの

とみられる｡

先進国のアセアン諸国など後発国への直接投資による国際分業の地域的､あるいは

業種的広がりは進出国のみならず､そのホス ト国に前述したような様々な経済的効果

をもたらすが､その反面､多 くの課題があるのも確かである｡ たとえば､アセアン諸
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国でもマレーシア､タイでは首都圏を中心にすでに労働力不足の深刻化や工場集積の

過密化の傾向が強まり､周辺部やその外延地域の投資環境の整備が大きな課題になっ

ている｡

また､前述したように､これまでのアセアン諸国の工業化は労働集約型の ｢組立｣

産業が主体をなし､わが国との分業関係においても工業化の進展が部品輸入の増大を

もたらしてきたが､特に､最終製品の品質 ･性能に直結するようなコア部品はほとん

ど輸入に依存する状況にある｡

先進国やアジアNIES諸国に比べて資本 ･技術 ･経営ノウハウ等の経営資源が絶対的

に不足するアセアン諸国にとってその工業基盤を一層強化するには､今後､海外から

の直接投資を通じた分業構造の高度化が不可欠になる｡このため､アセアン諸国では

前述したインフラ整備に加えて､特にコア部品産業の育成を目的とした資本や人材の

育成､技術導入の活性化に向けた努力が求められよう｡

また､進出側にとっては従来みられたような単にアセアン諸国の低廉な労働力の活

用という視点の依存関係でなく､アジア地域との分業構造の高度化は究極的にはアセ

アン諸国を含めた東アジア地域に新たな市場を創出するわけで､わが国企業などは中

･長期的観点から技術協力､産業協力を促進するような分業関係を構築することが肝

要である｡

アセアン諸国は最近の持続的成長のなかで生活水準も向上 しているが､わが国とア

セアン諸国の国民所得の格差は依然として大きく､最も所得水準の高いシンガポール

でもわが国の1970年前後に相当する (通産省 ｢通商自書｣平成 4年版)､と指摘され

るような影の部分も残されてきたのも確かである｡

そこで､以下ではアセアン諸国やアジアNIESの産業の高度化と経済発展過程におけ

る労働問題に焦点をあてて､これら地域における労働者状態の特徴､現地の労働組合

の労使関係や国際連携活動の状況､さらには今後のわが国労働組合の役割と課題など

を提起するすることにする｡
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第 4章 90年代 の東 ア ジア経 済 の展 望 と課題

80年以降急激な成長を遂げてきた東アジア地域は､90年代も引き続き世界の成長

センターであり続けるものと考えられている｡最近､世界銀行のまとめた今後10年間

(1994年～2003年)の世界各地域の実質経済成率の見通しでも､東アジア地域は年率

7.6%と､世界の他のどこの地域より圧倒的に高い成長をとげるものと予測されてい

る｡

もちろん､この東アジア地域のなかには中国も当然含まれ､そのウェイ トが高まる

ことが折り込まれている｡東アジア地域は､先進国日本､OECD入りをめざす韓国

をはじめとする台湾 ･シンガポールのグループ､■ASEAN諸国､それに中国及びこ

れからテイク･オフしようとする諸国が加わり､引き続き活力を維持する地域となろ

う｡

しかしながら､東アジア諸国がさらに順調な成長を展望するには､上述した ｢東ア

ジアの奇跡｣といわれる ｢開発独裁型｣の政策そのものが逆に限界に転化する可能性

がある｡そのためには､社会政策的な諸施策の拡充が必要となってこよう｡具体的に

は､第 1に健康的で安全な労働環境を保証すること､第 2に公正且つ適正な賃金を確

保すること､第 3に民主的な企業組織をっくりあげ､その前提として自由な労働組合

の結成と労使のコミュニケーションが可能な産業民主制の素地をっくりあげること､

などである｡

東アジア地域は､その工業化過程の必然的な結果として､アメ.リカ及び日本の多国

籍企業の利害関係が錯綜する地域でもある｡そうしたなかで､近年のAPECをめぐ

る関係諸国の利害対立は､より高まりつつある｡東アジアをめぐる利害関係は､次の

二つの対抗軸に整理することができる｡

第一にアメリカ､日本等の先進国間の利害対立である｡最近のアメリカは対束アジ

ア政策の強化をはかりつつあり､とくに対中国政策や東アジア諸国に対してダイレク

トな結びっさを求める方向を明確にしっっある｡すなわち､日本をはずして米中ない

しは米-ASEANなどとの直接的な関係を強化することが､アメリカの対アジア政

策の基本に据えられている｡例えば､次世代すなわち21世紀のグローバルな情報ネ ッ

トワークの基盤となる太平洋海底光ファイバー ･ケーブルの施設をめぐって､アメリ

カはシンガポールと結び､日本はその支線とする構想を打ち上げるなど､米 ･日･ア
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ジアとりわけ中国との関係は複雑且つ激化 しつつある｡

第二に､先進諸国とアジアの諸国との対抗軸である｡WTOの貿易と公正労働基準

をめぐる対立､また ILOの場における社会条項をめぐる対立､さらにはガット･ウ

ルグァイ ･ラウンドの合意に基づく第 3国迂回輸出に対する反ダンピング措置をめぐ

る対立､あるいはインドネシアや中国の労働運動や人権問題にたいする ｢介入｣等々

々､南北対立はアジアの場において新たな展開を見せ始めている｡

こうした東アジアをめぐる力関係の変化のなかで､日本がいかなるスタンスをとり､

アジア ･ネットワークをいかに形成するかが21世紀に向けた日本の最大の課題である｡

日米資本の対抗のなかで､クリントンとマハティール ･李光耀に代表される対立に対

して､保護貿易主義や社会条項､人権など具体的事項について､日本がいかなるスタ

ンスをとり､いかなるボイスを発するか､世界が注目しているところである｡アメリ

カ､日本､欧州の権益と利害が複雑にからみあい､.そして中国の台頭など政治的パワ

ー ･バランスのなかで､アジアと共生するネットワークをいかに形成するか､の観点

から､アジアの一員としての立場からのボイスを発信してゆく必要があろう｡
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第Ⅱ部 東 ア ジア にお ける労働者状態の諸側面

第 1̀章 東 ア ジ ア の 経 済 発 展 と 労 働 者 ~生 活

ト.東アジアの雇用七生活水準一顕著な改善続く

(1)向上著しい生活水準

東アジア諸国め経済成長は､成果として労働者の所得水準の向上をもたらした.;

1991年の一人当た り国民総生産水準では日本の約25千 ドルを筆頭にJNIEs藷国が

概ね10千 ドル前後､ASEAN諸国はマレーシア約 2.5千 ドル､タイ約 1.5千 ドル､

そしてフイリピシJインドネシアが 1千 ドル弱という水準となっている｡これを大ま

かなイメージ把握のため､前掲の世銀報告 (図表 Ⅰ-1一､台)ゐ日本の一人当たり

GNPの推移に現在のアジア諸国の水準を畢ね合わせたグラフに･よってみるとシンガ

ポール､香港は昭和50年頃の､マレーシア､タイなどは昭和30年台の日本の水準に近

いのものと思い浮かべることができる｡

TVの普及率を一つの尺度にしてみると､NlEs､マレーシア､タイで10人に1

台以上の割合で保有していることとなり̀､仮に平均所帯の家族人員数を 5人と見倣す

とはぼすでに半分の家庭に行き渡っているという計熟 字なる (図表耳.-1J-1)0

アジア諸国の経済発展のなかで､'殊に注目すべきは､前掲の世銀レポー トでも特筆

されているように､所得分配の歪みが相対的に小さいことである｡一所得分布の階層別

格差の大きさ (不平等度)と一人当たりGNPの成長率の関係を示した図表Ⅱ÷1-

2のグラフをみると､-低所得層のウェイ トを圧縮しながら且つ高成長を達成するとい

う望ましいパフォーマンスを記 したグループに属しているのは何れも東アジア諸国で

ある｡

世銀の推計によれば､同地域に於ける貧困層の人口比は1970年からこの20年の間に

35%から10%にまで縮小 ･改善されてきており､所得格差について五分位所得階層別

家計所得割合でみると図表Ⅱ-1-3のとおり何れの国でも最低階層の所得割合が増

加し､最高階層の所得割合が低下してきており平等化が促進され てきたことがうかが

える｡これは､他の開発途上地域に比べ際立った特徴であると言えよう｡

この結果､東アジア諸国は､単に ｢世界の工場｣としてだけではなく∴｢消･費市場｣
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図表Ⅱ-1-1 各国の生活関連統計

■国 名. 面 積I(万kma).∴ 人 口-.(万人) 1人 1日当り蛋白質供給量 (.一g) TV普及率(台/千人).. (注1)電話機保有数 (千台).自 '動 車保~有 台 数(台/千人)

日 本 37.8 12,392 42.1 589 (537.7),66,636 466.5

韓 国~ 9.9 4,327 52.1 203 (174.■2)7,539 48.0

台 湾 3.6 2,040 - 226 (-238_..0)4,855 ■(注2)51.3

,香- 港 0.1 ･p570 34.4_ 247 (40■6.1).豆,515 64.1_

-シ ン~ガ ポ ⊥ ル 0.6 276 34.6 3'60 (389_.1)_-1,074 140.~9

イ ン ドネ_シ_ア 192 17,_930 49T9 41, (3.7)669. 13..31

マ レ ｢ シ ア 33 1,176 3工5 -142 (72..0)1,279 111.1

フ ィ リ ピ ン 30 6,287 31.4 37 (13.0)-820 15.2

タ イ 51. 5,692 34.3 103 (13;5).755 39.0.

(出所) ｢アジア太平洋- ン ドブック｣ (アジア社会問題研究所)
｢国際統計要覧1992/93｣ .(総務庁統計局編)

(注) 1.電話機保有数欄の上段括弧内は千人当りの保有台数を示す｡
2.自動車保有台数の台湾は乗用車 (商用車を含まない)を示す｡

としても成長を続けており､バンコクのワール ドトレー ドセンター､クアラルンプー

ル近郊のスパンバ レー下､ジャカルタのヒーロースーパーマーケットなどは､電化製

品 (白モノのみならずVTR､電子レンジ､エアコンなども含めて)等の工業製品の

山と消費者の人波で､連日賑わっている｡もはやこの地域においてはかっての意味で

の ｢貧困の克服｣にはほぼ成功しつつあり､次のステップでの成長に入りつつある｡

(2) アジア経済成長をめぐる評価

東アジア型経済運営モデルが経済成長を推進 し､同時にその経済成長が近代産業社

会への脱皮を確かなものとして貧困の克服に有効に機能 してきたことが世界的な認知

を得るところとなるにつれ､当該各国或いは当該地域の経済成長の要因を分析 し､そ

の鍵を解き明かす試みがなされてきた｡
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第Ⅱ部 東アジアにおける労働者状態の諸側面

図表Ⅱ-1-2 所得の不平等度とGDP成長率､1965-89年

暮人当たりGDP成長率 (o/.)

0 5 fO I5 20 25 30 35 40 45

所得の不平等度

注 :所得の不平等度は,^ 口の200/.を占める貴富裕層の所得 シェアと人nの20%を占める貴賓層の所得シ

ェアの比率に.より求められる.

出所 :世銀データ.
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図表Ⅱ--1-3-① 減 少 す _る 貧 困 層

婁困層の割合 (%) 貧困層(-100万人) 1990全体比 (%)1970 1980 1990 1970 1980 1990

東 南 ア ジ ア 35 23 10 400 300 .p180 100
農 村 部 40 27 12 375 275 160 87
都 市 部 13 9 5 25 25 20 13

中 国 33 28 10 275 220 100 55

イ ン ドネ シ ア ~60 29 15 70 42 27 15
韓 国 23 10 5 7 4 2 1
マ -レ ー ン ア 18 9 2 2 1 .0.4 -

フ ィ リ ピ ン 35 30 21 ..13 14 13 7
タ イ 26 17 16 9.5 8 ~'~9 5

(荏)インドシナには､ベ トナム､ラオス､カンボジア､ ビルマを含む｡

(出所)恥rldBank,"PovertyPeductioninEastAsia:TheSilentRevolution"
Draft,March1993

(文化論的な議論もある｡儒教思想をベースとした勤勉性､倹約精神や仏教的慈愛な

どを指摘する諸仮説が提示されている.しかし､それらはかつてq)封建体制､閉鎖 ･

停滞経済の時代にも共通するものであり､また必ずしも民族 ･歴史 ･宗教等が多岐に

亘る東アジア地域全般にあてはまるものとして公式化されえない｡)

その中から､敢えてこの経済モデルを構成する共通因子と思われるものを図式的に

幾つか探ってみると､①政府による強力な主導体制､②経済発展 ･開発の国家目標化､

③外資の積極的活用､④成長にバランスのとれた賃金上昇 (経済的競争力を維持する

政策的誘導)などが挙げられる｡

そのような政治 ･経済体制を指して ｢開発主義｣と定義し､ ｢同地域では自由･民

主主義が経済開発の犠牲にされており､或いは自由･民主主義が正当な目標の一部に

さえなっ′ておらず､まさに開発独裁と呼ぶべき状況にある｣という批判がある｡この

見方をめぐり､途上国との間で時として新たな南北間での論争の様相も呈することに

もなっている｡

しかし､産業であれ､社会であれ､その基盤とするところが ｢人間｣であり､主体

的な担い手として甲その活力が不可欠であることを勘案すると､ ｢社会的発展｣をな

いがしろにした ｢経済的発展｣は極めて限定された期間ならともかく､決して持続性
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第Ⅱ部 東アジアにおける労働者状態の諸側面

図表Ⅱ-1-3-② 5分位所得階層別家計所得割合

㌔(単位 :%)

.-国 名'- 年 - L第 ,r分位最底所得層 昇2分位 ー 第 3分位 -. ･第 4分位 .̀∴第-5分痘最高所得層 肋p-与.I.二第.1分位

インドネシ~7フィリピンマレ.-シア~韓 国■タ イ甲 本ア メ リカ.1976 6.6 7.8 p12.6 23∴6 -41~9.I-4.- 守.5

-1987 8.8 12.4 16.0 21.5_ 41.3 4.7

1970 5.2 9.0 12.8 19.0 声4.P -10.4
1985 5.5- 917 14.8 22.0 48.0 8.守

1973. 3.5. ･7.7 12i4 20.3 -56..卜 16.0_■

-1987 4.6 9.3 13.9 21.2 51._2 ll.1

1976 5.7 11｣2 15.年■ 22.4 45.3 7.p9~~
19.80. 5.1~ -ll.0 15.9. ー22.6 -45...4- 8..9

1988 7.4 12.3 16.3 21.8 4_2.2 5.7

lL9751~969 -5.-6.7.9 9.613.1 13.916i8 21.1.21.2 49.841._0- 8.95∴2
1979 8.7 13.2 17.5 23.1~- 37.5 三4.3

198_P 5._.3 ll..9 17.9 25.0 39.9 7.5

(出所)WorldBank,"PovertyReductioninEastAsia:TheSilentRevolution"Draft,March1993

図表Ⅱ-1-3-③ 開発途上世界における貧困､1985-2000年

地 坪 貧困ラインより下の人口の割合(%)̀. 箪困者数(10.0万人)1~985 1990 写doo 1985 19如 ?090

途 上 国- .全 体_-.30..5 29.7 24.1 1,0-5 1,133 .1,107
南 ア ジ ~ア 51.8■ 49.0- 36.9 532 562 511

秦 -ア -ジ .ア 13.2 11｣3l 1.4.2 182-L .169 73

サ ハ jp以 帝.のア フ リカ 47.6 47.8 4.9.7 184_ ?16 .304

東 ヨ ー ロ ッ パ 7.1-1 7.1p_ _5.8 .5 _.5- 4

(出所)世界銀行 ｢世界開発報告｣1992

のあるものとはなりえない｡また､その逆の関係 (即ち ｢経済的発展｣の裏付けのな

い ｢社会的進歩｣)もまた永 く保つことは困難なことは自明であろう｡
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現′に東アジア諸国において､経済的な目標が満たされる方向性が確実になるにつれ

て､社会体制も新しい環境の中で政治参加意識の高まりや価値観の多元化などを生じ､

経済開発一辺倒の姿勢を貫くことが次第に困難となり､それまでの後進性を残した政

策の基本概念も問い直さざるを得ないという展開がみられる｡社会進歩に対するイン

パクトは内発的な面からも強くなりつつある｡

(3) 社会的発展エネルギ一

束アジア諸国における ｢経済発展指向｣は､脱植民地の流れの中でナショナリズム

の高揚と相侯って､他の国家目標に優先する国民的課題として選択され推進されてき

た｡それは独立後の農地改革や行政機構の近代化など一定の前提条件の整備に引き続

き､先行する経済的成功の国へのキャッチアップを目指した成長競争に参入する方向

をたどった｡社会経済構造の効率化を促進して世界市場に占める地位をエネルギッシ

ュに向上させることが政権の正統性を確保することでもあり､国民の支持を得るとこ

ろであったからで､ぁる｡

そうした東アジア諸国の発展メカニズムにおいて､重要な役割を果たしてきた基本

条件には､第 Ⅰ部で分析した丁技術輸入や直接投資の受入れにより技術と資本の移転

が進んだこと｣に加えて､ ｢教育 レベルなど人的資本への投資が活発に行われたこ

と｣が特筆される｡即ち､東アジア諸国はその財政支出において､人的インフラ投資

が経済発展にとって効果的であることを先行した国の経験から吸収し､初等 ･中等教

育を軸とする教育水準の向上に､こぞって大きな努力を傾注してきた｡

その結果､現状の東アジア諸国の教育普及レベルは図表Ⅱ-1-4のとおり他の途

上地域に対 して高い水準に達している｡なかでも中等教育までの広範な普及は､ラテ

ン･アメリカなどの他の発展途上地域に対し一線を画する特色をなしている｡ また､

それが東アジア諸国において､産業発展の基盤である良質な労働力を育成し､同時に

民主主義への志向､社会市民層の形成を促進している｡

そして都市勤労者人口の比重増加とも相まって､政府に卑し社会政策､民主化政策

のプライオリティを押し上げる方向に働いている｡これらは､単に資本や技術の移転

をスムーズにしたばかりでなく､雇用情勢にポジティブに作用して所得の不平等化を

阻止して社会的な安定を創出する原動力ともなっているのである｡これが成長の継続

性を支えている要素でもある｡
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第Ⅱ部 東アジアにおける労働者状態の諸側面

ここでは､そうした社会的活力を推進力として作り上げられてきた諸断面のうち､

｢労働市場｣とT賃金 ･労働条件｣の二つの面から現状を確認しておきたい.

図表Ⅱ-1-4 在 学 率 及 び 非 識 ､学 率

国 名 在 学 率 (野)､ .非識字率 (%)
初 .等 教 ~育 中 等 .教 育 高等教育 男 _ 女 計 二

-該 学年 .齢 男 --女 該 当.年 齢 男 女 男 女

日. 本 (歳)6-ll 100 1■PO -(読)12-17 9-6 36.8 24.2 I,0.I 0:1 -P.2

車 甲 6Tll 100 1_OP 12-17 88 95 51.4 25.9 0.9 -6..5 3.7

シンガポール 6.-ll 100 100 12-18 ･68 71 13.3 10.3 6.6 21.4ー13._.9

インドネシナ 7-ノ12 100 97 13-1_8 45 38 - - 15..9 32̀0 ?3.0

タ イ. 6-ll 89 ･8.8__12【∵_17 28■ 16.1 _3..9.1.9.:_1 7.0

(出所) ｢国際統計要覧 1992/93｣ (総務庁統計局編)

｢統計年鑑 1989､90年｣ (UNESCO)
(荏)在学率は､該当年齢層の人口に占める在学者数の割合を示す｡但･rL､高等教育の在学率

は､】20-24歳人口に占める割合である｡

① 労働市場の状況と活力

近年のNIEs各国の失業率は総じて低位安定している (図表Ⅱ-1-5)｡こと

に､1980年代後半に入ってからは､顕著な人手不足状況が続いてあらわれ､持続する

という､高失業に苦しむ他の地域では考えれない現象が拡がっている｡図表Ⅱ-1-

6に示すように各職種とも採用需給バランスは売り手市場で推移している｡

そこで､NIEs各国では､今日では一般的な労働力不足を背景に､高学歴化の進

展 (前掲図表Ⅱ-1-4)も加わって早くも現業離れ､生産労働者の不足という問題

も現れている｡それが近隣のASEAN諸国からの外国人就労者の急増 (多くは非合

法の労働者)を招き､先進諸国同様の社会問題を起こす状況にまでなっている｡

他方､二ASEAN各国においては､労働力需給は自国内の地域間格差により過不足

両様の側面が共存 している状況である｡･
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図表Ⅱ-1-5 失 業 率 の 動 向

国 ■名 失 一葉 ∴率 _ ..(%)
1989 1990- 199 1 1992

日 本 2.3 2..1 2_1 2.2

韓 国 ..■ 2.6- 2.4 2ー3 2.4

台 湾 1.6 1.7 1.5 lT5

香 . き巷 1.1 1ー3 1.8 2ー0

シ ン ガ .ポ † ル -2_2. 1.7 1.9 2ー7

イ ン ド ネ シ ア 2.9 2_5 2._6 2_7

マ レ - シ ア 6-7 5Tl 4.3 3.9

フ ィ リ ピ ン 9,_2 8.4 ■10_6 9_9

(出所 ) ｢海 外 経 済 デ ー タ平 成 5年 12月 ｣ (経 企 庁 調 査 局 編 )
｢平 成 5年 版 ≠毎外 労 働 白書 ｣ (労 働 大 臣官 房 国 際 労 働 課 編 )

事情が存するとともに､外国人労働者問題に関してはもう一段､所得水準の低いイン

ドシナ諸国等からの流入者への対策と共に､自国からの日本 ･NIEsへの流出者の

保護対策を考慮するという､両面の政策課題がある｡

また､インドネシアにおいては､就業時間の短い不完全就労者の比率が '92年で

40.5%と推計され､その殆どは物売り､土木労働等の所謂インフォーマルセクターに

従事する者となっている｡これは程度の差はあるにしても､ASEAN諸国に共通の

問題である｡

② 賃金 ･労働条件面の特徴の検証

アジア諸国の賃金 ･労働条件の向上は､労働組合の組織率がそれほど高くない中で､

経済発展による市場成果の側面が強い｡しかし､第Ⅲ部第 1章にみるように労働組合

が組織されたところでは､団体交渉が発達し､また団体交渉以外の労使協議もかなり

密に行われているところも多い｡このようにゆるかではあるが､これまでの社会運動

の経験をふまえた産業民主主義の理念の広がりに対して､近年のアジア諸国での政府

･公権力による自由な団体交渉への介入､抑圧の動きも懸念されている｡そのあらわ

れ方は国によって違うが､その背景には70年代後半から80年代にかけての石油ショッ

クなどの国際経済不安が何度か起こったこと､それにもかかわらずなお急速な経済発

展を続けたNIES諸国では労働力不足､ASEAN諸国でも農村から都市への急激

な人口移動や都市と農村の格差拡大､社会の激変などがある｡都市では学生や労働者

の民主化要求も強まり､.旧支配勢力の内紛に加えてこのような新たな動きも加わった

政情不安が しばしば生じている｡アジア諸国の政府はそのなかで､不安定要因として
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第Ⅱ部 東アジアにおける労働者状態の諸側面

図表Ⅱ-1-6 各国の労働事情 (需給 ･賃金)

採 用 需 給 貸 一 金 水 準 (月当り)

ワーカー ヽ ■ヽマネ-ソヤ- 技 術 _者 ワ ー カ ー ヽ ～ヽマネ-ソヤ- 技 術 者

台 準 逼迫o_特に建設 逼迫o 轟迫o 製造業平均賃金 は24,609台海 ドル (約 119,500円)○
業､褒造業ム '86年以降賃金上昇率 2桁台が続 くo

香 港 逼迫o 逼迫o 逼迫o 製造業平均賃金 時 5,973香港 ドル (約96,500円)..i87年以降､毎年15%前後の上昇率が続 く.

逼迫○ 合い有 り○ 合い も激 しいo (15bo0円程度) (125000円以上) (420bo円以上)

マ レ ー シ ア 地域によっては 応琴者数は減少 不足o引き抜 き 350Mドル程度 3oOoMドル以上 150~0~Mドル以上

逼迫o 傾向-. 合いも激 しいo (14000円程度) I(1230do円以上) (62000円以上)

イ ン ドネ シア 余裕有 りo 絶対数が不足○引き合いが目立ち始めているo 不足気味o 75000ルピア程度(Aod0円程度) 50万ルピア以上.(25000円以上) 40万ルピア以上_(20000円以上)

(出所) ｢週刊ダイヤモ ン ド'93.12.25号｣ (ダイヤモ ンド社)より｡
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あげられがちな労働攻勢にとりわけ厳しい姿勢をとることに傾きがちであった｡しか

しこのような介入においても､次にみる韓国の事例のように､労働組合の実力が上が

ってきているところは､社会的な交渉相手として明確な位置づけを確立してきたとこ

ろもある｡

韓国においては､歴史的な87年の ｢民主革命｣以来､労働攻勢と人手不足を背景に､

賃金 ･物価のスパイラル的上昇の傾向が~みられはじめた｡これが本格的なホーム ･メ

イ ド･インフレへの懸念が浮上し､インフレ防止 ･産業競争力維持を図るとの政府の

政策から､政府が民間企業に対し賃上げガイ ドラインを提示する土ととなった｡しか

し､それでも実際には企業によっては､別途､手当の増額を行うことにより､ガイ ド

ラLインを上回るベースアップを実施することが可能であり､企業規模 ･業種間で格差

拡大する傾向があった｡そのために91年年末､韓国政府は中央労使代表との協議を通

じて92年の賃金安定対策として ｢総額賃金制｣という考え方を示し､手当部分も含め

七5%以下にするよう従業員 100人以上の全ての企業に要請した｡そして､その中で

も特に主要企業については､ガイ ドラインを守らない場合には①国有財産の新規使用

の不許可､②金融機関からの融資審査の条件強化等の7項目の制裁措置を設ける一方

で､,達成した場合には①税務調査の一定期間の免除､②労使紛争発生時の金融税制支

援を行う事などの優遇措置を提示 し､政府のコントロール下で賃金コス トの安定化

(-競争力の保持)が図られている｡

'93年12月には､ここ数年間問題化してきている製造業生産職を中心とした労働力

不足や労働力需給の産業間不均衡に対応するため､職業安定と職業訓練を包括する雇

用政策基本法と､失業給付や雇用調整支援､雇用構造改善､能力開発事業等について

規定 した雇用保険法を公布した｡施行は､前者が94年 7月､後者は95年 7月の予定で

ある｡

また､最低賃金については､92年秋に約 1か月間 ･7回に及ぶ三者協議を重ねた末､

16.7%の引き上げを主張 した労働側と､凍結を求めた使用者側のはゞ中間にあたる

8.6%アップの時間当たり1005ウォン (従前 925ウォン)と決定､93年 1月から実施

に移され､約23万人の労働者が適用対象となったとされる｡韓国の場合､90年代以降

ゐこの･ような動きは､労働側には不満はあるものの､中央レベルでの双方の協議によ

る明確な手続きをへた協定のかたちをとるようになっている点で､労働側の存在その

ものの影の薄かった時代とは違った大きな前進があるとみることもできる｡
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シンガポールにおいては､92年 6月こ政労使三者構成の全国賃金委員会 (NWC)

が次の4点からなる92年賃上げガイ ドラインを発表 し各企業に要請を行い､これを受

けてシンガポール経営者連盟 (SNEF)及び全国労働組合会議 (NTUC)がそれ

ぞれ当勧告への支持を表明するという形で対応 した｡

･賃上げ率は予測される経済成長率より低めにすべきこと

･基本給の伸びは生産性向上の範囲にとどめ余力のある企業は諸手当の増額で対応す

ること

･各企業は自らの業績に見合った賃上げを行うべきこと

･労使双方で拠出している貯蓄制度の掛金引き下げ分は､賃金増額源資と見なすこと

この勧告は､毎年 7月 1日に長期的な経済見通しに基づいて発表されるもので､強

制力を持つものではないが､労使双方に目安を与える機能を果たしている｡

また､同国では93年 4月､退職年齢を60歳以上とすることを義務づける退職年齢法

が成立した｡

その他のNIEs･ASEAN諸国においては､一般的な賃金ガイ ドラインという

形ではなく､最低賃金に関する政 ･労 ･使三者で協議決定する方式が導入されており､

近年､その影響力を増 しつつある｡しかし､台湾においては最低賃金制度があるもの

の実態水準と帝離が大き過ぎてあまり機能していない｡香港では最低賃金の制度その

ものがないなどの問題がある｡

タイにおいては､軍部独裁色の強い政権が代わったあと､93年 2月､政労使各 5人

の委員で構成される賃金委員会で図表Ⅱ-1-7のとおり各地域 8-9%の最低賃金

の引き上げを決定し､93年 4月から施行された｡タイでは93年 9月､労働社会福祉省

を新設し､かって内務省の内局であった労働担当部局の機能を強化し､労働問題を重

視していくという取り組み姿勢を打ち出した｡
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図表Ⅱ-1-7 タイの最低賃金額 (日額)の推移

(バーツ)

バンコックノン夕プリパ トム夕ニナコンパ トムサムサコ.ンサムトプラカン 7--_ケツト ラノ.ン/けガ チヨンJLリサラフ リ_.そめ他の県 チェンマイ車 ンラチヤシマ そ~の他の,･県p

1987.4. 11989. 1. 14. 11990.4.. 11991.4. 11992.4. 11993.4. 1 73 67 l61 iI 67 61

76 73 69 l63 :l 69 63

78 75 7̀0 l65 ;I 10 65

90 84 79 l; 74I 79 … 14l

lob 93 l; .̀88I 82 88 82

115 董 1'07I 101 94 101 94

(出所) ｢平成 5年版 :海外労働白書｣ (労働大臣官房国際労働課編)

マレーシアにおいては､最低賃金制度は存在せず､勤続 ･経験年数をベースとする

賃金制度に基づき横並び的に運営されてきた｡これに対し､政府の諮問機関である全

国生産性コーポレーションは､マレーシア企業が将来にわたり国際競争力を維持して

いくためには､企業業績等と関連させた賃金制度への改革及び各産業の同意に基づき

基本給水準のガイ ドラインを決定する賃金委員会の設置が必要であると提唱し､その

新たな賃金制度とは ｢自国の経済情勢､企業業績､個人の貢献度に基づく弾力的なも

のでなければならない｣と指摘している｡

フィリピンの最低賃金制度は､三者構成の賃金生産性委員会が､ ｢国家経済開発プ

ログラムの枠組みの範囲内で且つ経済的に実現可能性があり､労働者の健康､能率及

び福祉の確保に必要な最低限の生活水準を維持するための最低額を決定する｣との趣

旨で賃金命令を発布するという方式で実施され､現在は図表Ⅱ-1-8に示す水準と

なっている｡

インドネシアにおいては､パンチャシラという建国五原則とスハル ト大統領の強い

指導力ゐ下､経済開発を大前提としてその枠内で社会労働政策も推進されているのが

実態であり､最低賃金も政府が地域別 ･産業別に定めているが､その水準は政府自身
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図表Ⅱ-1-8 フィ リピンにおける最低賃金 (日額)推移

せ こ ケ 首 都-圏.外農 業 .軍 門プ ラ ンテ ー シ ョ ン 89p.8579.■83 103.08.89.75 .106▲..00...9LOO

ア 二 .ラ 首 都 圏 外農 業 部 ~ 門プ ラ ンテ - シ 畠 ン ･69.426.1｣69-∫ 68.86■5-9.95. 67.6558.07

(出所)図表Ⅱ一･1-7に同じ

が別途公表している必要最低生計費の約 7割程度のものにとどまっている (図表Ⅱ-

1-9)0

図表Ⅱ-1-J91インドネシアにおける主要地域別最低賃金額

(ル ピア)

ジ ._ヤ ~カ ール ダ ･3,000

..西 . ジ ャ ワ -2,.-600
中 部 ジ ャ ワ 2,000

バ グ ム 島 p 5,.550

-.北 ス マ 寸 ラ∴洲 ･.3,100

(出所)図表Ⅱ-1-7に同じ｡

(参考)労働組合の活動状況

アジアにおける労働運動は旧宗主国の影響も受け相当に長い伝統を有している

ところも多いが､その分析並びに国際的な位置づけ ･評価等は次章に譲ることと
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して､ここでは各国における現況のみ概観 してお_きたい｡ (尚､アジア太平洋地

域労組の Ⅰ_CFTV加盟状況は図表Ⅱ-1-10を参照)

韓国では91年末現在､韓国労働組合総連盟 (FKTU)の下に21産別7637単位

労組が加盟 しており､組合員数は約 180万人で組織率は19.8%となっている｡

同国の労働争議の発生件数は1987年にその前年までに比べ爆発的に増加 したが

次第に沈静化 しつつある｡その背景としては､政府による取り締まり強化､労使

交渉技術の向上と実利追求姿勢の定着､急進的民主勢力である全国労働組合会議

(KTUC)の組合法上の適格性否認と弱体化等がある｡ (図表Ⅱ-1-ll)

香港では､左派系の香港労働組合同盟 (FTU)に84組合約18万人､右派系の

香港九竜労働組合会議 (HKTUC)に69組合約 3万人､独立労組系の独立香港

労組会議 (HCTU)に24組合約 7万人が結集 しているが､この他に何れのナシ

ョナルセンターにも属さない組合員が公共部門 ･教員を中心に 292組合約20万人

おり､91年末現在の組合組織の状況は 469組合48万人に上っている｡

シンガポールでは､91年末現在の組合組織状況は83組合21.7万人で組織率は

1･6.4%となってお_り､その圧倒的過半は72組合21.4万人で構成される全国労働組

合会議 (NTUC)に組織されている｡尚､同国では､87年以降ス トライキが発

生 していない｡

タイでは､政府､使用者の抑圧､労組否認の動きを背景に92年現在の組織状況

は 749組合約19万人で組織率 1･9%にとどまって いる｡しかもその殆どが首都圏

の都市部に限られており､地方では組合の存在 しない地域が大半を占める｡また

ナショナルセンターに相当する協議体は､タイ労働会議 (LCT)､全国タイ労

働会議(NCTL)､全国自由労組会議 (NFLO)､タイ労働組合会議(TTUC)､

タイ産業労働委員会 (TCIL)及び全国労働会議 (NLC)と6団体も結成さ

れ細分化 している｡但 し一部では､タイ労働会議とタイ労働組合会議の合併など

の団結を目指す動きも見られる｡

尚､日系企業においては全業種の17%､製造業の31%で労組が結成されている｡

このように相対的には日系企業は労組活動に理解をもっともいえるが､結成さ

れた労組が初期労働組合運動の特徴としての戦闘性をもつところもででいる｡
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図表Ⅱ-T1-10 IJ.CFTUア･?'ァ太平洋地域組織

1992年 6月30日現在加盟組織および組織人員

国 名 組 織 名 組 織 人 員

1.オース トラリア

2.バングラデシュ

3.台 湾

4.クック諸島

5.フィジー

6.仏領ポリネシナ

7.香 港

8.イ ン ド

9.インドネシア

10.イスラエル

ll. 日 本

12.キリバス .

13.韓 国

14.レバノン

15.マレーシア

16.ニューカレドニア

17.ニュージーランド

18.パキスタン

19.パプア ヤニューギニア

20.フィリピン

21. シンガポール

22.スリ･ランカ

23.タ イ

24. ト ン ガ

25.｢ト ル コ

26.西サモア

1.オース トラリア労働組合評琴会 (ACTU)

2.バ ングラデシュ労働組合連盟 (BJSL)

3.ジャティヤ ･スラミク ･パこティ (JSP)

4.バ ングラデシュ自由労働組合会議 (BFTUC)

5.バ ングラデシュ･ジャティヤタバディ ･スラミク･ダル (BJSD)

6.中華民国全国総工会 (CFL)

7.クック諸島公務員連盟 (CIPSA)

8.フィジー労働組合会議 (FTUC)

9.ア ･ティア ･イ ･ムア

10.香港 ･九龍労働組合評議会 (HKTUC)

ll.インド労働者連盟 (HMS)

12.インド全国労働組合会議 (iNTUC)

13.自由回教労働全貌 (耳BIM)

14.インドネシア回教労組連盟 (GASBIINDO)

15.スジャリカット回教労働組合運動 (GOBSI)

16.インドネシア回教徒労組連盟 (SARBUMUSI)

17.イスラエル労働総同盟 (H ISTADRUT)

18 日本労働組合総連合会 (JTUC-RENGO)

19.キ リバズ労働組合会議 (KTUC)

20.韓国労働組合総連盟 (FKTU)

21. レバノン石油労働組合連盟 (PETROLEUM)

22.マレーシア労働組合会議 (MTUC)

臼.ニューカレドニア労働者従業員組合 (USOENC)

24.ニュージーランド労働組合評議会 (NZCTU)

25.パキスタン全国労働組合連盟 (PN-FTU)

26.全パキスタン労働総同盟 (APFOL)

27.全パキスタン労働組合連盟 (APFTU)

28.パプア ･ニューギニア労働組合会議 (PNGTUC)

29.フィリピン労働組合会議 (TUCP)

30.シンガポール労働組合会議 (NTUC)I

31.セイロン労働者会議 (CWC)-

32.タイ労働会議 (LCT)

33.タイ労働組合会議 (TTUC)

34.友好諸島教員連盟/ トンガ看護婦連盟 (FITA/TNA)

35. トルコ労働組合連盟 (TURK- IS)

36.西サモア公務貞労働組合 (WAPSA)

1,800,000

550,000

295,781

105,00̀0

122,000

1,000,000

1,200

42,000二

5,000

84,224

4,356,034

5,435,705

130,000

150,000

50.1031

100,000

800,000

8,000,000

2,600

1,666,255

1,700

300,000

3,584

170,000

235,000

265,000

591,021

70,000

600,000

150,000

185,000

90,000

123,150

450

800,000

2,184

総計 28,282,991人

(注) ICFTU第 103回執行委員会 (1992年12旦 9日～11日､ブリュッセル)において以下の 2組織の.ICFTU加盟が承

認 された｡

香 港 :香港労働組合評議会 (HXCTU) 組織人員､105,000人

トルコ :トルコ進歩労働組合連合 (DISK)組織人員 30,000人
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図表Ⅱ-1-11 労 働 争 議 の 状 況

国 名 J 大 ト 件.数 (件) 参 加 人 員 (千人) 損 失 日 数 (千日)∫
198-5 19g9 1985 1989 1985 198.9

日 本 627 362 p123.4 85.8 264.1 219.1.-

韓 国 265 1,91L6 28ト7 4d9..1 64.3 6,351.4,

香 港 3 7 0.4 -4.1 1.2 3.3

台 海 - - - - - -

シンガ ポール 0 0 - - - -

マ レ ー シ ア 25 17 9.0 4.8 36.0 24.9.

(出所) ｢労働統計年鑑 1991年｣ (ILO)

92年 6月中旬から8月にかけて､日系企業が多く進出しているバンコク郊外の

ナワナコン工業団地で労使紛争が続発し､日系の電機部品メーカーや自動車部品

メーカーなど10数社に広がった｡その経過は､多くの場合､ 5月までに終了した

ベア協議 (約17-18%で妥結済)と別枠で生活手当の増額等を求めるもので､労

使関係法で定められた要求提出手順とは違ってまずス トライキに突入した後に要

求内容を明らかにし､労働局の調停を要請するという方法がとられた?しかも､

地区の労働局の調停内容は､概ね労働者の要求内容と企業側の回答内容の中間的

なもので､労働側としては､要求すれば少なくともその半分は取れるということ

で士気があがったが､企業サイ ドからは批判が集中した｡

マレーシアの労働組合の組織状況は､89年現在､ 392組合 ･61.7万人となって

おり､組織率は 8.8%と推定される｡同国の労働組合は､基本的に産業別 ･職種

別に結成されるものとされており､企業別組織を認めていなかった｡ところが､

政府の優良輸出産業での労働組合組織化を忌避する傾向､やこの産業の多くが外

資系であり足並みが揃いにくい等から､本来の産業別労働組合を無視したかたち
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で企業別労組が公認される動きとなった｡そして､これと同時に現地労働組合の

組合活動家に対する不当解雇が強行され､89年国際金属労連 (iMF)は同国労

組と連携して ILO結社の自由委員会に申立てを行った｡

フィリピンにおいては､戦後以来の伝統を持つフ ィリピン労働組合会議

.(TUCP)と､五月一日運動 (KMU)が 2大組織として括抗しており､合計

で5236組合 311万人を擁 してしているとされる｡1992年 5月､フィリピン労働組

合会議とフィリピン使用者連盟は､朝食会の席上でアキノ大統領立会いの下で

｢正義と平和に基づいた進歩のための社会契約｣という覚書を交わし､①団体交

渉にる公正な成果配分､②政府の社会経済政策への労使の意見反映､③職場レベ

ルの労使協議による生産性向上と安全衛生確保への努力､④争議の自主的 ･平和

的解決努力義務と交渉決裂時の仲裁受入れの4点の確認を行った｡

インドネシアでは､従来から全インドネシア労働組合 (SPS.Ⅰ.)が唯一合法

的な組織であったが､90年11月には労組 ｢団結｣ (SBM-SK)が､92年 4月

にはインドネシア労働福祉連盟 (SBSI)が設立された｡しかし､後二者につ

いては政府は否認を続け､かえって民主化運動を目指す知識人グループや欧米諸

国の強い反発を招いている｡このような動きもインドネシア経済の発展に伴う社

会発展を示すものであり､最近になって各所でス トライキ発生のニュースが伝え

られるようになった｡その内容の大半は最低賃金を下回る給与水準への抗議や賃

金不払い問題､長時間労働や不当な女子労働や待遇改善を求めるもq)で､海外経

験の比較的浅い韓国企業やプリブミ企業 .(純 ･民族系企業)のなかに多く､また

大規模な工業団地内の事業所に集中する傾向が見られる｡労働者の運動も､全国

組織による運動というより､企業内苦情処理的な_､日雀的なものが殆どである｡

インドネシアにおける労働組合運動のひろがりが期待される｡

2.労働者の地位向上に向けた課題

(1)発展過程にある政治 ･社会的側面

アジア諸国は､戦後､被植民地からの脱却を契機に民族主義の高揚のなかでいきな

り新たな国家体制の建設を求められた｡経済社会の発展の段階からみても､西欧諸国
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の 100年をこえるような民主主義の熟成過程をへなかっただけに､ただちに先進諸国

型の政治 ･社会体制に飛躍することは困難であうた｡ しかし､これまでにみたように

経済発展が顕著にすすむなかで､新たな社会政治体制の革新の動きも広がっ.ている｡

その間のアジア諸国の国家目標として､先進諸国の豊かな消費社会へのキャッチア

ップを目指 し経済開発 ･発展を最優先課題に掲げることが､当該国にとり最も現実性

のある選択肢であったし､国民の支持 ･納得を得やすい政策であったと言えよう｡

その一方で経済的発展の後を追うように､次第に高い政治意識 ･市民意識をもつ中

間層の増加や政財界のリーダー層の世代交代の進行に合わせて､政治 ･社会体制の改

革に向けた努力も試行錯誤を重ねつつ展開されてきている｡

かってミュルダールが指摘した低開発､すなわち ｢経済的な低開発性と社会の停滞

性｣という悪循環は次第にアジア諸国で断ち切る硫れが強まっているといっていいだ

ろう｡

東アジア諸国においては､他地域に比べ教育水準の向上､社会インフラ整備などこ

れまで政府の役割が大きく､それが経済成長を推進する原動力の機能を果たしてきた

ことは否定 しえない事実である｡-それにしても､そうした経済的成功が政治 ･社会シ

ステムの民主化を求める新たな動きを生み､強権的な政府の権威を揺るがし社会体制

に改革の動きがより強くなりはじめていることも看過 しえない重要な点である｡

韓国ではもはや軍事政権が受け入れられなくなり民主政体が定着 ･発展しつつある｡

他のNIIEs諸国でも野党 ･在野勢力の発言力が増大 してきている｡また､̀タイやフ

ィリピンでは幾度かの軍事クーデターや学生革命をくぐり社会的改革への挑戦が繰り

返され貯余曲折を経ながらも民主化の道を歩んできた｡経済面では既に離陸した東ア

ジアの課題として社会 ･政治的側面の質的向上の問題が国内外からクローズアップさ

れている｡

現状では未だその両次元の発展段階を示す各種指標 ･現象の問にはギャップが大き

いことは事実だが､今後の方向としては正の相関関係が強め られていくものと期待さ

れる｡

70



第Ⅱ部 東アジアにおける労働者状態の諸側面

図表Ⅱ-1-12 労働災害の状況
(1) 韓 国

雇用者数 琴 災 者 数 ー損失日数i (辛 目) 災 凄 率(度数率)計 死 亡 負傷等

7,542,752 132,,893 2,236. 130,657 43,5.88 6..70

1.991* 7,922,702. 128,169 2,299 -125,870 146,245. 6.35.

(2) シンガポール

労働災害 労働損失 日数 災 害 率
発生件数 (度数率)

1990年 ･件 日/百万H %4,889 365 4.0

(3) タ イ

合 計 死亡災害 永久労働不 能 永久一部労働不能 一 時 労 働 本 能休業 4日以上 休業 4日未満

1990年 件 件 .件 件 件 件79,787 634 32 1,504 3~0,338 47,279

(4) フィリピン

労働損失 日数

(5)香 港

労働損失 日数

(出所) ｢平成 5年版海外労働白書｣ (労働大臣官房国際労働課編)

｢アジア太平洋ハ ンドブック｣ (アジア社会問題研究所編)

(2)近年問題となった幾つかのケース

しかし､アジアの労働社会の現状には､以下にふれるような末だ厳しい現実がある

ことも直祝さなければならない｡東アジア諸国が､最近､国際社会から指弾.された具

体的事例を2､ 3振り返って､今後の発展に向けた課題を検討する糧としそおきたい0

〟



〔ケースⅠ〕

1991年クーデターにより成立したタイ新政権は､公営企業労働組合の解散を命 じる

法律を施行 し､これに反対するタイ労働組合会議のタノン議長が ICFTUの執行委

員会に出席するためにジュネーブに出発する直前になって消息不明になってしまった

事件に対して､ ICFTUが ILO結社の月由委員会にタイ政府を提訴をした｡

このとき､日本の連合､国際労働財団が ICFTUと組んでタイでセミナーを開催

をしようとしたところ､タイ政府からの指令で中止させられるという事態が生じた｡1)

〔ケースⅡ〕

1993年 7月､マレーシアで開鹿された国際繊維被服皮革労組同盟のアジア ･太平洋

地域組織 (TWARO)の組合活動家会議にゲス ト参加 したAFL-CIO系の役員

は､ ｢アジアでは労働運動の規制により賃金が抑制され､欧米に失業を輸出している｡

我々は団結して労働基本権や安全衛生基準など最低限の基準を満たさない国からの製

品輸入を制限する社会条項を要求すべきだ｣と訴え】､ASEAN各国労組もこれを評

価する報告書を取りまとめた｡

これに対 し､マハティール首相を始めASEAN各国政府は ｢社会条項云々は､途

上国の発展を妨げるための外国労組の偽計であり､偽りの同情を示しているに過ぎな

い｣~として反発しているという｡ 2)

〔ケースⅢ〕

1993年 5月､インドネシアの東ジャワで腕時計工場の女子工員マルシア声んの遠藤

が発見された｡彼女は､その 5日前に最低賃金の 7割しかない賃金水準を最低賃金レ

ベルまで引き上げることを求めス トライキに突入した工場に勤務しており､翌日､軍

当局が介入 して会社が要求を認め解決した日の夜から行方不明になっていた｡

警察当局は ｢会社による謀殺｣.と発表したが､その後の人権団体等の調べで､行方

不明の直前に彼女が追いかけていたのは､ス ト終結のその日の内に13人の組合指導者

に辞職を命 じた治安関連の真相 ･黒幕の存在があることが浮上してきた｡そして､事

件は6月にウィーンで開催された世界人権委員会において､軍当局の関与を示唆する

根拠も含めて報告された｡米国,は労働条件に対する疑念がある七 してインドネシア製

品への関税優遇措置廃止を検討･していく上で､本件の処理を重要な判断材料として注

冴
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目していると表明した｡､3)

〔ケースⅣ〕

韓国の現代自動車労組と現代精工労組は､1993年 4月の労使交渉で16.8%の賃上げ

要求､週40時間制垂入､解雇組合員の復職などの要求を掲げて団交を重ねた末､6月

に時限ストライキに突入した｡現代自動車は7月下旬に至って賃上げ 4.7%､その他

一時金を得て妥結したが､現代療工労組のストは交渉相手が防衛産業に属することか

ら警察機動隊の出動するところとなった｡この紛争では､韓国労働組合会議(KTUC)

委員長に対し､労組法にいう第三者介入のかどで賞金付きの逮捕令状が出されて､労

組の国際連帯行動まで呼び起こした｡ ICFTUや よび同APRO､ ITSは､

ILOとも連携して､ソウルで同国労働組合運動との協力のもと､セミナーや国際会

議を開催し､労組法の見直し､改正勧告を打ち出して同国政府への働きかけを強めて

いる｡ iLO結社の自由委員会は10月､中間的な勧告をまとめ問題とされる一企業一

組合の規定をはじめ､第三者介入の禁止､労組の政治活動禁止などの条項撤廃を中心

に9項目の勧告を再度提起した.また､労組加入を理由に失業した 1,500人にのぼろ

教員の復職を提言した｡先進国に限りなく近づいたとされる韓国政府の労組権に対す

る姿勢が国際社会で注目された｡ 4)

(3) 社会の総合的質的発展に向けて

世界貿易機構 (WTO)設立にむけた協定内容を巡る一連の動きにみられるように､

基本的人権､民主主義などの基本的価値観を巡る問題は､環境問題等とも相侯って一

面では新たな南北問題化しそうな深刻な懸念もある｡

､確かに､東アジア型の発展モデルは､その歴史的背景 ･経済的環境などの相違によ

り ｢西欧型近代化｣と同じ経路を歩んできたわけではなく､先ず経済成長を国家目標

に掲げて最優先課題であった貧困の克服に集中してきた｡しかし､アジア諸国も従寒

路線の延長線上をその事ま進んではいない｡国民所得の向上による価値観の多様化 ｣

高度化などに基づく内なる要求の高まりと､国際経済八の由わり･一東互依存関係の進

展の両面からかってのようないき方は困難になりつつあり.､平和､月ー由､民主､弱者

救済と言った普遍的な価値観を実現していく方向にそった改革が強く∴求めら【れる局面

に立たされている｡これまで西欧型とアジア型の出自の違いが､近代化への経路と手

符



図表Ⅱ-1-13 1LO条約の批准状況 (1992年12月末現在)

*印はICFTU-APROが批准を要請する基本条約

桑 約 批 准 姦 40 3 - (68) 21 10 23 23 ll

第29号* (強制労働の廃止に努める措置) ○ × (○) ○ ○ ○ × ○

第9.8号* (団結権及び団体交渉p,∵権の原則) O_ i (○) ○ ○ ○ ○ ×

第 105号* (強制労働の廃止に関する条約) × × (○) ○ × ○ ○ d

第 111号* (雇用 .~職業上の差別待遇の廃止) × × (×) ×. × i ○■ ×

(注) 香港については､英国によって批准された条約を示す｡

(出所) ｢ListsofRatificationsbyConventionandbycountry｣ (ILO 1993)

〟
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法の違いを生んできたとは言え､目守旨すべき方向性まで全 く異質のもので相容れない

とするような見方は否定さるべきである｡むしろ､互いに公正な競争と協調によって､

人類の更なる進化 ･発展を築いていくべきパー トナーとして認め合い､一層の対話と

改善努力を図っていくことが要請されることとなろう｡

｢人間｣の尊厳さに根ざした価値である 『人権』保障の質を高めていくということ

は､歴的背景 ･民族的特性により各国の置かれた状況を踏まえると差が生じがちであ

り､またこれからも開発権や環境権といった新たな広がりがみられよう｡けれどもそ

れでも共通の認識 ･姿勢として､ 『人権』を人類の生存を前提とした基礎的且つ普遍

的な課題と受け止めるべきではないか｡

それは労働問題に関して言えば､所謂 ｢国際労働基準｣と総称されるILO条約 ･

勧告の定める約 350の条項に出来るだけ多 く沿いうるような労働環境の創出がメルク

マールとなろう｡ (図表Ⅱ-1-13)

そして､それぞれの国でより多 くの条項に適合 し批准しうる労働環境の実現に努め

ることは､国際社会の一員として国政を与る為政者にとって当然の責務であるととも

に､労働組合としても､主体的に社会的意識形成をリー ドし公正な社会の実現に向け

た主張を展開していくべき立場にあるものとして､その重要な使命の一つであり､社

会を構成する当事者として重大な責任の一端を担っているとも言えよう｡

(荏)

1) ｢世界の労働｣第43巻 第11号 1993/ll

2)'93.8.31付 朝日新聞

3)'93.12.29付 朝日新聞

4)1994年版 ｢労使関係白書｣､日本生産性本部

2:5



第 2章 . 労働者状 態 をめ ぐる国際 的評価 と今後 の課題

*イア ジ アの経 済 成 長 に は労 働 組 合 をパ ー トナ ー とす る も う一 つ の道 が あ る｣

(ICFTU-APRO書記長 和泉 孝)

本章では､前章を受けて､アジアの労働者状態をめぐる国際的評価について検討す

る｡われわれは､アジアにおける産業民主主義の将来について検討を進めているが､

それが国際的な説得力を持ちうるためには､アジアの労働力状態について､アジア自

身や世界がどう捉えているかについての理解が必要である｡日本における論議は､ア

ジアにおいて ｢突出｣した経済的成功と労働運動の特質の故に､-ともすれば自己中心

の判断に陥りがちである｡ここで､視点をアジアや世界に移してみることとしよう｡

アジアの労働者状態についての国際的評価を検討する前段に､労働組合活動を中心

に､労使団体の歩みと現状を概観する｡産業民主主義を担う主体は､いうまでもなく

労使団体であり､アジアにおけるその自立的な活動の強化が期待できなければ､われ

われの検討も空論に帰すからである｡また､労働組合活動の歩みを見ることにより､

本報告が主として検討対象としている1980年代アジアの労働者状態の課題につ/いて､

歴史的な位置づけも示されるであろう｡

Ⅰ. ア ジアにお け る産 業民主主義の主体

一労使 団体 の歩み と動 向

ここでは､労働組合を中心に､アジアの労使団体のこれまでの歩みと動向を概観す

る｡

基本的な問題意識はつぎの2つである｡ 1つは､労働運動に対する制約の問題であ

る｡東一東南アジアでは､経済の成長とはうらはらに多 くの国で労働組合の活動に対

する制約が続いている｡今後の動向次第では､この地域においては､産業民主主義な

き経済成長が一般化しかねない｡その場合､近い将来､アジア東北部､中国からベ ト

ナムを含む東アジア全体へと波及し､ひいては､世界における産業民主主義の普遍性

を左右する可能性すらある｡そのような事態を如何にして避けるべきか｡
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もう1つは､労働運動の継続性とパワーの評価についてである｡東一東南アジアで

は､第 2次世界大戦以前から労働運動が継続し､･今日では､制約を受けているとはい

え､共産圏を除く多くの国に自立的な労働運動体が形成されている｡その意味で､ア

ジアは欧米につぐ労働組合の活動地域であり､産業民主主革の形成に向けての基礎的

な条件があると考えられる｡その条件を生かし､-産業民主主義を確立する道は何か｡

なお､以上の問題意識は､国連が1995年に開催を予定する ｢社会開発サミット｣に

向けて､実際的にも現代世界の重要課題であることに留意する必要がある｡この ｢サ

ミット｣は､冷戦がはば終了するとともに､経済の著しい ｢世界化｣-が進む世界にお

いて､社会権の確立が国際的な緊急課題であるとの認識に基づくものであり､今後の

社会開発活動の基調をなすものである｡

1.アジアにおける労働組合の発展

(1)第2次世界大戦以前の状況

アジアの労働組合は､19世紀末､各国の工業化の進展とともに胎動を初め､20世紀

初めには､インドのKHS(1909年)､日本の友愛会 (1912年)などの全国的な労働

組織が作られた｡1919年の ILO創設は各国の労働団体を刺激し､ナショナルセンタ

ーの形成が進められ､大日本労働組合総同盟 (総同盟 ･1919年)､全インド労働組合

会議 (AITUC･1920年)､中華民国全国総工会 (CFL･1925年)などが発足し

た｡日本､インド､中国のなどの労働組合はILOを舞台に連絡をとり合い､アジア

における労働組合の連帯がはじめられることとなる｡同じ頃､インドネシア労働運動

統一機構 (1919年)､朝鮮労働共済会 (1920年)､シャム友愛会 (タイ ･1921年)な

どの組織も作られている｡

この時期､労働組合は､ ILOの三者構成原則や欧米先進国型の労働組合活動を各

国に導入するために懸命の努力を続けた｡各国で労働者の組織化や争議の指導などが

進められた｡また､労働組合は､産業民主主義の基盤をなす制度の整備を要求し､労

働条件に関しては､1916年に日本で今日の労働基準法の前身にあたる ｢工場法｣が､

労働組合権に関してはヽ1926年にインドで ｢労働組合法｣が制定された｡1936年には

フィリピンで ｢労使関係裁判所｣がスター ト､1940年には今日のシンガポール､マレ

⊥シアを含む英領マレーに ｢労働組合法｣が施行されている｡
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(2) 戦後の高揚期

第 2次世界大戦後､アジアの労働組合は､植民地からの解放と民主主義の強化のな

かで､組織の結成と拡大が進み､労働運動の高揚期を迎える｡

･各国でナショナルセンターの形成が相次ぎ､大韓労総 (韓国 ･1947年)､タイ国民

労働組合会議 (1948年)､マレーシア労働組合会議 (MTUC･1950年)､フィリピ

ン労働組合会議 (PTUC･1954年)､シンガポール労働組合連合 (1959年)などが

生まれた｡

アジアにおける労働組合の国際連帯の機運も強まり､1951年には､国際自由労連ア

ジア地域組織 (ARO)が結成される｡各国の労働組合は､国際自由労連や国際産業

別組織の国際的支援も受けながら､体制の強化や組織の拡大を進めた｡各国の法制度

の整備も進められ､ ｢労働組合法｣が､日本 (1945年)､韓国 (1953年)､フィリピ

ン (産業和平法 ･1953年)､タイ (労働法典 ･1957年)などで制定された｡

この時期は､同時に､東西冷戦の進行に伴い､労働運動内部の路線対立も激しさを

増した｡コミュニズムを理念とする組織が､産業民主主義とは異質の活動を展開した

が､′その影響は欧米に比べはるかに深刻であり､多くの組織が､自由と民主主義に立

脚する運動を拡大するために､多くのエネルギーを費やすこととなった｡

(3ト 1960-70年代の活動と規制

1960年代から70年代にかけて､アジア諸国では国家体制の整備が進められる｡その

中で､労働組合の組織活動もおおむね拡大し､国の諸活動への参加も一定甲前進をみ

るが､同時に､国家による規制の動きも強められていく｡

国による規制は､まず､労働組合の政治的影響力に向けられた｡ ｢国家の政治的安

定｣を理由とするもので､典型的なケースは､マレーシアの労働組合令 (1965年)､

タイの労働法典廃止 (1958年)などである｡

1960年代は､.同時に､アジア各国が経済計画の策定と実行に踏み出した時期であっ

た｡例えば､ ｢第 1次 5か年計画｣は､韓国とタイでは1961年より､インドネシアで

は1969年よりスター トしている｡ー各国政府は､経済計画の策定と資金の導入に向けて､

世界銀行などめ指導と支援を受けるのだが､その後の施策においては､労働団体を社

会開発のパー トナーとして扱うことは少なく､規制を主とする対応に向かうこととな
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る｡マレーシアの ｢労使関係法｣ (1967年)､韓国の ｢国家保衛特別措置法｣ (1971

年)､フィリピンの ｢新労働法典｣ (1974年)､タイの ｢労使関係法｣ (1975年)な

どが､そのような時期にあいっいで制定された｡

なお､今日の視点から言及すれば､この時期こそ､アジアにおける ｢労組をパー ト

ナーとするもう一つの成長の道｣Jの基礎を築くべき時代であった｡さらに､あえて問

題提起をすれば､当時の日本の労組が結集してその方向を支援していたならば､･一定

の成果が期待できた可能性もある｡現実には､.この課題は､ ｢抑圧の80年代｣を経て

今日に持ち越されている｡

(4)80年代の低迷と抑圧

1974年のオイルショック､1986年の ｢プラザ合意｣などにより11980年代のアジア

諸国は､独立期以来の経済的試練を迎えた｡NJESやASEA･N諸国の政府は外資

導入による輸出産業の育成と競争力の確保をはかり､いわゆる ｢構造調整政策｣を強

化する｡そのなかで､本来は最大のパー トナーであるべき労働組合に対 して､60-70

年代に用意した法規制や新たな措置に基づく強い抑圧を加えることとなった｡この時

期に､いくつかのアジア諸国は ｢高度成長｣を実現することとなるのだが､労働運動

は､かつてない低迷と抑圧を経験し､また､その状態を持続している国や地域も少な

くない｡

次項で検討する ｢アジアの労働者状態に対する_国際的評価｣は､主としてこの時代

を対象としている｡世界銀行などが､社会労働面に十分に配慮することなく成長政策

を指導したことにに対して､アジアや世界の労働組合から強い批判が寄せられている

ことは後に詳しく述べる通りである｡

なお､この時期は､日本経済の ｢高度成長｣に伴いわが国労組のアジア視察が大幅

に増加し､いわば ｢大規模交流時代｣の始まりであった｡視察と交流を主なねらいと

するチームの度重なる来訪に対して､厳しい状況に置かれたアジア労組のベテラン活

動家は奇異の念を持つこともあったと聞くが､日本の労組が ｢アジアと日本｣を真剣

に考える道筋をっくる過程でもあった｡

(5).90年代一社会権の新たな確立に向けて

1990年代を迎え､アジアでは社会権の確立に向けて新しい動きが現れた｡rNiES
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諸国では､労働組合は活性化の方向である｡韓国では､1987年の民主化宣言以降､労

働運動や産業民主主義に重要な前進が見られており､今後の進展が期待される｡また､

台湾や香港においても､労働組合活動は活発化している-0

日本では､1989年末､ 800万人の組織人員を擁する ｢連合｣が形成された｡アジア

労働運動史上最大の組織であり (共産圏を除く)､アジアの労働運動を理解 し､国際

的な運動の課題を踏まえた活動を展開するならば､この地域の労働運動と産業民主主

義の前進に大きく貢献しうる可能性を秘めている｡

しかし､ASEANや他のアジア諸国では､1980年代の停滞が続いているところも

少なくない｡また､共産圏諸国の労働基本権の状況については､引き続き､国際的な

非難が寄せられている｡

1990年代において､特筆すべきことは､地域組織であるICFTU-APROが

1994年 8月に労働組合としての ｢社会憲章｣を採択した (予定 ･後掲)ことである｡

また､前述のように､1995年には､国連が ｢社会開発サミット｣を開催するが､アジ

アにおいても､貧困の改善､労働基本権の確立を含む行動計画をまとめる予定である｡

1920年代に､ ILOの設立に強く刺激されて本格的なスター トを切ったアジアの労働

運動は､ ｢ILO創設75周年｣ (1994年)を経て､社会権の確立に向けて新たなステ

ップに入るべき時を迎えていると思われる｡

アジアの労働運動の概観は以上の通りであり､今日､各国の組織は､80年代の低迷

と抑圧からの脱出をめざして苦闘を続けている｡ いくつかの前進はみられるものの､

大きな懸念材料も少なくない｡わが国の労働組合に求められるものは､アジアの歩み

と現状について国際的な視点を踏まえた的確な理解であり､それを通じてこの地域に

産業民主主義を定着させるための具体的かつ誠実な支援活動を展開することであろう｡

2.アジアにおける使用者団体の動向

現在のところ､アジアにおける使用者団体は､各国の団体がそれぞれの立場で活動

を進めており､アジア全体をカバーする使用者団体は作られていない｡後述のように､

世界的には､ 108か国､ 110使用者団体をカバーする国際使用者連盟 (IOE)が活

動をしており､アジアから22団体 (22か国)が加盟している｡アジア地域における常
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設の使用者団体の創設が望まれるところである｡日経連など日本の使用者団体は､そ

の実現に向けて積極的な対応をはかるべきである｡なお､後述するように､アジアで

は､近年 ｢使用者サミット｣が開催され､使用者間の意見交換の場となっている｡

Ⅱ.ア ジアの労働者状態をめ ぐる国際的評価

ここでは､アジアの労働者状態に関して､主として80年代の状況に関する国際的な

評価を検討する｡とくに､つぎの2つに焦点をあてる｡ 1つは､80年代の経済成長が

アジアの労働者状態に何をもたらしたかであり､もう1つは､労働者状態の改善を進

めるための今後の課題は何かということである｡

_第 Ⅰ部で検討したように､近年の東アジアの経済成長にはめざましいものがある｡

･しかしながら､前項にも述べたように､社会運動や労働運動に携わる人々からは､労

使団体を社会的パートナーとする産業民主主義の発展が抑圧されていること､そのた

め､現実の労働者状態が経済成長に見合う改善を示していないことなどが強く指摘さ

れている｡経済成長を社会労働面の開発に結びつけるために､克服すべき課題は何か､

可能性を現実のもとするために何が必要か-これが､今日における主要な国際的関心

である｡

1.国際的評価-アジアの視点から

アジアの労働力状態については､国際機関や国際組織により､さまざまな見解が示

されている｡国際的な評価を概観すれば､最貧層の改善については各方面の見解がほ

ぼ一致し､雇用と労働条件につい七は評価や見解が分かれ､また､基本的権利につい

ては厳しい見方が大勢というところであろう｡

注意すべき点は､わが国においては､社会労働面においても､ ｢東アジアが世界の

成長センターになりつつある｣といった感覚が前面に出がちなことである｡国際的に

は､ ｢アジアは､労働面では依然として多くの問題があり､産業民主主義の将来につ

いても大きな懸念がある｣とする判断が主流である｡
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ここでは､まず､中立的な立場からILO (国際労働機関)アジア太平洋総局､労

働組合の立場からICFTU-APRO (国際自由労連アジア太平洋地域組織)､使

用者の立場からアジア使用者サ ミットの見解を検討する｡さらに､労働側から強い批

判が加えられている世界銀行の見解についても見てみよう｡

(1) iLO-ROAP (国際労働機関アジア太平洋総局)

iLO (国際労働機関)は､1991年11月に､バ ンコクで第11回アジア太平洋地域

会議を開催 した｡同会議には､ ILO-ROAPが報告 (｢成長と構造調整｣､以下

｢ILO報告書｣)を提出しているが､その内容は､アジア地域における労働問題担

当の国際機関の見解を示している｡

｢ILO報告書｣の見解は､アジアの労働者状態に関して､要旨､ ｢アジア諸国は､

1980年代に構造調整により経済成長を実現した｡労働者状態に関しては､貧困層の改

善に成果が見 られたが､雇用や労働市場の質を悪化させた｡1990年代には､労働者参

加を含む合意のシステムをつ くり､問題点の解決を進めるべきだ｣というものである｡

｢ILO報告書｣の分析の骨格はつぎの通りである｡

① 1980年代に､世界経済の低迷のなかで､アジアが経済的に成功 した理由は､経済

をより弾力的で効率的にするための ｢構造調整｣に成功 したことである｡

② 1980年代のアジアの経済成長は､貧困層の改善に大きく寄与をした｡農業の改善

も進んだ｡

③ ｢構造調整｣のしわ寄せを受けたものは労働市場である｡1980年代のアジアでは､

失業者の増加 ･(失業率の改善の遅れ ･増大)､､雇用弾性値の低下-インフォーマルセ

クター ･臨時労働などの増加､女性雇用へのシフ ト､公営企業の民営化などが見られ

た｡

④ 雇用保障のメカニズムも影響を受けた｡政府による労働保護規定の変更､企業に

よる雇用保障の回避､労使紛争などが見られ､時には労働組合の統制も行われた｡し

⑤ -1甘90年代の課題は､ ｢雇用調整｣のマイナスの影響を解決するため､調整政策に

ついて1･労働組合を含む社会的なコンセンサスを得ることである｡
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(2) ICFTU-APRO (国際自由労連アジア太平洋地域組織)

ICFTU-APRO (国際自由労連アジア太平洋地域組織)は､1992年12月に､

東京で第15回大会を開催した.大会のテーマは､J｢進展する世界化と労働組合の対応

一経済再編と有効な民主的 ･社会的枠組み｣である｡同大会の報告書(以下｢APRO

報告書｣)には､アジアの労働団体としての ICFTU-APROの見解や論議が集

約されている｡

その内容は､アジアの労働者状態に関して､要旨､ ｢経済成長にもかかわらず､ア

ジアには､社会的不公正､失業 ･潜在的失業､短期契約等による雇用の不安定化が目

だっ｡構造調整プログラムへの労働組合の参加を求め､ IMFと世界銀行プログラム

の否定的な面に強く反対する｣というものである｡

｢APRO報告書｣･による分析の骨格ははつぎの通りである｡

(彰 人間生活のあらゆる側面で世界化が進んでいる｡そのなかで､世界の多くの場所

で貧困､文盲､搾取､腐敗､社会的暴力などといったおびただしい経済的､社会的疾

病が見られる｡世界化の進展が､貧富の差を固定するものであってはならない｡

② アジア地域においては､多くの国が経済成長を遂げているが､開発の社会的側面

に効果的に取り組むにいたっていない｡経済と社会開発を完全な市場原理に委ねよう

とする考えが力を得ており､労働者の多くに挑戦をっきつけている｡

③ アジアの多くの国の政府は､新興工業国および先進国政府でさえ､競争力維持の

ために社会的開発を無視している｡労働者の基本的権利を抑圧しており､社会保障政

策 ･労働条件や生活の改善のための政策への関心がほとんどない｡

④ 必要な変革を､経済的､社会的構造に不当な損害を与えないで実現するための政

策的選択が存在する｡人間生活の世界化が､経済的､社会的水準の向上をもたらすこ

とが期待されなければならない｡

(3) アジア使用者サミット

アジア使用者サミットは､1988年に東京でスター トし､継続的な開催が合意されて

いる｡前回の会合は､1992年にバンコクで開催されている｡会合では､経済政策､職

業訓練､労働市場などについての意見が交換され､とくに､途上国において､貧困の
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改善､農村地域の基盤整備､労働市場の柔軟化､中小企業対策の強化等を進めるべき

である等の見解が表明されている｡なお､ ｢サミット｣が､アジア全体の労使関係に

インパクトを与える力が弱いことは､前述の通りである｡

(4) 世界銀行報告について

世界銀行は1993年 9月にレポー トを発表したが､ここでは､東アジアの経済成長に

ついて､ ｢奇跡｣とする表現で賞賛している｡その内容の概略は既に紹介されている

とおりであり (第 Ⅰ部第 1章)､経済成長に関する政府の役割を評価し､世界経済の

成長センターとして期待する分析となっている｡

世界銀行は､1960年代からアジアの経済開発を指導してきたが､その立場から､そ

の指導が成功した諸国を評価することは当然であろう｡しかし､同時に､プログラム

に社会開発を組み入れなかったことの矛盾が吹き出していることもまた事実である｡

アジアや世界の労働団体が批判する点もそこにある｡

今後の課題は､従来の世界銀行のポリシーを変革し､.APRO報告書にいう ｢経済

的､社会的構造に不当な損害を与えずに必要な変革を実現するための政策的選択｣を

とるべきである｡そのためには､世界銀行が､その政策と行動において､産業民主主

義の理念を十分に踏まえることが必要である｡

なお､世界銀行のレポー トに限らず､rアジアの経済成長に関して社会労働面を軽視

する傾向があり､問題である.例えば､わが国の入門書レベルにおいても準のような

表現が見られる｡ ｢NIESの持ち味は､人件費の安さや労働時間の長さといった

『若さ』とバイタリティーである｡先進国は､アメリカを例にとると､壮年の域に達

し､若さやバイタリティーで勝負できなくなっている｣ (日本経済新聞社 ｢アジア経

済入門｣)｡アジアの視点に立っとき､このような論が如何に尊大なものであるかば

明かであろう｡
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2.国際的評価一世界の視点から

国際的評価について､中立的な立場からILO (国際労働機関)､労働組合の立場

からICFTU (国際自由労連)､そして､使用者の立場から､国際使用者連盟の

見解をみることとする｡また､最近の重要な動向として､ ｢国連社会開発サミット｣

(1995年)へ向けての状況にも触れてみよう｡

(1) ILO (国際労働機関)本部

ILO本部は､スイス･ジュネ-ヴにあり､国際労働報告(WORLD LABOR

REPORT)などにおいて､世界各地域の労働者状態の分析を行っている｡アジア

については､地域組織の報告が基礎であるが､世界の視点からは､より人権､労働組

合権について焦点を当てたものとなっている｡

国際労働報告によるアジアの労働者状態の分析は概要つぎの通りである｡

① アジア太平洋地域には､経済成長の進行と､人権 ･労働組合権抑圧の継続のアン

バランスがある｡

② アジア太平洋地域は､三者構成主義を強化する必要性がある｡

(2) iCFTU (国際自由労連)本部

ICFTU本部は､ベルギー ･ブラッセルにあり､3年毎に世界大会を開催し､ま

た､経済や人権に関する年次報告書をまとめている｡

ICFTU本部は､アジアの労働者状態に強い懸念を表明している｡1992年 3月の

第15回世界大会 (ヴェネズエラ･カラカス)では､ ｢アジア ･太平洋地域では経済の

成長にもかかわうず､膨大な人々が極端な貧困に苦しんでいる｣とし､アジアを含む

世界において､ ｢完全雇用の実現､訓練など積極的雇用政策の展開､社会政策と経済

政策の統合､弱い立場の労働者への支援｣への努力が必要としている0

ICFTU本部は､とくに､雇用問題に関して､世界銀行とIMFq)果たしている

役割の問題点を指摘し､ ｢先進国政府が､ IMFと世界銀行を通じて､大量失業と生

活水準の低下をもたらす厳しい構造調整政策を開発途上国に押し付けた｣一とし､=｢自
■
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由な労働組合の参加による真の民主主義プロセスの導入､保健その他必要な支出の保

障という観点から､ IMFと世界銀行が勧告している構造調整政策を厳しく見直すこ

と｣を求めている｡.

ICFTU本部は､また､ ｢労働組合権報告書｣において､ ｢アジアは政治的､経

済的な実験室と化しつつあり､そこでは労働者が実験用のネズミにされている｡中国

政府は国全体を世界ではじめての共産主義による輸出加工区にしようとしている｣と

とらえている｡

(3) IOE (国際使用者連盟)∫

国際使用者連盟 (本部-スイス ･ジュネ-ヴ)は､1920年に設立され､現在､非

共産圏の108か国から主要な110の使用者団体が加翠する国際団体である｡ IOEは､

アジアの経済成長についての特別な分析は行っていないが､1993年 5月の総会 (ケニ

ヤ)､1994年 1月の ｢国連社会開発サミットに向けての準備委員会見解案｣(ニューヨー

ク)では､基本的な見解をっぎのように述べている｡

｢世界の脅威は､.共産主義から貧困に移りつつある｡この課題は労働基準の設定よ

り優先されるべきである｡自由な企業は､権威主義のなし得ない事業-すべての人へ

の平等な機会､個人の自由､私有財産の尊重に基づくより良い生活-を実現しなけれ

ばならない｣ ｢生産的な雇用の開発のためには安定したインフレのない投資環境が必

要である｣ ｢柔軟な労働市場と労働法制､中小企業の創設と活性化､生産性を上回ら

ない労働コス トの上昇などを労働市場政策とすべきである｣

(4)国連社会開発サ ミットについて

国連社会開発サミットは､1995年 3月､①社会の調和､②貧困の解決､③雇用の開

発についての世界的な行動方針の確立をねらいに､コペンハーゲンで開催されるもの

である｡このサミットは､国連経済社会理事会の決定 (1991年)に基づくものだが､

その背景には､国連によるつぎのような分析がある｡ ｢共産圏が崩壊し､経済社会の

世界化が急速に進展 しているが､開発途上国の貧困､社会権の侵害､工業国の高失業

などの社会問題は深刻化 している｡ これは､今後の世界の平和と安定についての大き

な脅威であり､国連が最重点で取り組むべき課題である｣｡

国連の提起を受け､ iLOは､サミッ･卜の方針を実現するメインの機関となるべく
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準備を進めている｡社会権に関する当面の考え方は､ ｢児童労働条約､強制労働条約､

結社の自由条約など5-6の主要条約を世界的に批准すべき条約と定め､その深刻か

つ継続的な侵害の行われている国には実効ある監督を行うための機構を整備する｣と

いうものである｡

国連とILOは､社会サミットの方針採択を受け､アジアを含む地域別の対策を進

める予定である｡ ICFTU-APROが本年 8月に採択予定の社会憲章もこの流れ

に沿ったもので､サミット以降､世界の労働組合は､国際的な社会権の確立を求める

取り組みをいちだんと強めることとなるであろう｡

社会開発サミットに関する国連の提起は､経済社会理事会､ ILOなど ｢最寄り｣

の機関のみならず､ IMF (国際通貨基金)､GATTなどでも重要な提起として受

けとめている｡ IMFのカムドシュ専務理事は ｢国際協力の新しいシステムにもっと

人間的な要素を盛り込むための強固な 『社会的柱』を樹立すること｣を訴えている｡

また､EU委員会の ドロール委員長も､政府代表のはか､ iLO､GATT､ IMF､

世界銀行などの代表からなる ｢経済保障委員会｣の創設を呼びかけている｡

3.視点と課題

(1) ｢国際的な評価｣についての視点

アジアの労働者状態についての国際的評価の例は以上の通りである｡それらには一 ､

致する部分もあるが､それぞれの立場などに串り､当然のことながら､大きく異なる

判断もある｡

それらについて､アジアの政労使において当面共有しうる判断をまとめればっぎの

通りであろう｡

① アジア (東一東南アジア)は､1980年代に､世界的に困難な経済情勢のなかで､

一定の経済的成功を得た｡

② 経済的成功のカギは ｢構造調整｣の実現にあり､海外からの直接投資のコントロ

ール､ IMFや世界銀行による金融支援などがそれを可能とした｡ IMFや世界銀行

の途上国政策については､雇用や労働条件の確保問題等をめぐって､労働組合が強い

批判を加えるなど､労使の見解は分かれている｡
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③ 労働者状態については､貧困状態や生活水準の改善が行われた｡労働市場は､

｢構造調整｣のなかで r弾力化｣などが進められた. ILOや労働側は､ ｢弾力化｣

により､失業問題､インフォーマルセクターの増加､雇用弾性値の低下など､労働市

場の質が低下したことを問題としている｡

④ 労働組合については､一連の規制政策がとられており､労働側は､人権､労働組

合権の重大な侵害が行われていると指摘している｡ ILOやアジアの政府の一部にも

同様の見解がある｡

⑤ 1990年代は､1980年代の問題点を解決し､労働者状態をはじめ｣社会､経済の状

況､労働組合の活動条件などを改善すべき時代である｡

⑥ とくに､1995年に開催予定の国連社会開発サミットは､上記の課題を世界レベル

で解決しようとするものであり､その行動計画への積極的な参加をはかるべきである｡

なお､ここで取り上げた ｢国際的評価｣は､いずれも､アジア地域において活発な

活動と実績を持つ組織のものであり､それらの見解は､アジアにおける労働者状態に

ついて､それぞれの立場における代表的見解と考えることができる｡また､それらの

組織は､いずれも､日本の組織が主要メンバーの一つとして参加し､あるいは､日本

人が責任者として運営しているものもあることに留意する必要がある0

(3) これからの課題一労働組合を中心に

A.アジアで-

① アジアにおいて産業民主主義の確立を政労使共通の目標とすること

アジアの社会経済開発に促進に向けて､国連社会開発サ ミット等の意義も踏まえ､

産業民主主義の確立を政労使共通の目標とする必要があるdそのため､政労使の対話

と協議を推進し､世界的視野でアジアの社会労働問題を解決する努力を強める｡アジ

ア地域では､かつて､労働法制の整備が進められた時期に､労使関係の意義に関する

合意がみられたことを想起すべきである｡

② アジア各国の労働運動の基盤を強めること

産業民主主義の確立のためには労働運動の基盤強化が不可欠である｡国際労働組織
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の活動強化と適切な支援活動の推進､各国ナショナルセンターの機能の強化､などが

求められる｡また､産業民主主義の先進地域としての欧米労使との共同行動等も有意

義であろう｡

③ 労働組合の参加を得た新たな構造調整を推進すること

国際機関や各国政府の構造調整政策について､労働組合の参加を得た新たな構想を

持つべきである｡ IMFや世界銀行による支援が､労働者に歓迎されるものとなるよ

う､関係者との協議の場の設定などを進めるべきである｡

④ 社会憲章の実現を

国連社会開発サミットへ向けての世界的な流れを踏まえ､SOCIAL-ASIA

の実現をめざし､労働者の権利の確保と､労働市場の整備と改善に関する社会的合意

が必要である｡そのため､ ICFTU-APROの ｢社会憲章｣に続き､三者構成に

よる ｢アジア社会憲章｣の策定とその実現が求められる｡

B.日本から-

(丑 アジアの社会開発を労働組合の主要課題とすること

アジアの社会開発はわが国自身の問題であり､労働組合の主要課題として総合的な

政策を確立し､行動を強化する必要がある｡今後の東一東南アジアが､労働組合なき

経済成長の社会となるようなことがあれば､日本の労働組合の責任は免れないとの自

覚も必要である｡

② アジアにおける産業民主主義の育成を適切に支援すること

日本の労働組合は､アジアの労働者状態についての現実を十分に把握し､産業民主

主義の育成に向けて具体的かつ大規模な支援活動を進めるべきである｡とくに､1990

年代の重要性を踏まえ､従来の視察 ･交流中心型から脱して､アジアにおいて実効あ

る協力を積み重ねるべきである｡さらに､わが国の労働組合がアジアの産業民主主義

推進のセンターとなりうるような､現実的かつ広い協力活動が必要であろう｡
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③ 国際組織､機関における発言力を強めること

アジアや世界における国際組織や機関に積極的に参加 し､発言力を強める必要があ

る｡アジアの労働問題を世界的な視野でアピールする努力を進め､欧米先進諸国とア

ジア諸国の橋渡 しを積極的に進めるべきである (｢APRO/TUAC/連合共同シ

ンポジウム｣ (1992.12)など)0

④ アジアの問題とわが国の職場の結びっさを強めること

｢アジア｣への対応を強めるには､わが国において､労働組合版 ｢国際活動自書｣

などを作成 し､労働組合の国際活動について､組合員の意識を ｢交流｣か ら地道かつ

真剣な活動へと高める必要がある｡春季生活闘争等においても､アジアの労働に関す

るシンポジウムを定例化するなどして､わが国の労働条件問題がアジアに直結 してい

ることへの理解を深めることも検討すべきである｡

⑤ 日本の経験の適切な一般化を

アジアにおける日本の重みを踏まえ､産業民主主義の推進に関する ｢日本の経験｣

の適切な一般化が必要である｡アジアのいくつかの国においては､日本の企業別労組

を､労働組合の発言の弱い民主主義のシステムと意識的に曲解 し奨励することがある｡

わが国の労働組合活動の信頼に関わることでもあり､日本の労組として主体的に､か

つアジアの視点を踏まえ､適切な一般化を行うべきである｡
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第 3章 社 会 政 策 ･に お け る 政 ･労 ･使 の 役 割

アジア諸国特に東アジア諸国の経済発展は今日めざましいものがあり､アジア開発

銀行の年次報告書に於いても加盟32カ国､地域の平均経済成長率 (1994年～95年)は

7%を持続するものと予測している｡ (1994年版 ｢アジア開発展望｣)

このような中でアジア地域の労働者は現在どのような状態におかれているのか､特

に政府の労働政策､企業経営者の労使関係についての認識の度合そして労働組合の対

応策が問題とされなければならない｡

従って以下 (Ⅰ)東アジア諸国の政治 ･労働経済の動向と問題点､'及び (Ⅱ)政 ･

労 i使の諸方策の重点､について言及する｡

Ⅰ.東 ア ジア諸国の政治､労働経済の動 向 と問題点

(1)現在､国際経済が諸々の分野で混迷状態を続けているなかで今日まで慢性的な貧

困と経済の停滞に苦しんできた東アジア諸国は一転して顕著な経済成長を続ける地域

となり､世界各国から驚異の目で見られている｡

1993年秋に世界銀行が発表した ｢東アジアの奇跡｣と題する報告書は､その驚異的

な成長と発展の背景にあるものは何であるのかについて各方面からの分析を試みてい

る｡

もちろんこのような経済成長の過程においては多 くの社会的矛盾を伴う面のあった

ことも否定できないが､経済成長は全般的に労働者の生活水準の向上をもたらし､少

なくとも絶対的貧困の克服に大きく貢献したことは事実である｡

もちろんこのような経済発展の恩恵は労働者生活の改善や賃金 ･労働条件の向上に

多かれ少なかれ影響はあったであろう｡しかし労働の基本権や労働者の社会的地位を

めぐる問題についてどうかということになればなお多くの問題点が残されていること

は否定できず､それらの詳細はすでに前述の第 1章及び第 2章において明らかにされ

ているとおりである｡

東アジアにおける経済発展の現状については前記の世銀レポー トの分析を否定する

ものではない｡しかし､急成長の要因として東アジアの政治体制 (官僚制度)が機構

･制度面で充実し､さらに優れた物的 ･人的資本の蓄積によるものと指摘しているけ
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れども､これはあくまでも `̀光の部分''であってその背後にある `̀影の部分''が軽視

されている｡すなはち､アジア開発銀行の報告書は深刻化するアジアの諸都市におけ

る貧困問題をとりあげ､現在のアジア人口の約30%が都市部に住み､都市人口の比率

がさらに増加しつつあ･り､-多くの人々が粗末な住居での生活をよぎなくされ､環境の

劣化や行政サービスの欠除に苦しんでいると指摘している｡また､増大するインフォ

ーマルセクターの存在をどのように位置づけるかという問題もある｡

周知の如 くアジアNIESやASEANにおいては､それぞれの政府が権力主義的

な `̀開発独裁''の政策を強行するため強権的な独裁政治体制をとったが､これが逆に

海外からの直接投資を誘引するための良好な投資環境をつくり出し､またそれに連動

する一連の経済 ･貿易面での自由化政策が経済発展の基盤を形成するという皮肉な結

果を生み出した｡

即ちこれらの地域においては各国政府が独裁的な専制政治を推進するため､自由な

労働運動や民主的グループの活動に断圧を加え､これが結果的に ｢安価で良質｣な労

働力を提供するメリットを生み出し､海外からの直接投資を受け入れる土壌を形成し

たのである｡

このため世界の トップクラスの多国籍企業の多くが此の地域に進出するようになっ

た｡その中でも日本企業は大企業のみならず中小企業も含め進出件数が欧米企業に比

べて多数にのぼっている｡

(2)各国政府は多国籍企業の進出が国の経済開発政策の目標達成のうえで有益である

との判断から多方面にわたる投資優遇措置を構じ､経済インフラの整備拡充とEPZ

(輸出加工区)の設置に努力を払った｡

これらEPZの充実策に共通しているのは各国政府が優先的なインフラの整備､各

種の税制上の優遇措置や輸出入関税の減免､さらには低賃金や長時間労働を可能にす

るための労働運動に対する断圧政策をとることによって海外からの進出企業の要請に

コミットすることにより､直接投資を増大させる誘導政策をとったことに留意せねば

ならない｡

EPZの動向をアジアNIESに関してみるかぎりにおいては､成長から発展段階

へのライナ･サイクルをほぼ終了しているかにみえる｡しかし過去においてEPZの

生産活動の活発化が雇用創出効果をもたらし､同時に国内における地場産業の企業活
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動に大きな刺激効果を与え､市場競争条件を作り出したことは否定できない｡

しかし他の国々 (特に南アジアの場合)では政府は明らかにEPZを文字どおり特

別区域に指定し､法制上のいくつかの例外規定を設けることによりむしろ自由な労働

運動を弾圧している事実もみられる｡

EPZをめぐる問題に関しては､ ILO理事会がすでに1977年に ｢多国籍企業及び

社会政策に関する原則の三者宣言｣を採択しているが､各国政府はこの宣言にもりこ

まれた内容を遵守することを再度明らかにし､同時に関連企業の経営者に対してもそ

の実行に当たっての道義的責任を明確にするよう積極的に働きかける必要がある｡

現在､アメリカなど先進数カ国はGATTを引き継いで1995年に発足するWTO

(世界貿易機構)において自由貿易ルール甲一つとして世界共通の最低労働基準 (例

えば団結権の保障や強制労働､児童労働の禁止)の設定を提唱しており大きな関心を

呼んでいる｡

これに対して発展途上国からはそのような考えに対し､労働問題はそれぞれの国の

国内固有の問題であり､先進国の貿易面での保護主義を正当化づけるものだとの強い

反論がみられる.I

このような論議の進展に際しては当事者である労働組合の発言の機会が当然強めら

れるべきであり､特に人権の尊重や労働基本権の保護をめぐり積極的な行動を展開す

る必要がある｡

このため IL0 144号条約 ｢国際労働基準の実施を促進するための三者協議に関す

る条約｣の批准を促進し､それによって `̀結社の自由q)権利を享受する代表的労使団

体と効果的協議''を行うことが可能となるから､国内における政 ･労′･使の三者協議

の場が確立され､諸々の問題について話し合いの場が開け､おのずと産業民主主義の

実現が期待されるのである｡

(3) 一日本企業をはじめ世界各国の企業が何故アジア地域に多く進出したかについては

前記の点から明らかであるが､今後とも国際化の進展や経済のグローバル化に伴いア

ジア地域全般に対する海外直接投資の傾向が一段と強まるのであろう0

特に日本企業の場合､国内における構造不況の深刻化に伴い雇用調整を含む構造調

整策が進められ､このため広 くアジア諸国への企業進出が増加 してきているが､

これは単に日本企業だけでなく､近年賃金水準の上昇と人出不足化が進んだアジア
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NIESグループからのASEAN諸国や中国､ベ トナム等への企業進出が増大する

傾向がみられる｡

1985年秋のG5以降､円高が急速に進むに伴い日本からの海外直接投資が増加する

傾向を示した｡それが大企業のみならず中小企業の直接投資が製造業を中心に進めら

れたのが注目される｡

中小企業の海外直接投資が増大した背景には､円高による輸出競争力の低下或いは

賃金上昇に伴うコストアップによって企業の業績が悪化するのを回避するため､アジ

ア諸国における豊富で低廉な労働力の確保に重点をおき､更には進出先国や周辺諸国

のマーケットの拡大､また日本の国内市場への逆輸出を強めようとする経営戦略がと

られた｡

しかし一部の企業の経営者は明確な経営理念や中 ･長期の経営計画も持たず､途上

国政府からの企業誘置政策に漠然と便乗し､企業進出を一時的な利潤追求のための経

営戦略だと考えているような例もみられる｡

このような経営者は労働組合の存在を無視し､組合活動にも理解を示さず､労働条

件や労働環境を軽視するため企業の労使関係を極度に悪化させることになる｡

またこのような トラブルの続発や現地社会への適合性を欠くことから企業撤退をよ

ぎなくされる場合も生ずるが､その結果は単なる一企業の存在にかかわる問題ではな

く､広く国民感情を刺激することになりかねない｡

今日までアジア諸国への進出企業が自然環境の破壊や公害問題を発生させていると

の疑惑が持たれてきている｡

特に公害に関しては日本企業が国内における厳しい規制基準を免れるために日本か

ら現地に工場を移転し操業を行うケースがみられる｡これらの企業が経済的利益の追

求のみに走って地域社会の住民の健康に重大な被害を与えるようなことは絶対に避け

なければならない｡

1992年に行われた国連の `̀地球サミット''に象徴されるように今後ますます企業は

`̀環境にやさしい企業経営''を求められることになろう｡環境に適合した企業経営は

先進国及び発展途上国の持続的な経済発展のため基本条件であることをひとしく銘記

する必要があろう｡
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Ⅱ.政 ･労 ･使の諸方策の重点

(1) 発展途上国政府の労働政策について

民主的な労使関係の確立のための根底には人権の尊重と労働基本権の保障がなけれ

ばならないが､徹して発展途上国の政府当局はそれらを経済開発と経済発展の背後に

位置づけようとしているため､いわゆる開発独裁と称される社会経済体制への展開に

つながるようになる｡

ILOの "WorldLabourReport1993"によると､例えばタイ ･マレーシア ･フィ

リピンは経済成長のための外資や技術導入をはかるうえで労働組合の勢力が強まるの

を抑えこもうとしており､またマレーシアではMTけCのライバル組合であるMLO

に対し暗黙の支持を与えることにより労働運動への介入を強めている0

また多国籍企業が投資条件として組合を容認しない態度をとっているため､EPZ

における組合活動を制限 している｡例えばバ ングラディッシュやパキスタンでは

EPZに労働法の適用を免除し､また労働組合の組織化を認めていない｡

またマレーシア ･印度 ･タイ ･フィリピン･スリランカでは特に外資系の電子産業

の労働者の組織化は困難である｡

このように発展途上国では独裁的な政治権力が先行するため労働者の自由と民主主

義が抑圧され､また多国籍企業の `̀企業の論理"と `̀雇用の維持"のはざまに立たさ

れた労働組合の存在は極めて不安定なものとならざるをえない｡

したがって今日まで発展途上国がとっている外資導入政策と国内における労働立法

や労働政策については次の点で大きな率離を生じている｡

第-に各国政府は自国の経済成長と経済発展政策を最優先課題とし､外資導入に際

しては労働運動の活発化や労使紛争が重大な阻害要因になると信じこんでおり､これ

は特にEPZの場合に顕著にあらわれている｡

第二に政府主導型の開発政策即ち開発独裁を強行するため企業誘置に際しては地域

社会における自然環境の破壊や地域住民の感情を軽視し､さらには公害の発生などに

より住民の日常生活に脅威を与えるような企業行動を黙視している｡

第三に労働立法を強化することにより､労組の組織化を妨害し､ス トライキ権やそ

の他の労働基本権を抑圧し､組合リーダーにプレッシャーをかけたり国内の労働組合

の組織競合や運営に不当な交渉を加える例もみられる｡
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第四に使用者団体からの働きかけに応じて最低賃金の改定引き上げを凍結したり､

職場の安全衛生に関する監視をおこたり､或いは児童労働の横行を黙認するなど適切

な社会政策や労働政策の欠除が多くの社会不安を引き起こす危険性がある｡

上記のような政策の基本姿勢や政策は､労働運動の民主的発展のためには重大な障

害となっており労働者生活を不安定なものにしている｡欧米先進国のみなりず多くの

国々が経済の停滞と失業不安に脅かされているとき､発展途上国の低賃金が不公正貿

易の元区であるとの批判が高まってきていることから､各国政府はこれからの国際経

済の動向と労働者の基本的人権の確立を真剣に検討する必要があり､以下の点を今後

の政策を展開するうえでの重点項目とすべきである｡

第一に前記の ILOの ｢多国籍企業及び社会政策に関する原則の三者宣言｣を引用

するまでもなく､公正な国際貿易競争の実現と公正労働基準が車の両輪であるから､

特にILO 144号条約 (1976年)にもられた三者協議の場を確立し､同時に採択され

た関連勧告即ち ｢国際労働基準の実施および国際労働機関の活動に関する国内措置を

促進するための三者協議に関する勧告｣にもとづいてその実効化のため真剣な対策を

構ずる必要がある｡このため特に労働組合のナショナルセンターの組織体制を強化せ

ねばならない｡

第二に政府は産業民主主義の本質をふまえ労働問題に関連する諸政策の根幹づくり

のため労働組合の意見が十分に反映されるような｢場づくりが必要である｡

発展途上国の政府当局者は自国の労働組合 リーダーの立場を軽視し､特にナショナ

ル ･センターに対する信頼感を欠き､場合によっては組織運営に不当な圧力や干渉を

加える例もみられるが､このような態度は厳にあらためられなければならない｡

第三に当面の経済発展と雇用創出に大きな影響のあるEPZに関しては､前記の

ILOの勧告や基本条約に十分な関心を払い､人権や労働基本権を無視-した開発政策

や外資導入を行わぬよう配慮すべきである｡

また当該企業の労使双方の主体性を尊重しつつ民主的な労使関係の成熟化をはかる

ため積極的な役割を果たす必要があるが､それが不当干捗にならぬよう十分な配慮が

なされねばならない｡

第四は今後の海外直接投資は同じアジア諸国の中でも政治､経済体制の異なる国々､

例えば中国やベ トナム等へ向けられるのは必然的である｡

しかし体制の異なる国といえども国際的な経済秩序の維持が大前提であるから前記
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の諸条件を十分に理解し実践努力と責任を果たす必要がある｡特に当面の課題として

当該企業の労使や地域社会の住民代表が自主的に参加でざる ｢参加型｣開発援助方策

を推進する必要があろう｡

(2)進出企業経営者の経営行動規範について

国際化の進展さらには国内における構造不況の深刻化に伴う企業業績の悪化を回避

するため､日本企業の海外直接投資の傾向は一段と強まるであろう｡

しかも最近の進出企業で起こっている労使紛争は日本企業のみならず台湾､韓国､

香港などの企業も多いことを重視すべきである｡

発展途上国への海外直接投資がもたらす経済 ･社会的諸影響については､メリット

及びデメリットを含めて多くを論ずる必要はなかろう｡ しかし労働問題を軽視するこ

とは単なる労使紛争を引き起こすだけでなく､当該国における民族感情をも刺激する

ことになりかねないし､各国政府の労働政策に十分な関心を払はねばならない｡

日本の場合､今迄に経済諸団体から企業の海外進出に際して投資行動指針や行動規

範などについて､多分に道義的な意味合を含めての留意すべき点が示されてきている｡

このうち労使関係をめぐる諸課題について留意すべき点は以下に述べるとおりであ

る｡これは日本からの進出企業だけでなく欧米諸国やアジアNiESグループからの

進出企業にも共通する問題であるから今後その調整と実践化に向けての努力が重要と

なる｡即ち､

第一には海外直接投資に際しては発展途上国政府からの企業誘置政策に漠然と便乗

し､また企業進出を一時的な利潤追求のための経営戦略だと考え､現地の経済状況や

ローカル企業の動向に無関心であるのみならず､労働事情についても認識が不十分で

ある｡

ASEAN諸国の各経営者団体への日本企業の加盛状況は5カ国平均で16%に過ぎ

ず､ (日経連調査1992年)これは日本企業の現地社会への融和が極めてなおざりにさ

れていることを物語るものである｡

第二は特にEPZに進出した企業は､当該国の政府が提示している諸条件を十分に

理解せず､労働条件や労働環境の整備を軽視するため労使関係を極度に悪化させるこ

とが多い.特に年少婦人労働者を低賃金と-劣悪な労働環境で働かせる事例が多く見ら

れる｡
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それ故多国籍企業に関するILOの三者宣言やOECDの多国籍企業に関する行動

規範を十分に理解 し､進出企業としての社会的責任を遂行せねばならない｡

第三は､労使紛争を引き起こす主な原因が､外国人マネージャーと現地労働者との

間の文化摩擦やコミュニケーション･ギャップによるもの､労働側からの過度と思わ

れる要求事項については交捗をいっさい否定すること｡労働組合の存在を無視し､組

合活動に理解を示さず､また時としては組合 リーダーの身辺に重大な脅威を与えるこ

となどが指摘されており､いずれも労使関係の円滑な運営を阻害している点を十分に

自覚せねばならない｡

第四に経営者はいはゆる "日本型経営''の現地社会への適応度についで慎重に検討

すべきであり､また特に新技術の導入などによる突然の労働者の大量解雇が起こる例

がみられるが､このような場合は重大な社会問題を発生することにもなりかねないの

で､事前に労働側への十分な説明と解雇予告を行う必要があり､このためにも職場の

労使協議会などを活用して適切な情報の提供を行う必要がある｡

第五には進出企業は投資を国における環境問題全般や労働者の健康及び安全衛生に

ついて十分な配慮が必要である｡

特に自然環境の破壊や公害問題については今迄大なり小なり日本企業に対する疑惑

が持たれてきたことは否定できず､それがいたずらに反日感情を強める結果になって

いる｡

経営者は比較的ゆるやかな発展途上国の環境基準を逆用し､結果的に地域環境を悪

化させるような企業行動は結果的に当該国の文化まで否定することになりかねない｡

もちろんこのような企業活動は絶対避けねばならないが､同時に各種の ヲミュこテ

ィ活動への参加や文化活動の活発化､さらには諸々の寄附活動などを通じて地域社会

へのフィランソロピーの活動 (社会的貢献)を活発化せねばならない｡

(3)労組の諸活動について

経済のグローバル化が進むに伴い､労働問題の国際的なレベルの検討や解決策を必

要としているこ とは云うまでもない｡

アジア各国のナショナルセンターはⅠ-CFT′U-APR･0の旗の下に結集し､政治

や経済面での多 くの困難な条件を乗り越え民主的な労働運動の発展に努力を続けてい

ることは高 く評価するべきであろう｡
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しかし各国労組とも組合財政が確立されておらず (日本では比較的よい条件に恵ま

れているが)､また組合 リーダーやスタッフが不足しているため国内での諸活動や対

外的活動において弱体化 している現実を否定できない｡

現在アジア各国の労組が直面 している課題は､ ILO条約 (87号)の結社の自由と

団結権の保護をかちとることによって組織の拡大をはかり､合わせて組合財政の充実●
強化と有能な組合リーダーの育成にある｡

国際経済のボーダーレス化が進む中でひとり労働運動だけがかつての東西の冷戟構

造の遺物を引き継いだ形に終始 し､新しい時代の進展に適合できないということにな

れば､労働運動は消威しかねないと云っても過言ではなかろう｡

東アジアにおける経済発展の現状については前記の世界銀行のレポー ト､或いは最

近ではアジア開発銀行の経済成長予測 (年次報告書)からも明らかである｡

特に世銀報告では東アジアの急成長の要因として､政治体制 (官僚制度)が機構や

制度面で基盤づくりに貢献 した点を強調しているが､_それは部分的に･は肯定できる制

度としても､その背後で大きな下支えとなったであろう労働者や労働組合の存在も同

時に強調されてしかるべきである｡

それは例えば韓国における1987年の ｢6.29民主化宣言｣以降の労働運動の活発化と

経済成長への貢献は著しいものがあり､またタイにおける1992年の政変に際して軍部

の介入に反対して起ち上がった民主主義勢力と労働組合の協力関係が今日のタイの経

済の安定と発展に果たした役割は大きなものがあったと云えよう｡

これに対して1989年 6月中国で起こった ｢天安門事件｣は学生 ･労働者などの民主

主義グループに対する軍部の厳 しい弾圧が加えられ､多数の死傷者を担す悲劇的な結

果に終わったが､これを契機に自由と民主主義の灯は消え去ることなく今日もなお燃

え続けていることを重視すべきである｡

以上の点からも明らかな如 くアジア諸国は今や大きく躍動を続けてはいるが､休制

のことなった国々の共存関係の維持或いは欧米諸国との連帯を考える場合､労働組合

として統一と団結を守るため､アジア諸国に共通する `̀AsiaSocialChatrer"の確立

を強くアピールする必要があろう｡

もちろんその中JL､となる核は､人権 (労働基本権)､雇用､環境であり､この線に

沿ってアジア各国の労働組合は政府や経営側に対し実現の一大キャンペーンを展開す

る必要があろう｡
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以上が21世紀を展望したアジアにおける労働運動の中心課題とすべきものである｡

これにもとづく日本の労働組合のとりくむべき重要課題は第Ⅲ部第 3章に明記されて

いるが､そのため基本命題として次の点を強調しておきたい｡

(1)労働基本権の確立

労働者のための労働基本権の確立は､ iLOの基本条約や勧告を加盟国の政労使が

いかに遵守するかが基本要件であることは云うまでもない｡

このためにも労働組合の国際連帯の輪を広げつつあらゆる機会を活用して積極的な

キャンペーンを展開する必要がある｡

(2)社会開発に伴う適正な雇用創出

人権の擁護と民主制の確立は､今後とも社会開発や経済政策の根幹に位置ずけられ

ねばならない｡

そのためにも安定した雇用創出と有効利用についてマクロ経済政策及び構造政策の

整合性が実現されるよう諸方策を講ずる必要がある｡

(3) 環境保全と公正な労使関係の確立

自然環境や社会環境の整備充実をはかると同時に､労働者の人権尊重をモットーと

した職場環境と安全衛生を強化せねばならない｡このためにも労働組合の政策参加や

社会参加のみならず｣企業における労使の対話活動 (例えば労使協議制の活用)を積

極的に進めなければならない｡

(4) 労働者教育 (若年層 ･婦人層 ･成人層)

労働者の知識や技術水準の向上のための先進国労組からの教育援助活動は､労組間

の国際交流の成果をあげるうえでの重要課題である｡

このため ICFTU-APROを通じ､いはゆる `̀マルチ ･バイラテラル方式''に

よる各国別のニーズに対応する密着型の協力体制をとる必要がある｡
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第Ⅲ部 アジアの労働組合と国際連帯活動の課題

第Ⅲ部 アジアの労働組合 と国際連帯活動の課題

第 1章 ア ジ ア に お け る 労 使 問 係 の 諸 類 型

同じ東アジアであり､共通の文化圏であっても､労使関係の姿は､それぞれの国が

もっている歴史的背景､社会風土､政治的土壌､経済の発展状況等によって大きく異

なっている｡その意味で､労使関係の状況を単に経済の発展段階に基づいて考察する

ことは問題が大きいかもしれない｡すなわち､経済が発展すれば､同時平行的に労使

関係も成熟､発展していくといった仮定はいささか早計であるかもしれない｡

しかし､経済の発展に見合って雇用労働者比率が上がり､労働組合の組織化も進む｡

これは世界的に観察される点であり､アジアにおいてもこの例外ではない｡

本章では､まず､東アジア各国の労働組合の組織状況と活動内容について概観する｡

次に､今回連合総研が行った東アジア諸国における労働組合リーダーの意識調査の結

界に基づいて､各国の労働組合のミクロの状況を把握する｡具体的には､組合の基本

的な課題は何か､協約､交渉はどの程度制度化されているか､阜して､組合の問題点

と政策的課題は何か､について検討する｡そして､この章の最後では､以上の考察を

踏まえて､東アジアにおける労働組合運動の多様性と共通性を捉え､その運動の発展

のための議論の布石を提示したい｡

1.労使関係の概況

まず､東アジア各国における労働組合の組織状況についてみた｡

組合員の数は､それぞれの国の人口構成を考慮すれば､単純に比較することはでき

ないが､労働組合の組織率は､一つの比較するための指標ととしてみることができる｡

この表によると､組織率がもっとも高いのはフィリピンであり､3割近くを占めてい

る｡これは､この国において外資がそれほど急激には進まず､また労働組合の伝統を

もっていることが大きな要因として考えられる｡ しかし､フィリピンを例外として考

えれば､その組織状況は､ほぼ経済の発展に応じて組織率が高くなっていることをみ

てとることができる｡
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次に､参考として､各国におけるナショナルセンターの状況をまとめた｡

図表Ⅲ-1-1 労働組合の組織状況 (1991年)

組令数 :産別 組合数 :単組 組合員数 組 織 率 一人当たり_GNP

日 本 36,4-15 12,396,.592 24.5 35,000

香 港 469 -486,961. 21.2 18,500

シンガポール 81 228,686p 16.8 16,440

台 .湾 1.0,215

韓 国 21 ･7,656 -1;803,408 19.8 7,250

マ.レ- シア 392 617,000 8.8 3,230.

タ イ 849 231,900. 2.8 1,905

フ ィ リピ ン 5,236 3,110,000 29.7 805

(注 l)シンガポール､タイは､ 『海外労働情勢』1993年による｡韓国､マレーケア､フィリピ
ンは､ 『海外労働情勢』1992年による｡香港は､組合数､組合員数は 『海外労働情勢』

1992年､組織率はJIL 『海外労働時報』93年12月号による｡

(注 2r)組織率の計算

韓 国 :組合員数÷非農業常用労働者数×100
シンガポール :労働組合員数÷雇用者数×100
タ イ :労働組合員数÷雇用者数×100

(注 3)マレーシアの数字は､1989年のもの

(注4)日本の数字は､労働者 『労働組合基礎調査報告』平成 4年版による｡

(注 5)一人当たりGNPの単位は､アメリカ ドル｡
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第Ⅲ部 アジアの労働組合と国際連帯活動の課題

図表Ⅲ-1-2 主なナショナルセンター

国 名 ナショナルセンター 設 立 組合数 埠合員数 ･備 考

香 港 香港労働組合同盟 (FTU)I香港九竜労働組合会議(TUC)独立香港労埠会議 (HCTU).

シンガポール 全国労働組合会議 (NTUC) 1964

台 湾

韓 .国 韓国労働組合総連盟 (労総) 1961

マ レー シア MTUC 1949 157 _5万人

タ イ TTUC 1982 103 ■3万人
LCT 1978 107 3.8万人

インドネシア 全インドネシア労働組合 197g .l85年組織改編

/

このようにみると､マレーシアのナショナルセンターであるMTUCがもっと-も古

く､1949年に設立されている｡次いで､シンガポールと韓国が60年代に､そして､タ

イ､インドネシア､フィリピンが70年代にナショナルセンターが設立されている｡ま

た､それぞれの組合は､その運動の歴史の中で､組織改編が行われたり､統一を繰り

返してきている1)0

単に組合数や組織の状況をみただけでも､同じアジアであっても各国の労働組合の

活動は多様であることがわかる｡

2.アジアにおける労使関係の諸類型

ここでは､1993年に連合総研が行ったアジア各国における労働組合 リーダーに関す

る調査をもとに､アジアにおける労使関係についてみていきたい｡

そこで､まず､この調査についての概略についてふれよう｡この調査は､連合総研
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によって､東アジア諸国における労働組合の協力をもとに行われた｡調査は､ナショ

ナルセンターあるいは産業別組織向けと､事業所レベルの組合 リーダー向けの2種類

行われた｡調査票は､各国別にまとめて､各ナショナルセンターのリーダーあるいは

リーダー相当の人に送られた｡配布数は各国とも､ナシヲナルセンター ･産別 リーダ

ー調査票50､事業所 レベルリーダー用調査票 200であった｡回収についても､協力を

依頼 したリーダーを経由して､郵送で返送してもらった｡調査の主な内容は､労働組

合の基本属性､事業所の状況､労使関係の状況､労働組合の活動､事業所の安全衛生

環境､外資系企業のイメージ､国の社会経済政策などである｡協力を求めた国は､香

港､シンガポール､台湾､韓国､マレーシア､タイ､フィリピン､インドネシアの 8

ヶ国であり､インドネシアを除く､香港､シンガポール､台湾､韓国､マレーシア､

タイ､フィリピンの 7ヶ国から回答があった｡これらの国の回答状況は次のとおりで

ある｡

図表Ⅲ-1-3

香 港 ~1 1

シ ン ガ ポ ー一.-ル 0 36

台 湾 12 1

.韓 国 9 49

･マ 早. シ ア 10 7

タ イ 30 1.03

フ ィ リ ピ ン. 53 _62

このように､サンプル数は国によって異なっているが､.調査事態が厳しい条件のも

とで行われ､しかもこの種の調査がこれまで行われてこなかたった経緯を考慮すれば､

いずれも貴重な資料を提示しているものと思われる｡ 以下では､事業所レベルの回答

を中心に考察する｡なお､国別の分析については､サンプル数が比較的充実している

シンガポール､韓国､タイ､フィリピンについてのみ取り扱う｡但 し､全体について

は､全ての国からの回答の合計を用いている｡
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第Ⅲ部 アジアの労働組合と国際連帯活動の課題

(1)労働組合の組織力 (組織率､資金)

アジアにおける労使関係の状況をみるにあたって､最初に､労働組合の組織力につ

いてみることにしたい.すなわち､ここでは､まず､回答者が属している事業房ある

いはナショナルセンター (または産別組織)における組合員の数､組織率､●組合の設

立年､組合費などについてみる｡まず､組合員の数と規模別構成比についてみたのが､

図表Ⅲ-1-4である｡

図表Ⅲ-1-4 事業所における組合員数 (事業所レベル)

(単位 :%)

99人以下 100-299 300-999 1000-2999 3000人以 上-I 無回答 辛 .均(人)

シンガポール , 8.3. ll.+1 ..Ira.4- 33.3 27,8 0.0 3,577

韓.:: 国 46.9 34｣7 12.2 2._0 ･2.0. 2;0 ･355

フ ィ リピン 130.6 17.7 22.6 ?.4.?L 4.-8. 0.-0 1,,14.?

この表から､まずアジア全体でみると､平均で 1,351人と比較的多い数になってお

り､その分布状況をみると分散的であることがわかる｡国別には､シンガポールでは

大企業が多く､タイでは中堅企業が多く､また韓国では小企業の割合が大きいことが

わかる｡フィリピンは､全体的に分散している｡

次に､回答事業所における組合員の割合をみた｡この結果は図表Ⅲ-1-5のとお

りであるが､前節でみたような一般論とは異なり､全体的に組織状況は良好である｡
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図表Ⅲ-1-5 事業所における組合員の割合 (事業所レベル)

｢_
シンガポール EL+ⅡⅡHL+++++++++++++++++++++++++漣蛍Ⅱ+嶺Ⅱ+大黒ⅡJHHⅡ+++++Ⅱ+粒正章+Ⅱ+1++++1~73.1~

ド
轟国-LH辞世出社Ⅱ+++++++++正章+廿里津+Ⅱ草+++早+Ⅱ+早+mh泣溝出損++++++++++Ⅱ+J 63.9.

トI

タイフィリピン全体0.RS溝Ⅱ批点正章正吾+++++Ⅱ+沢村+++++++++Ⅱ溝+鶏ⅡⅡ+社章++世柾1出世幾Ⅱ+Ⅱ杜++蛍Ⅱ++Ⅱ光点Ⅱ+JJ 8,2.5

卜
LⅡⅡ正章溝Ⅱ++++++Ⅱ+Ⅱ++Ⅱ++++++漣++++Ⅱ+正点+Ⅱ+ⅡⅡ正真ⅡiS点Ⅱ+++出土ⅡⅡ1++++点+点せ正直+1~81.3

卜

I l t -I l

次に､組合の設立年の平均値をみると (図表Ⅲ-1-6)､シンガポールを除けば

80年代以降が中心であり､それぞれの､国の政府による労働組合の解体､再編が行われ

た歴史的背景によっている｡特にタイでは､比較的新しく設立された労働組合が多い｡

それぞれの事業所における組合の役員数をみたところ､全体として10数人であり､

組織的にしっかりした状況が認められる｡これを全体の平均について､組合員 100人

当たりの専従の数をみたところ､韓国が 3.4人ともっとも多くなっている｡ シンガポ

ールは､事業所当たりの組合員数が大きいために､.この比率が小さい｡ちなみに､日

本におけ畠組合卦 100人当たりの専従の数は 0.3人であり､シンガポールとほぼ同じ

数字である｡

このように､組合組織がしっかりしている状況は､組合費についてもいうことがで

きる｡図表Ⅲ-1-8は､月額賃金に対する組合費の割合を示したものである｡これ

をみると､全体の平均で 0.8%であり､特にシンガポールの場合､ 1.7%ともっとも

高くなっている｡ちなみに､日本における平均賃金に対する組合費の比率は 1.8%で

ある2)｡組合の成熟状況をこのような組合費の割合でみるかぎり､図からわかるよう

に､アジアでは経済の発展段階に相応して､組合が成熟しているということができる｡
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第Ⅲ部 アジアの労働組合と国際連帯活動の課題

図表Ⅲ-1-6 組 合 の 設 立 ､年

図表Ⅲ-1-7 組合の役員数 (平均値)
(単位 :人)

専 従 亘 弊 うち女性専従 組合員 100人当たりの 専 従''.の_.数

シ シガ ポ.p~⊥'jL--I.- --.14''- 3∴ 0.4

1韓 国 12 8 3▲4l

_フ イ リ ピ◆シ 9 ::2∵ 0.8

/全 体 13 rq__.. 1.0.

ま:た､組合費に関連して､チェックオフ方式の導入状況について質問した｡チェッ

クオフ方式とは､労働協約に基づき､あらかじめ賃金から組合費を控除して徴収する

方式である｡rご由結束､ータイを除ぐ由では､-疫とんどの組合 (事業所レベル)におい

て､チ ェックオフ方式が行われていることがわかる｡

こきのように､企業内組織､チェ_/γクオフ方式の導入など､日本的なスタイルが浸透

Lできていることが確認できる.
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図表Ⅲ-1-8 月当たりの組合費 :月額賃金に対する割合 (事業所)

(単位 :%)

シンガポ-ル■軍国∴'タイ.-フィリピン.._全休 -0

HⅡ+++++++HMべべ黒辻+上武北里ⅡⅡⅡ黒江沢村1+Ⅱ++++津正浩黒黒沢+Ⅱ++Ⅱ+黒1+Ⅱ+1-Jl.p7

I_ I T I

図表Ⅲ-1-9 チェックオフ方式の実施状況

(単位 :%)

｢ ∴

I

シシガボ-ル.琴国タイ.tフイ甘.ビン∴全体0.SH正常批正正直廿里早津土工lST+ⅡⅡⅡ混晶Ⅱ+TRS圭混晶+1+心正常十村Ⅱ圭+粒科吊車Ⅱ正章1+斗米項羽Ⅱ正常+A ..94.4

上土ⅡⅡ+ⅡⅡ正江Ⅱ++正光Ⅱ上古ⅡⅡ+追+Ⅱ++正村+++++++++王立Ⅱ++++土+黒点++早+肯++++++Ⅱ++臣正+点+正式+ⅡⅡ1 _93..9.

:_177p.:,5.Iド
RSⅡ正Ⅱ批正正正式記法Ⅱ黒点Ⅱ混晶高点Ⅱ++江上+++十十++++Ⅱ藻1車高++真正+真正正喜宮守ⅡⅡ早出吊車Ⅱ+1∴88.7

｢

l l ー ト ト
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第Ⅲ部 アジアの労働組合と国際連帯活動の課題

(2) 労使関係の成熟状況 (協約､交渉機構の制度化)

次に､労働組合活動の基本的な課題についてみた｡具体的には､労働協約の状況､

団鹿交渉の回数､労使間の話合いなどである｡

① 労働協約

まず労働協約の状況について質問した｡その結果 (図表由一1-10)､まず全体に

ついてみると､労働協約の内容としてもっとも多 く取り扱われているのは ｢賃金､労

働時間等の労働条件｣であり､全体の 4分の 3の組合で行われている._以下､ ｢福利

厚生｣ ｢労使間話合いの手続き｣ ｢安全衛生､職場環境｣の順になっている｡

この状況を各国別にみたのが図表Ⅲ-1-11である.･この-結果､シンガポールと韓

国については､全体で上位に挙げられた4つの項目については､ほとんどすべての組

合が行っており､労働協約において成熟 した状況をみるーことができる｡これに対 して､

タイとフィリピンでは､労働協約が充実 しない状況がみて とれる｡特に､状況はタイ

の場合において遅れており､労働協約という労使間のルールの確立が不十分であ･る｡I

② 団体交渉の回数 ■

次に､労使間における団体交渉の回数についてみた｡その結果､もっとも多いのは

韓国で 4.2回､次いでシンガポールの 2.9回となっている｡すなわち､平均的に考え

れば､韓国では3ケ月に-1∴回､シンガ甘-ルでは4ケ月に 1回の割合で団体交渉が行

われていることになる｡これに対 して､フィリピン､タイでは回数が少なくなってい

る｡ちなみに､日本の場合の状況は図表Ⅲ-1-13のとおりであり､ ｢5-9回｣と

回答した労働組合がもっとも多 くなっている3)0
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図表Ⅲ-1-10 労働協約の締結状況 (全体)

某牟 労働時間など労働条｢Err+++++弾lS車載瓶粘性漣朴早出++朴瀬林1+++群++Ⅱ++朴総1+漱禅林+～+湖や+性状+++++科料恥+恥骨村木L++せ+++++++++冊恥++++≠状s+L++鎌+蝉常≠+++恥+j 74.9

福利厚生由文等労使間話合いの手続普安全衛生 ._.耳垢環境姐合話軌 ~組合員の範囲鰐斉-.レイオフ等配置転換 ..昇進等の人事制皮生産性..生産協力等そg)や-協約を締結していない ト

虫L++++++++++++++++米車++++++++址+班++++++1++++++++++++++1+++++SRS蕪村や++++長柱ホJJrL+++++++++++++++++++++++++1 60.2

蛍+++++++++S漣溶+++聴++油L++恥++恥骨Ⅱ朴++1+++JTU++++++++甑漁舟斗始点やギ無策帯環帝国 55..6

iL+++++++++++薄牛丼++++++++++++S+++++++++++++1+++++++S+++++++++++++JT瀬やL++++池+++1++++++++1+-++A 49.8

Ri+L++++++燕満潮++++++++1++++iL+++NTH++++++++++++++++++++JJS朴lH市村++1++華甲鋼 45.6

-熊村丼叫瀧++舟++mT楢林+iLS+林瀬林捕恥N禅薄+潮沖村++JA 35.-9_A.LiRSL料無性粘朴燕車洋軽舟lSL判朴禅林蝉丼朴油状蕪村津杏林恥禅林J ~由.守8.1日 .24 L f J f L f

図表Ⅲ-1-11 労働協約の締結状況 (国別)

(単位 :%)

賃金､労働時間など労働条件 94.4 -91.:B.. 52..ー4 ･85,.5.-. ･74..rg

福利厚生 80.6 87.8 54.4 50.0 64.5

安全衛生 .職場環境 72.2 81.9 46.-6 40.3 55.6

組合活動､組合員の範囲 66.7 87.8 19.4 59.7 ー49.8

解雇 .レイオフ等. 55.6 61.2′ 24.3 59.7 45.6

配置転換 .昇進等の人事制度 36.1 49.0 17.5 54.8 35.9

生産性 .生産協力等 33.3 49..0 26.2 40.3 34.7

そ-の 他 ll.1 14.3 5.8- 4.8 8.1
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第Ⅲ部 アジアの労働組合と国際連帯活動の課題

図表Ⅲ-1-12 労使間の団体交渉の年間回数

㌢ンガポール ⅡRlS:;正常舟+Ⅱ出社温拭+lSⅡ貼雄幸主点ⅡⅡJTm /2.9

∴韓国,.タイフィリピン全休-0.Ⅱ貴社++正Ⅱ+肯ⅡS決裁+Ⅱ出ⅡSRH吊+1+批正HM泣Ⅱ+母+栄光宮津Ⅱ1+++++++++JJ 4.2

喜露 雲霞週 1-.2lKSⅡⅡⅡ正光黒土正章黒点罷工111 1.8ト _丁 2.,:.:
l l l f J

図表Ⅲ-1-13 団体交渉の 1年平均回数 (日本)

顔 坊 ♯拐穿 ..

細 井杉

雰率直彰方擢 牝放冨井労弥井 ..

r l f l l l J

(単位 :%)

111



③ 団交以外の労使間の話合い

それでは､団体交渉以外に労使間ではどの程度の話合いがもたれているのだろうか｡

団交以外に労使間で話合いの場があるかについて聞いた｡その結果､そのような話合

いの場が ｢ある｣と回答した組合は全体の 8割強を占めている｡

また､このような団交以外の場の話合いの回数をみると (図表Ⅲ-1-15)､フィ

リピンが 9.6回ともっとも多くなっている｡また､シンガポール､韓国は､それぞれ

年間6回程度であることから､おおよそ2ケ月に1回程度で話合いが行われていると

推測される｡これに対して､タイでは 1.5回と極端に少なく､労使関係の育成という

点において遅れている状況がみられる｡

図表Ⅲ-1-14 団交以外の労使間の話合いの場

｢I

ド.I
韓国LH中林+十村HSⅡ章ⅡⅡ黒井J+洋平蕪丼Ⅱ1+泣叫寸土早津Ⅱ蕪辞+中平1+章+JS+早津常や廿十十十+早+1 93.9

ド

タイ-フィリピン全体･二0.L蕪辞蕪辞車+早+車中亙+ⅡHS+Ⅱ早津1車常丼主柱+燕++S注車中1+車蕪村早舟+Ⅱ草津J..叩.-:7

ド
LLⅡⅡⅡ十十早津十十+ⅡⅡ黒ⅡⅡ十十HH++ⅡⅡ1+++S+ⅡⅡや十十十早世ⅡⅡⅡⅡ辞世澤村や1 82.3

I
l~83.8

f ト l l L
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第Ⅲ部 アジアの労働組合と国際連帯活動の課題

図表Ⅲ-1-15 団交以外の場の話合いの回数

シンガポール RS十mTL十十十十干草Ⅱ十十黒帯蕪辞+T情理+十十煩正吉下13 36.9

轟国kRS工iSkト出端光正主点王立mSSj+TSH蛍黒点A+HJTf下1_6.1
L

タイフィリピン全体0.

1.5

十村+LL++肯Ⅱ守芋古Ⅱ小溝+Ⅱ中宮溝藻++主項藻心Ⅱ++藻JS上古晶溝ⅡⅡ++主立++薄Ⅱ+1+ⅡⅡ章Ⅱ+A .9.6

-1._ら...■o
l ー f f f

で埠､このような団交以外の話合いの場ではどのようなことが話し合われているの

であろうか｡それをみたりが図表Ⅲ-1｢16である｡この結果､周体交渉においては､

賃金 ･労働時間などの労働条件面がもっとも大きな交渉内容であったのに対して､団

交以外の場では､福利厚生がもっとも大きなテーマとして挙げられている｡次いで､

職場環境 ･安全衛生､賃上げ､ボーナス､労働時間 ･休日休暇の順になっている｡

このような状況は､国別に異なっており､それぞれ話合いの内容に特徴がみられる｡

例えば､回答国の中でもっとも経済発展を遂げているシンガポールでは､ ｢職場の ト

ラブル｣がもっとも高くなっており､他の国と大きな違いをみせている｡また､シン

ガポールでは､ ｢解雇 ･レイオフ｣も高い割合を占めているのが特徴的である｡これ

に対して､韓国では､ ｢職場環境 ･安全衛生｣､ ｢福利厚生｣に続いて ｢教育訓練｣

が挙げられている｡

また､タイやフィリピンも全体の傾向に一致しているが､フィリピンでは､ ｢教育

訓練｣と ｢賃金制度 ･人事制度｣が話合いの内容として示されている｡
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図表Ⅲ-1-16 団交以外の場における話合いの内容 (全体)

補剛学生I.安錦 江見出1.ボーナス･労脚 .休日紳畷-鵬 のトラフ)レ教静一株席襲 .レイわ … 正喜嶺++lSi粘さ旦Ⅹ嶺8+瓶+++++++++++沿漱瀕+++++++++油++++++蛍+++++++++++++燕++++++林+++++++++1++j713

･S+++辞+++燕+瀧澤+杏+++辞+++瀬科++++++濯+++++++燕+料+++++++++洋措辞++林++++++蕪++浴++j 紘1

SijiS+i++++松林++++++++++1+漱+S+北拙+総状++++++++++++++++輔車lTSLL+輔llJS++++瀬+林+1:5&7

幾世+++燕++++Sh+樵+++++++lTL+1++柵槽+++駆++燕+燕lTL+++蝉++1+++料+++++17g58.2

需≡+樵+瀬林+++++S++鉛油1+++++++++煎濯++輔+S+S+++蝉++撮jr輔++++1++緑++栂lTSs国 519

墨+漱Sや蝉+蕪朴+蕪++++瀧溝漱+L++料+治+++++++++1++辞林林輔付出燕J 44.~2

i+浴+++糟獣類瀬林+栄+輔++sSS嶺++1根強++瀬++lL+軸++蝉+++料+燕+++j43.8

RS軸+輔浦辞林+漱llS+涌朴踊燕雄藩++++輔++++漱++瀬林+A-36.4_.

貸雛 .人事制斐 漱弾TF++++燕幾程+漱++++ll+蝉++His++料+++植林+漱TL+13も6

過酸 S+瀬+辞Tiや+++捕++沖+状1+K+村+++辞油++++棉+蕪村133.2

蹄 換 S侭++++++++類jS瓶++1++++lS+++燕輔++++弾漱燕++132.7

一 筋 価 ~…+漱+++++蝉113.4i++++++栂++++ミ対12.4

その他 3.7
I l t r l l L l

0 .10 20 30 40 50 60 70 ~.80
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第Ⅲ部 アジアの労働組合と国際連帯活動の課題

図表Ⅲ-1-17 団交以外の場における話合いの内容

(単位 :%)

シンガポール 韓 国 タ イ フィリピン 全 体

福利厚生 71.9含 予約 @ ･73:耳① 66-.7~.①- 73.3①

賃 上 げ ･62.5-④ p34,+8 6叫 _.③- ~66.7① 56.7③

労働時間 .休日休暇, 叫 b~. :~事 与④- 二笹 8:,-I..④ 52.9 53.9⑤

職場の トうブル 78.1① 43.5 25.0 52.9 44.2

解雇 .レイオフ 62.5⑤ 21.7 23..8◆ 51.0 36.4

賃金制度 .人事制度_--. 1.i.8 4ll.P3 25.8 54.9g 34.6-

退 職 金 2.8.1. 26.1._ 36.6. 33.3 33.2

配置転換 40.6-I 37.0 17.5- 51.0 3.2.7

経営計画 -_..i-8.由 -26∴1. 3.由 I.:a.J8 12.4

④ 苦情処理のための労使委員会

次に､苦情処理のための労使委員会が設置されているかについて質問した｡その結

果､韓国では8割近い組合が ｢あり｣ーと回答しており､もっとも高くなっている｡ま

た､フィリピンが次いでおり､ 7割強の設置をみている｡

115



図表Ⅲ-1-18 苦情処理のための労使委員会 (｢ある｣と回答 した割合)

(単位 :%)

シンガポール韓国タイフ イ_リビン全速0.

W+++Ⅱ+S+++小溝宮中+++++Ⅱ+Ⅱ+++++++++++H丼++本章++ⅡⅡⅡⅡ1 50.0

i址Ⅱ社主付点北嶺正常+早宮Ⅱ十+杏+杏林黒点Ⅱ氷晶+車++Ⅱ項+SS+工ⅡⅡ主点+JH++iH+ⅡⅡ+尽Ⅱ1+1 79.

車世世村村車車i蕪+Ⅱ++車中蕪+世中世蕪ⅡⅡⅡホバ専守SH藻草1+ホト肯廿1 57.3

泣出社主主尽+11主点Ⅱ正喜ⅡⅡ批正址心付漣dS+蛍Ⅱ車世+溶出点せ呈上主柱1+Ⅱ正黒点+点Ⅱ藻草W 72.6

]~85.3.
t l f

図表Ⅲ-1-19 経営側が組合と話合いをする姿勢
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第Ⅲ部 アジアの労働組合と国際連帯活動の課題

⑤ 経営側の話合いに対する態度

この項目の最後として､経営側が組合を話合いとする際の態度について質問した｡.

その結果､シンガポールと韓国では ｢積極的である｣とする回答が過半数を占め､労

使関係が比較的良好な状況をみてとることができる｡これに対 して､タイの場合は､

6割以上の組合が ｢積極的ではない｣と回答 しており､必ず しも経営側が組合との話

合いに積極的ではないことが推測される｡これは､タイでは新 しい組合が多いことが

その原因として考えられる｡むしろ､フィリピンで経営者が比較的積極的なのは､同

地に対 して外資がそれほど進まず､古 くて頑張っている企業が多いことが考えられる｡

(3) 労働組合の問題点と政策的課題

① 労使コミュニケーション上の問題点

最後に､労働組合の問題点と政策的課題についてみよう｡まず､事業所における労

使コミュニケーション上の問題点についてみた占この結果､全体としてみると､ ｢会

社が経営情報を教えない｣ ｢話合いの機会が少なすぎる｣が 4割前後を占めており､

問題点として強く指摘されている｡次いで､ ｢話合いのルールが未確立｣ ｢話 し合っ

たことが トップに伝わらない｣ ｢会社が組合を無視する傾向｣の順になっている｡

図表Ⅲ-1-20 事業所の労使コミュニケーショシ上の問題点
(単位 :%)

･シソガ.Jポール 韓 ..国 . 夕∴イ フ,イリ_ピン .坐 _..捧

会社が経常情報を教えない 69.41① 49iOq) 23.3 53.2① 4写.9...q)

話合いの機会が少なすぎる 19.4 -3白.7③ 50.5② ･46.8② 41.3.-L面

話合いのル⊥ルが未確立 19.4 34.7② 47.6③ _30.6 36p.7虚

話し合ったことが トップに伝わらない . 25TPP 24.5 51.5.① 25.8 35.9④

会社が組合を額視する傾向 . .25..0@ 28._6 ･._32.0. 37.1_③ 31.7∴⑤

痔に問琴昼ない 1.3.9_ 24.5 1.9 6.5. 10.b⑥

この状況を国別にみると､シンガポールでは､ ｢会社が経営情報を教えない｣

(69.4%)が唯一もっとも高 く､これ以外の点についてはそれほど問題視されていな

い｡ある意味では､その他の問題についてはすでに解決されていることが推測される去
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その意味で､韓国についても全体的に問題点として指摘 している労働組合の割合は比

較的小さく､例えば､ ｢特に問題はない｣という組合が全体の4組合に 1組合の割合

であることは注目される｡

これに対 して､タイとフィリピンでは､問題状況はより深刻である｡ しか し､その

問題内容をみると､両国で微妙に異なっており､共に ｢話合いの機会が少なすぎる｣

が高い割合を示しているが､タイではこの他に､ ｢話合いのルールが未確立｣あるい

は ｢話合ったことが トップに伝わらない｣といった問題点が記されているのに対して､

フィリピンでは､ ｢組合を無視する傾向がある｣あるいは ｢会社が経営情報を教えな

い｣といった問題が上位にきている｡

② 重視する運動課題

次に重視する運動課題をみたところ､全体としてもっとも大きな課題は､ナショナ

ルセンターレベル､事業所レベルともに ｢賃金水準の向上｣である｡ナショナルセン

ターレベルではほとんどの組合が､また､事業所 レベルでは､ 7割強の割合でこの点

を指摘 している｡次いで､ ｢福利厚生の充実｣ ｢組合員の拡大と教育｣ ｢安全衛生 ･

職場環境｣ ｢雇用の安定｣などが指摘されている｡また､ナショナルセンターレベル

では､この他に､ ｢人権 ･組合権の擁護｣ ｢相互扶助のための共済活動｣ ｢民主化の

促進｣などが重要視されている｡

･X･｢経営者の組合に対する理解の促進｣は事業所の組合 リーダーだけに､また､ ｢政

府の経済政策への取り組み｣ ｢多国籍企業対策｣ ｢不安定就労 ･兎童労働への取り組

み｣ ｢青年婦人対策｣はナショナルセンターの組合 リーダーだけに質問した｡

また､事業所レベルについて国別にみると､基本的には全体の傾向に合致 している

が､コ特徴的な点は､タイの労働組合の場合､運動課題として重視する割合が全体的に

低 く考えられていることである｡シンガポールでは ｢職業教育 ･訓練の充実｣が比較

的強調され､また､タイとフィリピンでは ｢人権 ･組合権の擁護｣が他の 2国に比較

して重視されている｡
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第Ⅲ部 アジアの労働組合と国際連帯活動の課題

図表Ⅲ-1･-21 重視する運動課題

賃 金 水 準 の 向 上

福利厚生の充実

取合貝の拡大 と教育

安全再生 ･蒋場環境
の改善

雇用の安 定

人 権 ･綴 合 権 の 擁 護

相 互 扶 助 の た め の 共

済活動

経営者の組合理解の
促進

溝菜教育 ･gf,f練の充
実

労蝕時間の短慮

民主化の促進

新技術帝人への取 り
鼠み

転義転義戎≡義盛凝議読姦克遥遠簸.I:.̂rjj:;I:5'iLtkif;.弱

不安定就労 ･児蓋労
働

青年婦人対策

政府の経済政策への
取 り扱み

多国清企業対策

0 l0 20 30 40 50 80 70 80 90
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図表Ⅲ-1-22 重視する運動課題 (事業所 レベル)

(単位 :%)

-賃金水準の向上 8.8.9申 89.8① 55.-3(∋ 75.8① ･72.6①

福利厚生の充実 88.9.g 75.5② 52.4② 71｣0② 68.0②

安全衛生 .職場環境の改善 69｣4_④ 75.5②._ .33.0 64｣5③ 54.8④

人権 .組合権の擁護 56.1- 136_.7 44-.7-_~⑤ ･48.4 43.6⑥

･-相互扶助のための共済活動 41.7 22.4 37ト9_ 33.9 34.4⑦

1:_職業教育 .訓練の充実 . 5.0.0⑤ _22:4~: 8-:.:7 37｣1 ･26.3⑨ -

新技術導入への取り組み 19,4- 8...2- _3.9 29.0 -13.5

③ 組織上の問題点

組織上の問題点をみると､ナショナルセンターレベルでもっとも問題とされている

のは､ ｢組合財政が不安定｣であり､全体のリーダーの 7割が指摘している｡次いで､

｢組合員の関心が薄い｣ ｢専従がおけない｣ ｢従業員が組合に入 らない｣などが上位

に指摘されている｡事業所 レベルについてもほぼ同様の結果であるが､全体的にナシ

ョナルセンターレベルよりも問題意識が希薄なようである｡

･事業所 レベルについて､各国別に状況をみる-と､･非常に多様な状況をみてとること

ができる｡ 例えば､シンガポールでは ｢役員のなりてがない｣ ｢従業員が組合に入ら

ない｣ ｢専従がおけない｣など基本的には組合のメンバー､ リーダーの問題が深刻で

ある｡また､タイでは ｢組合弾圧政策の標的にされている｣と回答 した組が 3組合に

1組合の割合であり､政治的な状況を物語っている｡
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第Ⅲ部 アジアの労働組合と国際連帯活動の課題

図表Ⅲ-1-23 組織上の問題点

租合 Jtの 粥心 が薄 い

組 合 対 束 tP 不 安 定

什 報 が不 足

役員 の な りて がいな
い

従兼 Jtが粗合 に入 ら
ない

他 粗輔 との連 帯格 助
の 欠 如

専従 が お けな い

政府 等 の弾圧 叔発 の
串 的

上席;岨縞 の支 奴 が 得
られ ず

貴 争 に よ る措 Jbの弱
体 化

役 Jlが叔 治 活 動 に外
心 す ぎ る

帝 に偶農 はな い

その他

括劇 に よ る犠 雀 が多
す ぎ る

0 10 20 30 40 50 80 70

Itlnナktt/1-
広l事集所

④ 組合活動強化 ･整備のための条件

次に､組合活動強化 ･整備のための条件について質問したが､その回答状況 も非常

に多様である｡ナショナルセンターレベルでは､上位の 5項目はいずれ も7割近 く

あるいはそれ以上の組合 リーダーの回答を得ている｡すなわち､ ｢組合財政の確立｣

｢組合 リーダーの養成｣ ｢組合に対する国民の理解｣ ｢組合の再編 ･統一｣ ｢ナショ

ナルセンターの組織強化｣である｡また､事業所 レベルについては､全体的にj-ショ

ナルセンターセンターよりも問題意識がそれほど高 くはないが､同様の条件を強調 し

ている｡

国別にみると､シンガポールでは､ ｢組合 リーダーの養成｣が大きく取 り上げられ

ており､この他に ｢組織間交流の促進｣が重視されている｡一方､韓国では､ ｢産別

労働組合の組織強化｣がもっとも大きな条件として指摘されており､特徴的である｡

また､フィリピンでは､全体的な傾向と合致 しているが､特に半数以上の組合が､
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｢国際組織による支援｣を挙げている｡

図表Ⅲ-1-24 組織上の問題点 (事業所レベル)

(単位 :%)

組合財政が不安定 13.9 49.0③. 37.9③ 43.5① 37.8②

情報が不足 33.3④ 49.ー0③_ 39.8.① 29.0⑤ 37.1③

役員のなりてがいない 52.8② 51.0① 32.PL.笹 19.4 36.3④

従業員が組合に入らない 41.7③ 10.2 -3b.1 30.6~④ 27.8⑤

他組織との連帯活動の欠如 ll.1 51.0(∋ 軍8i2.. 17.7 27.4⑥

専従がおけない 22.2⑤ 24.-5. ∴21.-4.. 33.9③ 25.9⑦

政府等の弾圧政策の標的 16.7 8.2 35..0④ 17.7 22.0⑧

上部組織の支援が得られず 13.9 14.3 20.4 2-4.2 18.5⑨

競争によ畠活動の弱体化 2.8 10.2 2_5.2 1■~6.1 17.0⑩

役畠が政治活動に熱心すぎる 13.9 2.0 6.8 22,6 10.4

特た問題はない 8｣3 14.3 - 6.5 6.2
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図表Ⅲ-1-25 組合活動強化 ･整備のための条件
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図表Ⅲ-1-26 組合活動強化 ･整備のための条件 (事業所レベル)

(単位 :%)

_1シソガポ∵ル 蕗 一国_. タ イ フイ~リピン 全 体

組合に対する国民の理解 86.~1~① 13.■5② 58.3② 75.8① 69.9①

組合の再編 .統一 ･41.7⑤ 36.7 77.7-① 56.5② 59.8②

産別労働組合の組織強化 30.6 81.6(∋ 4-ら.L6p③ 50.0⑤ 51.7@

組合財政の確立 44.4,@ 69.4③.. 4-0.8.寧 46.8 50.6⑤

ナショナルセンターの組織強化 41.7⑤ 53.1 43.7④ 45.2 48.6⑥

組醜聞交流の促進 ..15.0③ 69.4③ 21.■4 37.1 45.9⑦

国際組織による支援 30.6 20.4 14.6 56.5② 27.0⑧

外資系企業の組織化 36.ト 2.0 2.9 9.7 正 6⑨

3.アジア諸国の労使関係成熟化の課題

最後に､社会経済発展のために推進すべき政策について質問した｡その結果､全体

としてこれらの諸問題について意識をもっている割合が高 く､事業所 レベルの組合

リーダーであっても､かなりマクロ的なことについて日頃考慮している状況を伺い知

ることができた｡全体的に大きな問題意覇として挙げられたのは､ ｢人権､民主化｣

｢環境｣ ｢教育｣ ｢海外就労｣である｡まノた､外資導入についても意識が高い｡

これらの状況を国別にみると､シンガポールでは､もっとも高い割合を示している

｢外資導入のための投資奨励｣でも6割弱であり､全体的に問題意識としてそれほど

大きくないことがわかる｡韓国は､全体的傾向にはぼ合致しているが､特徴的なこと

は､全体としてはそれほど大きく取り上げられていない ｢公営企業の民主化｣が第二

位になっていることである｡タイは､これらの政策問題について非常に強い意識をも

っている｡その中でも､ ｢外資系企業の現地化の促進｣ ｢労働者の海外就労｣などは

全体水準を大きく上回っており､特徴的である｡
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第Ⅲ部 アジアの労働組合と国際連帯活動の課題

図表Ⅲ-1-27 社会経済発展のための推進すべき政策

(｢推進すべき｣と回答した割合)

人権扶護 ･民主化推
進

公害防止 ･環境保全

学校教育の整備 ･充
実

公的破菜訓練施設の
整序

国瞭協力による構造
雨盤政策

労働者の海外就労の
奨励

外資等人のための投
資奨励

対外開放政策の推進

外宋系企菜の現地化
促進

先進国からの援助資
金の帝人

輸出加工区の殻置 ･
充実

公営企業の民主化

舛税等による国内産
業の保護

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 80.0 70.0 80.0 90.0
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図表Ⅲ-1-28 社会経済発展のための推進すべき政策 (事業所レベル)

(｢推進すべき｣と回答した割合)

(単位 :%)

シソ.ガボール 韓 国 タ イ フィリピン 全 体

人権擁護 .民主化推進 41｢7~⑥ 85.7-㊨ 80.6① 69.4① ■ 72.6-①

公害防止 .環境保全 44.4-⑤ 79.6_甲 89.6(∋ 66.1③ 71.8g

学校教育の整備 .充実 47.2@ 1 71∴4.④ 72.8⑤ 69.4① 68.7③

公的職業訓練施設の整備 50.0@ 71.4④ 69.9 61.3④ 66.0④

対外開放政策の推進 38.9 42.9 70.9 48.4 54.8⑧

先進国からの援助資金の導入 36.1■ 56.-l7. 58.3 48.4 49.0⑩

輸出加工区の設置 .充実 38.9.- 9_lp.2 41.7._. 41.9 45.9

関税等による国内産業の保護 8.3 66.3 ~46.6 41.9 43.2

(荏)

1) 参考文献 :堀田芳朗 ｢世界の労働組合｣日本労働協会､1986年

2) ｢1992会計年度､労働組合費の調査結果とその分析｣

3) 労働大臣官房政策調査部編 ｢日本の労働組合の現状 (Ⅱ)｣平成 5年版

この調査は､全国地域を対象に9つの代表的な業種に属する民営企業の労働組

合 (組合員規模30人以上)のうちから一定の方法で抽出された5000組合を対象

にして行われた｡調査の実施期間は､1992年 7月 1日から7月20日までである｡
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第Ⅲ部 アジアの労働組合と国際連帯活動の課題

第 2章 ア ジア地域 における労働組合 の国際連帯活動

1.労働組合の国際連帯活動の発展

(1)多国籍企業段階における労働組合の国際連帯

労働組合の国際連帯はいうまでもなく､その運動の初期の頃からの中心的スローガ

ンのひとつであり､旧く19世紀から具体的な国際活動も展開されていた｡しかしなが

ら､それが､各国の労働組合運動にとって格段の重要性を帯び､また国際活動のため

の組織機構が文字通りグローバル ･レベルに発展するようになったのは､第 2次大戦

後のことであるといってよいだろう｡とりわけ､1960年代以降､多国籍企業の活動が

飛躍的に拡大し､世界経済の相互依存体制がますます強まるようになってからは､多

国籍企業化に起因する社会 ･労働問題に対する対応を基軸として労働組合の国際活動

も新たな展開を遂げることとなった｡

近年の主な動きを追ってみると､ ICFTUは1970年代初頭から国際経済上の政策課題

に対する取り組みを強化し､国連や ILO､OECDなどの国際機関への働きかけを積極的

に行なった｡例えば､1971年の ICFTU第 1回世界経済会議では国際貿易､多国籍企業､

国連第2次開発計画における労働組合の役割について決議が行なわれた｡国際貿易に

ついては､基本的労働条件についての ｢社会条項｣を含む公正貿易の必要性が主張さ

れ､多国籍企業対策としては労働組合の参加と国際労働基準確立を基軸とした多国籍

企業の規制システムの必要性が強調された｡

多国籍企業問題については､その後ITS(国際産業別組織)と合同の作業委員会が設

けられ､その提言にもとづいて､1975年の ICFTU第11回世界大会では､ ｢多国籍企業

に関する労働組合憲章｣が採択されるにいたった｡

ICFTUのこれらの決議や憲章は､結果として国連やOECD､ ILOの場での規範形成に

一定の意義をもったとされている｡また､労働組合はOECD､ ILOの政労使三者構成の

場でもこれらの文書に盛られた基本的考え方にもとづいて､多国籍企業の規制に関す

る国際規範形成の必要性についての主張を展開した｡-1976年のOECD､ ｢多国籍企業の

行動指針｣､1977年の ILO､ ｢多国籍企業及び社会政策に関する原則の三者宣言｣は､
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労働組合の主張が全面的に認められた内容のものではないにせよ､労働組合の働きか

けをも背景としながら政労使合意の文書として確認されたことの意義は大きい｡

1983年に､ ICFTUは ITSと多国籍企業対策に関する任務分担について協議を行ない､

その結果 ICFTUは国連や ILOなど中央レベルでの影響力行使を任務とし､ ITSは多国

籍企業の組織化や労使関係の当事者への直接的な支援を行なうという申し合せができ

た｡

ITSもまた､多国籍企業問題への国際世論形成に大きな役割を果たしてきたが､D.

ブレイクによれば､その活動には次の4つの段階がみられるという｡

1.多国籍企業に関する情報収集と伝達

2.加盟国労働組合間の国際的協議 (例えば､世界企業別協議会)

3.多国籍企業の国際的､地域的な規制への運動推進､援助

4.多国籍企業との交渉における政策調整

最近の IMFにおける欧州労使協議会(EWC,EuropeanWorksCouncil)をめぐる動きは､

さらに進んで国際労使協議制の実現とでも呼べるものであり､これは第 5段階と位置

付けることもできよう-｡

(2)アジア地域における国際連帯活動

以上のように､国境を越えた労働組合活動の強化が進展してきたわけであるが､そ

れを支える労働組合の国際的ネッ トワークに関しては､当初は組織勢力の上からいっ

て､どうしてもヨーロッパとアメリカが先行する形にならざるをえなかった｡最近に

おける注目すべき変化は､一方で先進工業国労組における､開発援助に関わる諸活動が

拡大深化したことと､同時に発展途上国労組の側での国際的組織機構も徐々に整備さ

れつつあることであろう｡

それらは､地域ブロック別の国際組織として形成されているが､とりわけ､ ICFTU

や ITSのアジア ･太平洋地域組織 (ICFTU-AFRO,IMF-BestAsian_Office,TWARO,APRO-

FIET,e上c.)の動向が注目されるところである｡
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第Ⅲ部 アジアの労働組合と国際連帯活動の課題

現在､アジア太平洋地域の主な国際労働組織には次のようなものがある｡

[機関名]

ICFTU-APRO

AFRO-FIET

FIET-JLC

ICEF東京事務所

IFBWW-APRO

IFBWW-JAG

IFFTU-ARO

IMF-BastAsianOffice

IMF西アジア事務所

ITF日本事務所

IUF-AFRO

IUF日本事務所

PTTIアジア事務所

PTTI東京事務所

PSI東京事務所

ITGLWF-TWARO

[所在地]

シンガポール

シンガポール

東 京

東 京

セランゴール ･マレイシア

東 京

クアラルンプール ･マレイシア

東 京

ニューデリー ･インド

東 京

シドニー ･オース トラリア

東 京

シンガポール

戻

東

京

東京には多 くの ITSがブランチを設置していることが分かる｡日本の労働組合の国

際活動は､機構の上でもアジア地域への対応がビル トインされた形になっているので

ある｡

アジア太平洋地域の労働組合は､ ICFTUで も ITSでも､現在ではほぼ加盟組合員数

全体の 3分の 1を占める組織勢力となっている｡もちろん､組織率という点でみれば､

一般的にいっていまだ低い段階に止まっており∴反組合的環境の下で幾多の困難を抱

えている組織も多 く､組織基盤の整備もまた今後の大きな課題として残されている｡

とはいえ＼この地域における国際活動は量的にも.質的にも-着実に伸びつつある,｡一例

IR9



えば､日本における ITSレベル､あるいは各単産レベルの国際活動の動向をみても､

近年はアジア太平洋地域に関わる活動の比重が急速に高まりつつある｡特に､傘下に

多くの大手多国籍企業の組合を組織している単産において､この傾向は顕著である｡

例えば､電機連合では､1992年度の国際交流活動による海外派遣21件 ･96名のうち､

11件 ･58名がアジア太平洋地域に関するものであり､過半数を越えている｡その背景

には､80年代に入ってからの､アセアンを中心としたアジア地域への海外直接投資

の急速な拡大がある｡電機連合加盟組合が対応する企業の海外事業所従業員数は､

1992年時点では42万人弱に達していたが､そのうちアジア地域の比重は54.8%､23万

人弱に及んでいる｡また､海外事業所従業員で労働組合に組織されているのは 4.5万

人弱であるが､そのうちアジア地域の組合員数は約 3.5万人 (78%)と圧倒的比重を

占める｡このような日系企業の海外子会社で組織された労働組合との交流や支援活動

も活発化しつつあることも注目される｡このような傾向は､電機連合に限らず､傘下

に多国籍企業に対応する組合を多数抱える単産にはぼ共通する傾向といってよい｡

(3) アジア地域における国際的労使関係の構図

以上のような経過の中で､労働組合の国際活動のネットワークが形成されてきた｡

これを労使関係システムの国際化という視点から考えてみよう｡

労使関係システムを､ダンロップの古典的な規定にしたがって､労働者とその組織､

経営者とその組織､および政府機関の3?のアクターによって構成される､所与の環

境条件の下での職場における仕事のルール (賃金､労働条件､働き方等)をめぐる対

抗関係の総体として捉らえると､そのシステムは産業の国際化にともなって､主権国

家の枠を越えて次第に国際的な垂層構造を形成してきたといえる｡いま､これをあえ

て単純化して示すと図Ⅱ-2-1のようになろう｡グローバル ･レベルでは国連や

OECD,ILO等の国際機関の場で､国際労働基準や多国籍企業の行動基準をめぐる政労使

の対抗関係がある｡それは､一国際機関の地域組織 (ESCAP,ILO-ROAP等)や地域国際機

関 ･機構 (APEC等)のリージョナル ･レベルにも投影され､これらの場で形成される

国際規範の影響力が主権国家レベルでの労使関係システムと相互作用しながら､国際

的労使関係システムの重層的構造が形作られているのである｡各主権国家レベルの労
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使関係システムは､各国の自主的決定の領域に属することであり､また産業自治の原

則のもとに､労使合意が基本となって形成されるものである｡とはいえ､次第に国際

関係の影響力は労使関係レベルにも強く及ぶようになってきているのが､近年の発展

傾向であるといえよう｡

さて､そのような国際労使関係の発展傾向を促した勢力のひとつは､いうまでもな

く労働組合であった｡国際労使関係システムの場での影響力行使､運動課題前進のた

めの相互支援 ･協力をめざして､図Ⅲ-2-2に示すような国際連帯のネットワーク

を構築している｡それは､中央レベル (ナショナルセンターーICFTU地域組織-ICFTU

本部のライン)､産業レベル (事業所 ･企業レベル単組一産別組織- ITS地域組織-

ITS本部のライン)の2本立て構造をなしていることが特徴的である｡ ITSを基軸と

する産業別の国際連帯ネットワークが相対的自律性を持ちながら､ ICFTUのラインと

の相互協力関係を形成していることが､マクロ国際関係における政治的パワー ･ポリ

ティクスとは区別される､労働組合の国際活動の独自性をもたらしているといえる｡

こうした国際連帯ネットワークの機能は､(1)組織化や労使関係問題についての国際的

支援 ･連帯､(2)国際規範形成 (国際労働基準､多国籍企業の行動規範など)二 および､

(3)国内 ･国際にわたるさまざまな政策への影響力行使である｡
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図表Ⅲ-r2-1 労使関係システムの国際的重層構造

一相互依存世界における影響力の形成

グ ローバル ･レベル

国連

ILO,OECDS
国際 諸機 関 ･機構

リー ジ ョナル ･レベル

国際機 関地域組織

地域 国際機 関 ･機構
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図表Ⅲ一2-2 労働組合の国際連帯ネットワーク

中央レベル

グローバル ･レベル

リージョナル ･レベル

主権国家レベル

産業レベル

●■■-■■●■■■■----●■■■■■●■■■--■■-ー■■■■-■■----

':【機能】J
;国際的支援 ･連帯1
; ･組織化I
三 ･聞争支援J
;国際規範形成l

･国際労働基準

･多国籍企業の

行動規範I

凍 朱への影響力

檀 使I
; ･社会的監査I
; ･社会的統制 ;■----■■-ー--■■--■■---ー-●-●●■---■■-■■■

ところで､このような国際労使関係の構図の中で､もうひとつ見逃 してはならない

ことは､多国籍企業における多国籍労使関係の形成とでもいえる近年の動きである｡

多国籍企業の行動規範をめぐっては､前述 したように ICFTU,ITSの長い取り組みの歴

史があるが､現実にも多国籍企業の本国における労働組合 と投資先国子会社 ･事業所

の労働組合との問には ITS,ICFTUのルー トを通 じて､公式､非公式は別にして､次第

に情報交換や支援 ･協力などの関係が形成されつつある｡その概要を整理すると図Ⅲ

-2-3のようになるが､ここで-は､B国の本国企業の経営者と投資先A国子会社 ･

事業所の経営者を結ぶ経営的意志決定のラインに対 して､労使関係に関わる事項に関

して､(1)組織化､闘争支援､(2)本国企業への働きかけ､(3)労使間の話 し合いの仲介 ･

斡旋､(4)さらに進んだ形態としては､多国籍労使協議の制度化など､さまざまな国際

的影響力行使の模索が続けられている｡
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図表Ⅲ-2-3 多国籍企業における多国籍労使関係の形成

本国 企 業

B国

書影 響 力 行 使 は ､具 体 的 に は

･組 織 化 ､ l紺争 支 援

･本 国企 業 へ の 働 きか け

･結 合 い の仲 介 ･斡旋

･多 国 籍 労 使 協 議

な ど､様 々 な形 態 が 発 展 しつ つ あ る ｡

例えば､国際金属労連(IMF)の ｢アクション･プログラム :1993-1997｣ (1993年

6月第28回世界大会決定)では､多国籍企業対策として､団体交渉戦略の面では､同

一企業に対する国境を超えた交渉の展開と協定締結という一歩踏みだした方針を決定

しており､またそうした観点から､EU統合の一連の動きの中で現実化しつつある欧州

労使協議会(EWC)設置の最近の動向を積極的に評価している｡ IMFはまた､組織機構

の面でも､多国籍企業対策としての ｢世界企業別協議会｣ (日本企業では､ トヨタ､

日産､ホンダ､マツダ､三菱､松下の 6社が対象)の拡大強化を打出している｡これ

に応えて松下労組では､従来開催してきた ｢松下関連労組世界会議｣を ｢松下関連労

組世界協議会｣として常設機関的な機構整備をはかることが検討されている｡同様の

取り組みは､他の ITSや産別組合でも現在さまざまな形で行われつつある｡こうした
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第Ⅲ部 アジアの労働組合と国際連帯活動の課題

動きがアジア地域 レベルでも今後活発化してぐるものと思われる｡

以上のような国際労使関係システムの重層的なからみあいの中で､いまや各国労働

組合運動の相互依存性はますます高まりつつある｡問題はその相乗効果を､経済発展

における社会的側面の充実に向けていかに発揮するかにあるといえよう｡

2.労働組合の国際活動の現状と課題

(1)アジア労組の国際活動の現状

アジア地域の労働組合は､現在どのような国際活動を行なぅているのかを､･.今回の

組合リーダー ･アンケー ト調査の結果からみてみよう｡ (前章と同様国別の分析は､

サンプル数の比較的多かったシンガポール､韓国､タイ､フィリピンの4ヵ国に限定

する｡)

図表Ⅲ-2-41および図表Ⅲ-2-5は､ ｢あなたの組合で行なっている国際活動

にはどのようなものがありますか｣という設問に対し､複数選択で答えてもらった結

果を示している｡

まず 7.ヵ国計でみてみると､圧倒的に多いのは 千自国での国際会議､セミナーへの

参加｣で73.3%､次いで第 2位は ｢外国での国際会議､セミナーへの参加｣であるが､

44.3%と第 1位よりもかなり比率が落ちる｡

｢自国での国際会議､セミナーへの参加｣は､事業所レベルのリーダーでも約70%

が国際活動の内容としてあげていることは注目される｡ナショナルセンター ･､産別組

織の場合は､ ｢外国での国際会議､セミナーへの参加｣の比率は74.5%で､自国での

参加の場合の82.2%に迫る高い比率となっており､ナショナルセンター ･産別組織の

リーダーの場合には､国外での国際的な人的交流 ･情報交換に参加する機会が事業所

レベルのリーダーよりも多い｡
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図表Ⅲ-2-4 各国労働組合の国際活動の内容 (無回答除く)

7 カ 国 計

国隙金談､セミト伯国)

国降会読.セミト外国)

坊間団の派遭

海外箕金扶助受入等

坊間団の受入れ

何もしていない

その他
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団 捻計 田 本集所レへ･h 団 :ナシ- ン9-･産別

図表Ⅲ-2-5 各国労働組合の国際活動の内容 (無回答除く)

7カ国計 亘 国 別

総 計 事琴所レベル ナショナルセンター･産卵 シ.ンガ華- ル 韓 国 タ イ フイリ..ピン

自国での国際会議､ヤ_ミナ-参加 A(丑73.-3 ①69.? ①8-2.2 ①69.7 oL61｣3 ①7P.5_.‡了TTT

外国での国際会議､セ ミナー参加 ②44.3 @30..8 ②74.5･.琴54iI5 ②33'.2 ②17.1由58｣畠

革開国の派運 ③25..,8_③22.4 33.4 壷51.5 ll.0 11T4 24T2

_海外からの資金援助などの受入れ 24.4 14.9 寧45...6 3.1. 5.5 1.3.3 ③4i.5

訪問団の受入れ 20.6 13.4 36.7_ 3-0.._3 5.5 5.7 5.2

何もしていない 14.8. 18.9 5.5 18.2 0.0 ③16.2 14.5
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その他の国際活動は､第 3位 ｢訪問団の派遣｣25.8%､第 4位 ｢海外からの資金援

助などの受入れ｣24.4%と続いているが､国際会議､セミナー参加に比べると､比率

は非常に低くなっている｡

第 1位､2位の順位は国毎にみても変らず､各国とも､労働組合の国際活動の中心

をなすのは､ ｢国際会議､セミナーへの参加｣であり､･とりわけ自国で開催されるそ

れへの参加の比重が高い｡

｢海外資金援助等受入れ｣は､シンガポール､韓国では3-5%と､ほとんど無視

しうる程度の比重を占めるにすぎないが､フィリピンでは47.5%とかなり大きな比重

となっており､国毎の差が大きい｡

｢訪問団の派遣｣を国際活動の内容としてあげた組合 リーダーは､全体ではあまり

多くなかったが､シンガポールの場合は51.5%と過半数を越えているのが注目される｡

また､シンガポールの場合は､ ｢訪問団の受入れ｣の比重も30.3%と相対的に高く､

これは組織基盤､財政基盤の確立とともに､この地域の情報センター的な位置もまた

背景になっているのではないかと思われる｡

現在のところ､今回調査対象となった各国の労働組合の国際活動は､総じて ｢国際

会議､セミナー｣への参加が主たる内容となっており､人的交流､情報交換が中心的

な内容となっている｡とはいえ､自国で開催されるこのような国際活動への参加が､

事業所レベルの組合 リーダーも含めて､かなり広範に浸透 していることには注目しな

ければならない｡労働組合の国際的情報交流､人的交流の機会は､会議､セ.ミナー等

を通じて､現在では相当程度日常のものとなっているとみることができる｡

(2)アジアの労働組合は国際活動に何を求めているのか

前節でみたように､労働組合の国際的ネットワーク形成は､企業活動の国際化に呼

応して格段の進展をみせつつあ り､アジアにおいても､そのようなネットワ-グを前

提とした国際的な場での労働組合活動が､国内の運動にとってもますます重要性を高

めっっある｡
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それでは､アジアの労働組合は､国際労働組織や海外の労働組合の国際活動に対し

て､どのような期待を持っているのだろうか｡

図表Ⅲ-2-6､図表Ⅲ-2-7は､ ｢国際労働組織や海外の労働組合が今後重点

を置くべき国際活動の分野｣を複数選択で選んでもらった結果である0

まず､ 7ヵ国計の数値で､上位になった活動分野をみると次のようになる｡

1. ｢労働組合員教育への支援｣ 69.7%

2. ｢国際会議､セミナー開催｣ 63.9%

3. ｢国際情勢情報交換｣ 63.7%

4. ｢訪問団派遣､受入れ等｣ 59.1%

5. ｢労使問題への支援活動｣ 50.7%

労働組合運動の発展にとって､人的資源の蓄積は不可欠の前提条件である｡その意

味で ｢労働組合員教育への支援｣が国際活動の最重点分野に位置付けられていること

は注目に値しよう｡事業所レベルとナショナルセンター ･産別組織レベル別にみても､

この項目が第 1位に来ることは変らない｡これまでにも､この分野は発展途上国労組

に対する支援活動の重点分野であり､すでにICFTUや各 ITSレベルで長 ･短期

のリーダー研修プログラムや現地での労働学校の開催など､さまざまな実績が積み上

げられてきているが､それは各国労組のニーズにもかなっていることが分る.

各国毎にみると､重点活動分野の順位にはかなりの相違があるものの､ ｢労働組合

員教育への支援｣､ ｢国際情勢情報交換｣､ ｢国際会議､セミナー開催｣の上位 3項

目の比重が高いことは､おおむね共通している｡各国別の特徴としては､シンガポー

ルで ｢新技術生産性情報交換｣ (第 4位 ･72.7%)､韓国､フィリピンで ｢協約､労

働法国際比較｣ (それぞれ第 3位 ･53.8%､第 4位 ･62.9%)､また､タイで ｢労使

問題への支援活動｣ (第 3位 ･53.2%)が､それぞれ相対的に上位に位置付けられる

傾向にある｡
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図表Ⅲ-2-6 国際労働組織 ･海外労組が今後重点を置くべき課題

7 カ 国 計

労働組合員教育支捷

図枠全紙セミト等開催

国粋情勢頒報交換

甜 笥 団 派 辻 ､受 入 れ 等

労使間産支捜活動

新 技 術 生 産 性 †貴報 交 換

安全蘇生技術協力

協 的､労働法 国 梓 比 較

囲隙労弛基 準 の確立

経済 ･産業､政策協議

政府開発援助への関与

その他

20 ㈹

団 朋 十 国 手斯 州 団 ナシヨナ肘 卜
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図表Ⅲ-2-7 国際労働組織や海外の労働組合が今後重点を置くべき国際活動

(無回答除く)

7カ国計 各 国 即

総 p計 事業所レベル ナショナル-センター･産別 ･シ ンガポール 韓 国 タ イ フィリピン

労働組合員教育への支援 ①69.7 ①98こす ①71.5A_@78.7④52.0①67.0 @79.lo

国際会議､セミナー等の開催 ②93.9@62.i③61.9 ①93.9949:9⑤43.6 (980.6

国際情勢に関する情報交換 @63.7.-@59.1面73-.i ③75.7@5恒 ②56.4 ③69._4

訪問団派遣､受入れ等人的交流 -④59.1④59..9J④_63.:4 @6.3.6-①74..9④46｣8 60.2

安全衛生についての技術協力 48∴1 -p41.5 a)62.5 57.6 34.6 4Ll 58.4

国際労働基準の確立 45.2 42.2. 51.8 42.4 46.2 29.8 59.3

経済政策一､産業政策等の政策協議■ 33.5 27.9 45.~5 48.4 28.9 ll.3 54.6

政府開発援助への労働組合の関与 皇5.0 22.7 26.5- 36▲3 17.3 8.0- 46.3

この設問では､国際活動の今後の重点分野のうち､とりわけ日本の労働組合にとっ

て重要なものは何かを3つ以内で選択してもらった (図表Ⅲ-2-8､図表Ⅲ-2-

9)｡その結果､上位にあげられた項目を3ヵ国計でみてみると次のようになる (タ

イからはこのサブ･クェスチョンへの回答が得られなかった)0

1.｢国際会議､セミナー開催｣ 45.0%

2.｢労働組合員教育への支援｣ 42.9%

3.｢新技術､生産性問題等の情報交換｣ 40.0%

4.｢訪問団派遣､受入れ等｣ 31.1%

5.｢国際情勢情報交換｣ 28.2%
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図表Ⅱ-2⊥8 日本労組が今後重点を置くべき国際活動

7 カ 国 計

国瞭会談セミト等rTrl催

労働組合員教育支捷

新技 術生産 性情 報 交 換

防 問団派 遣 ､ 受 入 れ 等

国桝 !郎再報交換

経 済 ･産 業 ､ 政 策協議

労使間粗支捷活動

安全衛生技術協力

国隙労他基準の吐血

協的､労触法国梓比較

政府開先捷助への桝与

その他

打H E3E

図 絵計 留 事業所… 田 ナシ棚 か

40

組合員教育への支援活動や情報交換､人的交流の比率が高いことは､国際労働組織

や海外の労働組合一般の場合とはぼ変らないといってよい｡特徴的なことは､ ｢新技

術､生産性問題等の情報交換｣が40.0%とかなり高い比重を占めていることであり､

特に事業所レベルの組合 リーダーでは､この項目が43.9%で第 1位にランクされてい

ることは注目される｡この問題をめぐっての日本における労使協議の経験交流は､日

本の労働組合が国際貢献できる有望な分野であることが示唆される｡

国別にみると､ ｢新技術､生産性問題等の情報交換｣の比重が特に高いのは､シン

ガポール (第 1位 ･58.3%)､韓国 (第 1位 ･50.0%)であった｡

また､フィリピンの場合は､ ｢労使問題への支援活動｣が相対的に高く位置付けら

れる傾向がみられた (第 3位 ･32.7%)0
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図表Ⅲ-2-9 日本の労働組合が今後重点を置くべき国際活動 (無回答除く)

7カ国計 各 国 別

紘 .菖十 軍業所レベル ナショナルセンター･産別 シンガポール l韓 国 タ イ ブイリ.ピン

国際会議､セミナ-等の開催 ①45.9 942.:8 ①49.0 ②49.9 甲29.4 ②48.2

労働組合員教育への支援 ②42.9 @42.8 @43.4,.⑤29.1- 23..5 ①56.9

新技術､生産性問題の情報交換 ③40.0 ①43.9-③34.1 ①58.3-①50.0. -③32.7

訪問団派遣､受入れ等人的交流 ④31.1 ⑤3.4..9 甲21.5 ③4ラ｢.9 ②17.1 15.5

国際情勢に関する情報交換 ⑤28.2 ④37.0 1~5.2 941.7 @_3.8,2 @20.6

経済政策､産業政策等の政策協議 21.1■ 18.0 ゐ26.早..p寧29.~1 .皇6.5 i,7.3

国際労働基準の確立 17.6 14.9 ;22.6 0.0:__④2白.■.4二 一13.9

労働協約､労働法などの国際比較 15.5 ll.3. 212,6 0.0 26.5_ 10.3

政府開発援助への労働組合の関与 ･1~0.5 ll..3 ･9.3 12.4. _2.9 13.9

3.ア~ジア地域における国際連帯活動の課題と可能性

1993年 6片27-28日にタイのプーケットで開催されたICFTU-APRO経済会議は､ ｢民

主的発展のための社会憲章｣の開発の必要性について議論し､アジア太平洋地域にお

ける経済発展の民主的 ･社会的側面の確立をめざして､取り組みを強化しつつある｡

この社会憲章は､1994年･8月 にソウルで開催される執行委員会で採択の予定で､現在

議論が続行中である｡また､1993年10丹21-22日の-地域執行委員会 (シンガポール)

では､社会憲章の完成後､ ｢その意図を労働組合機構の各レベルで明確に具体的な行

動に移すための行動計画作成｣という立場から ｢社会的対話に関する決議｣を採択し

た｡それは､ APEC,PECC,ASEAN等の政府間グループや国.際通貨基金､世界観行､アジ

ア開発銀行等の国際的､地域的金融機関に対して､ソーシャルパー トナーとしての労

働組合との定期的対話を開始することを求めるものである｡
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このように現在ICFTU-APROレベルでは､グローバリズムとリージョナリズムの交錯

するアジア地域において､労働組合の立場からの国際経済秩序形成への影響力行使の

ための枠組み作りの努力が続けられつつある｡

また､これに呼応して､ ITSレベル､あるいは日本の単産レベルでもさまざまなア

クションプログラムが計画されつつある｡

こうした各レベルの労働組合組織による､アジア地域における国際連帯活動の新局

面を切開くための努力が実を結ぶためには､まずは各国における労働組合の基盤強化

と産業民主制の健全な発展を促進しなければならない｡

そのためには､前節のアンケー ト調査の結果からも示唆されるように､まず第一に

は､労働組合の人的資源蓄積のための支援強化が重要であろう｡

第二には､これまで以上に人的交流､情報交換活動もまた積極的に推進する必要が

あろう｡これもアジア各国の労働組合の求めるところである｡

第三には､さらに一歩進めて､組織化や労使問題解決のための支援活動の推進も積

極化しなければならない｡とりわけ､多国籍企業の海外子会社に対する取り組みは､

今後ますます重要性を高めていくだろう｡

第四に､以上の活動を推進するための前提条件として､ナショナルセンター､産別

組織､企業別組合の各レベルでの多様なネットワーク作りが必要である｡

いずれにせよ､世界経済のグローバ リズムの流れは､一国を超えた国際産業民主制

の発展を要請している｡とりわけ､世界の成長センター､アジアにおけるその発展は

きわめて重要な戦略的意味を持つといえるだろう｡
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第 3章 日 本 の 労 働 組 合 の 課 ･題

1.東アジアの労働組合と労使関係

(1)発展する東アジアの労働組合と労使関係

第Ⅲ部第 1章で明らかにしたように､アジアNIES､アセアンから構成される東

アジア諸国の労働組合､労使関係は確実に発展してきている｡確かに労働組合組織率

は低く､最も高い国でも20%を下回り､低いタイ､マレーシア等は10%にも達しない

という状況にあるが､企業 (事業所)レベルの状況を詳細に観察してみると､労働組

合は活動を活発に展開し､近代的な企業内労使関係の形成に重要な役割を果たしてい

る｡

例えば組織力についてみると､労働組合は企業 (事業所)の8割前後の従業員を組

織化している｡しかも､組合員からはチェック･オフ方式で賃金の 1%前後を組合費

として徴収しており､日本の水準には達していないものの､組合財政の基盤も確実に

整備されてきている｡

こうした組織基盤を背景にして､各国の労働組合は労使関係の制度化を着実に進め

てきている｡第一に労働協約の面からみると､例えば賃金 ･労働時間の基本的な労働

条件については7割以上､福利厚生や交渉手続きについては6割以上の組合が協約の

対象にしている｡第二に労使交捗の面でも､年2回の団体交渉に加えて､福利厚生､

職場環境 ･安全衛生等を主要テーマにして年 5回の労使協議が行われている｡ (こう

した労働組合の組織力の基盤整備状況や労使関係の制度化は､経済発展に見あってい

る現状がある｡第Ⅲ部第 1章参照｡)

(2) 東アジアの労働組合が直面する課題

以上のように､東アジアでは企業 (事業所)レベルの労働組合組織と労使関係が確

実に発達しつつあるが､解決すべき問題も多い｡まず労使コミニュケ-ション上の問

題では､話し合いに対する経営者の姿勢にやや問題があり､それを肯定的に評価して

いる労働組合は約半数にとどまる｡具体的には､経営側が情報提供に消極的であるこ

と､話し合いの機会が少ないことが主要な問題点としてあがっている｡

それに加えて労働組合の組織上の悩みも多く､第一は組合財政が不安定であること
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であり､それが専従を置けない悩みにつながっている｡それに次ぐのが､従業員の労

働組合に対する関心が薄れ､従業員の組織化が難しくなっている点である｡

こうした現実を前にして東アジアの労働組合 リーダは､組織と活動の強化 ･充実の

ための課題として､大きく①労働組合に対する国民の理解を高めること､②組合の再

編 ･統一をはかり､産業別労働組合とナショナルセンターの組織強化をはかること､

③組織内部の課題としては労働組合 リーダを養成し､財政基盤の確立をはかること-

の三つの点をあげている｡

(3) 東アジアの労働組合が期待する国際協力

それでは､こうした現実の中で､東アジアの労働組合は国際組織や海外の労働組合

とりわけ日本の労働組合に何を期待しているのか｡第Ⅲ部第 2章で明らかにしたよう

に､彼らのニーズは組合 リーダの育成という労働組合版人造り協力に集中している｡

そうした中で特に日本の労働組合に期待している点は､生産性向上をはかるための労

働組合としての具体的な取り組み方に関する技術協力である｡

どの国に於いても社会経済の健全な発展には､政労使のそれぞれが重要な役割を果

たさねばならない｡わが国の東アジアに対する国際協力の現状をみると､政府は政府

開発援助を通して現地政府機関等に対して､企業は直接投資等を通して現地の企業､

産業に対して積極的に協力してきた｡それに比べ社会経済発展を担うもう一つの主役

である労働組合に対するわが国の国際協力は､必ずしも十分な状況にあるとはいえな

い｡

以上の東アジアの労働組合のニーズと国際協力の現状を踏まえれば､日本の労働組

合が労働組合活動､労使関係の分野に於いて､東アジアあるいは広く途上国に対して

国際協力を行うNGO組織として行うべきことは多い｡それを考える上で､日本の労

働組合の国際活動の現状を捉えておくことが必要である｡

2.日本の労働組合の国際活動の現状

(1)労働組合の国際的な組織連関と国際活動

前章で述べたように､日本の労働組合の国際労働組織との公式的関係は､連合が国

際自由労連に､産業別組合が国際産別に加盟するという組織構造を基礎に形成されて
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いる｡なお後者については､国内の加盟組織が連絡調整機関として国際産別加盟組織

連絡協議会 (以後､国際産別協議会と略称する)を設置し､それを介して国際産別の

活動に関与する場合が多い｡またそうした公式的な組織機構の中で､企業別組合は加

盟産別 ･国際産別協議会あるいは連合を介して国際労働組織と関係をもっている｡し

かしながら､国際化の進んだ大手多国籍企業の労働組合の場合には､企業グループ内

での国際的関係が生まれてきており､近年､このチャネルを介した国際活動の重要性

が高まっている｡

日本の労働組合の国際活動には､こうした国際的組織機構の下で国際労働機関の加

盟組織として行う活動と日本の組合独自の活動があるが､ここでは後者の活動に注目

したい｡さらにこの独自活動には､国際的な組織機構を活用して行われる場合と､日

本独自のチャネルを介して行われる場合がある｡前者の国際組織活用型が主要なタイ

プであるが､国際協力などの新しい分野を中心に独自チャネル型も増えつつある｡以

下では､この日本独自型の国際活動の概況について整理しておきたい0

(2)国際活動の概況

① 交流活動一人的交流から情報収集 ･調査活動へ

第一の国際活動は人的交流であり､最も活発に行われている運動分野である｡海外

からの受け入れが急増するとともに､海外派遣事業にも積極的に取り組んでいる｡そ

の多くは海外の同じ産業の労働者と交流することを目的に産別 ･国際産別協議会が主

催し､国際産別のチャネルを介して行う派遣事業であるが､近年､国際的な企業グル

ープのネットワークの中で企業別組合が独自に行う派遣事業が増えてきている点が注

目される｡

これまでは､ トップリーダ問の交流と国際労働組織主催のセミナー等への参加が主

な派遣目的であったが､徐々に産別加盟労組の中堅リーダの研修を目的とする事業が

増えてきている｡さらに､この教育機能を徹底 した事業として､長期の海外研修プロ

グラムを行う産別 ･国際産別協議会もある｡経費のかかる事業であるが､国際化時代

を担うリーダ養成のスキームとして高く評価されている｡

こうした交流活動が発展すると､政策上の目的をもって調査チームを海外に派遣す

る情報収集 ･調査活動や､政策的問題を海外の労組と協議する活動が第二の分野とし
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て登場する｡この中の政策協議活動はとくに､第一に公式的な国際組織ルー トを介し

て連合､産別 ･国際産別協議会が行う､企業別組合を越えた活動であること､第二に

主な対象国が米国と東アジア諸国であること､第三に ｢雇用と国際的な経済関係｣を

テーマにしていることに特徴がある.

② 国際援助活動

第三の分野は国際援助活動であり､これには途上国の労働組合に対する援助と､労

働運動から離れた人道的援助等の国際貢献活動がある｡前者は連合､産別 ･国際産別

協議会がそれぞれの労働組合の国際的チャネルを介して行う場合が多く､その主な内

容はリーダ教育に対する援助である｡次の人道援助等の国際貢献活動は他の活動に比

べて日本の労組間の機能分担が明確でなく､連合､.産別 ･国際産別協議会､企業別組

合のそれぞれが独自に活動を展開している｡

いずれにしても､この国際協力の分野は国内労組間の機能分担はどうすべきか､国

内の専門援助組織を作るのか､マルチ方式かバイ方式か､バイ方式の場合には援助プ

ロジェクトの管理をどのように行うのか等の問題が真剣に検討される必要がある｡

③ 多国籍企業問題への対応

最後の重要な分野は多国籍企業問題への取り組みである｡まだ実績は少ないが､

IMFが推進する世界企業別協議会の設置や多国籍企業内の国際的労使協議システム

の確立などへの対応が今後求められてこよう｡

もう一つの重要な活動は､日系企業内の労使問題への対応であり､現状では､国際

産別ルー トを介して産別 ･国際産別協議会が対応する場合と､国際的な企業グループ

内のルー トを介して親企業の労組が対応する場合の二つがある｡日本の企業別組合の

リーダには､後者の企業内的な解決に頼ろうとする傾向がみられるが､問題解決の国

際的な仕組みのあり方については､改めで慎重に検討する必要があろう｡

このようにみてくると､日本独自の国際活動は産別 ･国際産別協議会を中心に展開

されており､その中で企業別労組は､日本人派遣者問題への取り組みと産別 ･国際産

別協議会の活動への参加を主要な国際活動としている｡しかし最近では大手の多国籍

企業の組合を中心にしてミそれらに加えて関連日系企業との交流､日系企業の労使問

題への関与､国際貢献活動の推進が重要な活動分野にならてきている0
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3.国際活動の課題

(1)充実が期待される活動分野

こうした現状を踏まえると､日本の労働組合は長期的にみて､国際活動の分野でつ

ぎのような課題を抱えている｡ .

活動内容の面では､第一に､これまでの交流活動中心型から脱皮し､国際的な情報

収集 ･伝達と政策形成の能力を高め､労働組合の国際的ネットワークの中で情報を発

信し､国際的な政策形成に参加する活動が求められている｡こうした努力は､日本の

労働組合運動や労使関係を国際的に正しく認識してもらうためにも不可欠である｡

第二にJ労働組合としての国際協力が重要な課題であり､とくに最も労働組合らし

い労働組合活動に直接かかわる協力活動の充実が考えられねばならない｡途上国の健

全な労働組合活動の発展にとって､最も重要なことは労組 リーダの養成である｡前述

した交流活動の中で､日本の労働組合はこれまでも労組リーダ教育に熱心に取り組ん

できたが､今後､一層の充実が求められる｡

もう一つの国際協力活動である人道援助等の協力活動については､.活動の拡大､充

実をはかるためにも､連合､産別､単組の各レベルの労働組合の問の機能分担のあり

方が検討されるべきであろう｡

第三に､日本企業の多国籍企業化に関わる問題､とくに日系企業の労使関係上の問

題に対する対応についてである｡この問題の最も基本的な対応策は､交流活動や国際

協力活動を介して､健全な労働組合活動とリーダの育成に協力することにある｡その

上で実際に起きた労使関係上の問題については､企業別労働組合ではかなり限界があ

り､産別が重要な役割を果たすことが必要であろう｡

(2)国際活動のための組織体制整備の課題

こうした国際活動を支えるためには､国内組織を整備充実することが不可欠である｡

そのためには第-に､-労働組合の トップ･リーダが国際活動の重要性を正しく認識す

ることが必要である｡

それを基礎にして第二に､国際的な活動を担うリーダを養成することが求められ､

現在行われている海外派遣プログラムを一層強化することが必要である｡.

第三に企業別組合､産別､連合の中に分散している､国際活動に関わる機能と資源
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(カネとヒト)を再編整理し､国際化時代にあった新しい体制作りを行う必要がある0

その過程で国際協力等の特定分野に関しては､効率的な運営体制を構築するために専

門機関を創立することも考えられる｡

4.国際協力に関わる政策提言

(1)国際協力のための組織整備のあり方

a) 組織体制の整備一望まれる国際協力専門組織

以上のような多様な課題を解決するために､どのような政策が求められるのか｡こ

こでは国際協力の分野に限定して､幾つかの提案をしたい｡

まず組織体制の問題については､現在､個々の労働組合 (前述したように､その中

心は産別であるが)がそれぞれのチャネルを通じて行っている多様な協力活動を支援

し､調整する国際協力の専門組織が拡充､整備される必要がある｡そのために新たな

組織を作ることも考えられるが､すでに国際協力事業の実績を積んでいるJILAP

を充実 ･強化することが最も現実的な方法であろう｡

この組織はいわば､労使関係や労働組合運動の分野の国際協力を専門に扱う ｢労働

組合版NGO組織｣である｡国際的な相場からみると､わが国政府は労使関係 ･労働

運動関連の政府開発援助予算を拡充する必要があるが､その援助活動を推進する専門

機関としても､国際労働財団 (∫iLAP)を積極的に位置づける必要がある｡

② 国際協力のための人材と資金の確保策

こうした組織整備に合わせて､国際協力を担う人材の養成 ･確保が不可欠である｡

後述する国際労働学校もそのための一つの対策であるが､それと同時に､援助の外部

専門家を積極的に活用することも考えられよう｡

また協力資金の確保にづいては､公的援助の拡大が求められる｡労働組合に関わる

国際協力をODAの一分野として位置づげ､それを当該分野の専門機関である労働組

合に任せるというのが国際的な相場である｡ 例えば北欧の場合には､協力プロジェク

ト予算の8割が政府､2割が労働組合が負担するというシステムをとっている｡こう

した点を踏まえ､ODA資金による開発援助活動への労働組合の参加拡大に向けて､
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日本政府の積極的な支援を期待したい｡

(2) 労組 リーダ教育の協力活動

(9 受入教育体制の整備一若手労組 リーダ対象の長期研修制度の創設

つぎに活動内容については､労組リーダの育成に関わる分野とそれ以外の分野に分

けて､幾つかの政策を提言したい｡まず前者の協力活動については､第-に､現地労

働組合のリーダ育成を目的とする国際協力政策が集中的に整備されるべきである｡

その具体的な政策として､第一に､途上国の若手リーダを 1年あるいは2年の長期

にわたり日本に招聴し､日本の労働組合の中で日本人リーダとともに組合活動を経験

してもらう､労働組合版の長期研修生制度を創設する｡その実施機関としては､前述

した協力専門組織が望ましいが､それが難しい場合には､連合か産別 ･国際産別協議

会が行うことになろう｡

研修の実施にあたって､関連の産別や企業別組合が協力することは当然であるが､

政府もODAの一分野として位置づけ､積極的に支援することが望まれる｡ すでに日

経連は政府の援助を得て､発展途上国の人事労務管理の専門家のための長期研修制度

を行っている｡また企業が海外子会社から研修生を受け入れるプロジェクトについて

も､政府は日本 ILO協会や海外技術者研修協会などの民間の援助機関を通して公的

援助を行っている｡このように使用者側については､すでに長期研修制度の仕組みが

整備されているわけであるから､その労働組合版があって当然であろう｡

② 労組版専門家派遣の組織整備一現地のリーダ教育の国際支援機構の創没

第二に､現地労組等が開催する教育プログラムに､日本の労働組合リーダを専門家

として派遣する教育講師派遣機構を整備する｡これまでにも､こうした専門家派遣は

行われているが､それぞれの労働組合が個別に対応しているにとどまることが多かっ

た ｡

そ こで途上国のニーズに効果的かつ効率的に対応できるように､専門家派遣の組織

化された仕組みを整備することが望まれる｡そのためには､派遣機構を推進する組織､

派遣候補者の労働組合活動経験､専門分野､希望国等のデータ ･ベース等のあり方が

検討される必要があろう｡
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実はこの問題については､すでに国際労働財団 (JILAF)が具体的な一歩を踏

み出している｡すなわち､その.1994年度事業計画では､途上国労組の教育活動､社会

開発活動支援を目的として､専門家派遣を含む現地プロジェクトを実施に移すことと

なっている｡今後は､国際労働財団を軸として､より一層の機構整備と活動の強化が

期待されるところである｡

③ 国際労働学校の創立

第三に､海外から招碑する労組 リーダにとどまらず､国際化時代に対応できる日本

の組合 リーダを教育する専門機関として ｢国際労働学校｣の設立を提案したい｡前者

については､すでに述べたように､多くの労働組合が個別に海外の労働組合リーダを

招聴して､彼らの教育に協力している｡その共通的な部分を国際労働学校で統一的に

行うことにより､国際協力の効率と効果を大きく改善できるであろう｡

(3)労組の国際ネットワーク作りのための協力

① アジア産業関係研究所の創設

ここでは､労働組合の立場から産業 ･経済や労使関係に関わる問題を調査研究し､

政策形成を行うアジア ･ワイ ドの国際研究機関である ｢アジア産業関係研究所｣の創

立を提言したい｡

世界銀行､アジア開発銀行､APECなどの様々な国際機関が､アジア各国あるい

はアジア地域を対象に多くの経済 ･産業政策や構造調整政策を作成し､提言している｡

アジアの労働者はその諸政策から大きな影響を受けているにもかかわらず､労働組合

はその政策形成に関与できていないし､関与する能力が十分あるとはいえない｡

さらにアジアの発展途上国をみると､多くの労働組合は､調査研究や政策形成を行

うインテリジェント能力が貧弱であるため､労使対等の立場にたった合理的な労使関

係を形成することが難しい状況にある｡前述したリーダー教育の国際協力は､こうし

た状況を改善するための有力な方法であるが､それに加えて､調査研究や政策形成を

直接支援する協力が求められている｡

こうした要請に応える機関がアジア産業関係研究所である｡ 同研究所の設立にあた

っては､日本の労働組合がアジアの中でリーダー ･シップを積極的に発揮すべきであ
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り､日本のODA資金を活用する方法も考えられる｡

② アジア版労組生産性会議の設立

NIEs諸国を中心にアジア各国の労組は日本労組に対して､ ｢生産性に関する情

報の交換｣を強く期待している (第 2章を参照)｡使用者側については､アジア生産

性本部を介して､アジア各国が協力する体制がすでに整備されている｡しかし生産性

問題は労使が協力して対応する問題であり､したがって労組についても､アジア生産

性本部的な仕組みが構想されるべきであろう｡

日本国内では､労働組合が労組生産性会議を設立して､日本生産性本部と協力しな

がら生産性問題に取り組んできた歴史がある｡こうした経験を踏まえると､アジアの

労働組合はアジア版労組生産性会議を設立し､アジア生産性本部と協力しながら､ア

ジア･ワイ ドで生産性問題に取り組んでいく必要があろう｡

③ ｢技能資格の国際化｣を第一歩に人作り国際協力の発展を

アジア地域の経済的 ･社会的発展をより一層推進する上で､人的資源の開発が決定

的な重要性を持つことはいうまでもないだろう｡それは､単に経済的見地からのみ重

要なのではない｡人々の健康と教育への投資は､ライフチャンスの幅を広げ､人々の

潜在能力の実現の道を切り拓くことを通して､社会発展の主体的基盤の形成にもつな

がるのである｡その意味で､人作り国際協力は社会開発への支援でもあるといえよう｡

ここでは､その一歩を ｢技能資格の国際化｣から始め､そのプロジェクトに対して

日本の労働組合が積極的に協力することを提案したい｡各国とも優秀な技能者の養成

･確保と公正な評価のために技能資格の制度を導入している｡しかし､制度の国間の

違いは大きい｡そこで制度をアジア地域内で統一し､技能資格が国際的に流通するよ

うにしようというのが､ ｢技能資格の国際化｣の提言の骨子である｡

これによって､①発展途上国の人材の高度化に寄与すること､②アジア地域内の経

済的相互関係と人的交流の拡大を促進すること､③わが国の人づくり協力とくに研修

生制度の効果を改善することなどが期待できる｡ ｢技能資格の国際化｣を進めること

は､活発化するアジア地域内の国際労働力移動の問題に対する効果等も含め､その社

会経済的効果は大きい｡また､それを推進する機関として､アジア諸国の政労使から

構成される国際機関が設立されることを期待したい｡
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むすび 21世紀に向かう世界とアジア社会の課題

｢ア ジア社 会 憲 章 ｣ の意 義 と課 題

ここではこれまでの考察をふまえて､角度を変え､アジア労組と日本の労組の視点

から重要と思われる認識についてふれてみたい｡また､あわせて1994年夏にアジア主

要労組で構成する国際自由労連アジア太平洋地域組織 (ICFTU-APRO)が決

定する ｢アジア社会憲章｣の意義と課題を考えてみることとする｡

1.ポス ト冷戦下で問われる世界の ｢社会的側面｣ 失業 ･貧困 ･社会開発

アジアの問題に入る前に､ポス ト冷戦時代に入ったここ数年の世界の中の経済発展

と社会発展の関係についての考え方に関わって､大きな流れの変化があることをまず

認識 しておくことが必要である｡

1994年 7月のナポリ･サ ミットは､同年 2月デ トロイ トでの ｢雇用サミット｣に続

いて雇用をはじめとする世界の社会的側面に焦点をあてた会議となった｡1975年の最

初の先進国サ ミット以来､これまで物価抑制､エネルギー問題､対ソ安全保障､ロシ

ア支援､環境などについて議論されてきたが､雇用と社会政策のあり方が中心､的議題

としてとりあげられたのは殆どはじめてのことである｡この背景には1980年代をリー

ドしたレーガン共和党政権､サッチャー首相ひきいる英保守党政権の政策が国内での

失業問題や社会的格差に対して無関心であったことへの政策潮流の反転という点があ

る｡米でのクリントン民主党政権の登場､英メイジャー政権の政策姿勢の変化､欧州

議会選挙結果にもみられるヨーロッパの第一勢力としての社会 ･労働政治勢力の定着

という変化もある｡

殊に欧州では､ ｢ベルリンの壁｣の崩壊と東西 ドイツの統一という歴史的激変と熱

狂のあとに､従来は比較的順調であったスウェーデン､ ドイツを含めて全域が10%内

外､2000万人の高失業をかかえて停滞したままとなっている｡加えてマース トリヒト

条約による欧州経済統合 (経済的側面の統合)の進展に相伴った社会統合 (社会的側

面の統合)が重大課題になっているという点があった (荏)
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(注)ECをはじめある程度経済の発展段階の相違した国々がこのような経済的な

地域統合を進めるという90年代の流れが､この社会的側面の相違に注目を集

めることになる一つの背景である｡それは国際経済理論の比較優位論をとり

にくくなる側面があるからである｡l

旧 ｢東｣側諸国の市場経済への転換と混迷の持続､紛争を激発しがちな ｢南｣世界

の貧困､ユーゴやソマリア､カンボジアなどでの解決困難な地域紛争の継続などは､

東西対立が終蔦し平和と世界的協調の拡大を期待したものにとって､失望と共に新た

な地球的秩序形成へ向けての問題意識をかきたてさせる契機とも㌧なっている｡ガリ国

連事務総長の安全保障理事国の拡充や改組を含む国連機構の強化説もこの流れのひと

つである｡

つまり､旧 ｢東｣側世界が崩壊して東西の垣根が取り払われ､地球的規模での一体

化と繁栄が期待されていたそのときに､世界的な分裂と対立､失業と社会格差の拡大

があらわれている現状とどう闘うか､このようなテーマが国際的に共有する一種の危

機意識となりつつある｡

これを経済的側面と社会的側面の関係からとらえれば､次のような問題となる｡

東西というかっての垣根が取り払われまた南北間の経済交流も拡大する中､別言す

ればいわば世界が新たな大規模な労働力 ･供給力の参入を含めて市場によって結ばれ

るようになってきたとき､その経済的成果が上がる前に失業と貧困が耐えがたく広が

っている｡社会的格差の拡大するなかで､長年積み上げてきた福祉制度までも危機に

さらされている｡

メガ ･トレンドとしての ｢大競争｣の時代においては､これ草で旧冷戦時代に積み

上げてきた社会､文化､教育､社会開発等､経済発展と並行する社会的側面の進歩に

ついての国際協力の制度と機能をあらためてどう再確立するか､という課題が前面に

出てきたのである｡たとえば1921年設立という長い伝統をもつ ILO (国際労働機

関)はその存在意義をあらためて問われるという局面に入ったということでもあ る

(第Ⅱ部第 2章参照)｡産業民主主義の意義も新たな視角から位置づけられる必要が

あることになっている｡

このような ｢社会的側面｣に関わる国際的規模での会議､イベントがこのところ相

次いで開催されている｡
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1992年 6月 国連地球環境開発会議 (於 リオ ･デ ･ジャネイロ)持続的開発に関わ

る ｢リオ宣言｣

12月 ICFTU-APRO アジア社会憲章策定方針を出す､これはAP

RO･連合 ･TUAC主催初のアジア ･シンポジウムでの提案を受け

たもの｡

93年 6月 世界人権会議 すべての人権と基本的自由が普遍的な性格をもち､す

べての人権の促進及び保護は国際社会の正当な関心事であることをう

たった最終宣言 (於ウィーン)

10月 北米自由貿易協定､米議会可決

11月 アジア太平洋経済協力会議 (APEC)初の首脳会議 (於シア トル)

94年 2月 先進国 ｢雇用サミット｣ (於デ トロイ ト)

4月 ガット閣僚会議､1995年 1月での世界貿易機構 (WTO)設立方針決

定､貿易と環境､労働基準をめぐって議論

6月 OECD閣僚理事会 ｢雇用と成長｣に関する声明

6月 ILO総会､ガリ国連事務総長初出席､世界の高失業と公正貿易に I

LOの役割を期待するとの演説

7月 ナポリ･先進国サミット ｢成長と雇用｣がテーマ

8月 ICFTU-APRO執行委員会で ｢アジア社会憲章｣採択予定

95年 3月 国連 ｢社会 ･サミット｣開催 (於コペンハーゲン)､ ｢宣言｣と ｢行

動計画｣採択予定

以上のような流れの中に､アジアの ｢社会的側面｣がたんにア･ジアの問題として

だけでなく世界的なひとつの焦点として登場 しており､それだけにアジア労組による

｢社会憲章｣制定の意義と社会政策の改善への努力が注目されることになっている｡

2.世界の中のアジアの位置の変化とアジア内部の変化

アジアの ｢社会的側面｣が問題になったのは､アジア自身の認識の変化があるだけ

でなく､･アジアに対する世界の眼が変わってきたことがある｡

それは第一に､アジアが21世紀にいたる世界経済の成長センターとして注目される

ようになってきたからである｡ 日本だけでなく､ここ20-30年の間に最初はNIES
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(韓国､台湾､香港､シンガポールなどの中進工業国)､そしてASEANさらには

中国 ･ヴェトナムと相次いで経済興隆が続いた｡日本が一人当たりGNPで最高水準

になっただけでなく､すでにシンガポール､台湾､韓国も世界の高所得国グループに

位置するようになっている (世界銀行 ｢開発報告｣)｡この勢いはさらに続き､世界

の輸出市場でのシェアが急速に上がっており､また直接投資をはじめ世界の資金がこ

の地域に集まっているのである｡

これは､かって日本の急成長と世界市場での比重の高まりに対する警戒心が高まる

と同時に日本に対して ｢国際水準の労働基準｣や ｢国際的貢献｣が求められたと同様

のことが､今度はアジア諸国に対しても生ずることになっているのである｡

第二にはやはり､米ソ対立の終蔦､ポス ト冷戦の世界的枠組みの変化がアジアに対

する世界の眼を変化させている｡アジアはアメリカにとって､対ソ戦略について第一

戦線の欧州に次いで朝鮮動乱､ヴェトナム戦争をはじめ重要な第二戦線を構成してい

た｡このような政治的側面での優先的位置づけがソ連崩壊と共になくなると同時に､

経済問題が米政府の第一の基本課題となってきた｡ここではひ とっにはアメリカの経

済力の低下と対外赤字の大半が日本とアジア諸国に対して生じている点があると.そこ

で米国内の不満を反映し､二国間貿易交渉の方式というのは本当は戦後アメリカ自身

が構築 ･推進してきた自由貿易体制原理に反するはずであるのだが､こうした方式が

さらに前面にででくることになっている｡日米経済交渉の手法､内容はアジア諸国に

も拡張される傾向があるのである｡いまひとつはアメリカからみてアジアを新たな角

度から位置づけ直すという動きである｡対欧州についての中長期展望は経済面ではそ

れほど期待できないとすれば､アメリカ経済の展望は足元に接するカナダ､メキシコ

との ｢自由貿易協定｣だけでなく､はるかに高い成長率を期待できるアジア地域との

関係を深めていく必要をもたらしている｡クリントン米大統領が主唱して開かれた

APEC初のシアトル首脳会議はその点を象徴している｡

アジアがその貿易構造､産業発展の構想を世界大にむすびつけ､ ｢開かれたアジ

ア｣ (1992年APECソウル会議)を打ち出そうとするのに対 して､アメリカの望ま

しい構想は必ずしもこれとは一致してはいないのである (自由貿易協定的なもの､あ

るいは管理貿易的な枠組みとしてAPECに期待している面がある)｡
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他方､アジアの自らに対する眼､あるいはアジア諸国内部の関係 も変化 している｡

ひとつにはアジア自身のみずか らの力の自覚である｡一人あたりGNPがEC諸国

並みのところに接近する国が相次ぎ､輸出競争力と工業力への自信を深めているなか

で､アメリカを排除した ｢東アジア経済協議会 (EAEG)｣を唱えるマハティール

･マレーシア首相や リ･クァン･ユー氏の国際的発言､そして ｢改革 ･開放｣路線に

より高成長を続ける中国を含め､強いアジアの発言はそうした背景をもっている｡

いまひとっは､ポス ト冷戦のアジア的展開である｡アジアのそれぞれの国はアジア

諸国といいなが ら､たとえば安全保障においてもアメリカとの二国間条約を基本とす

るところが多いように､それぞれの国々の間の横の関係は弱い､まとまりが弱い面が

あった｡これまでも ｢中国沿岸経済圏｣などのような自然な経済交流が拡大 ･深化 し

てはいたが､これをより系統的､目的意識的に生かしていく動きも強まっている｡す

なわち､アジア太平洋での旧ソ連の軍事力の影が薄れ､台湾 ･中国敵対条項廃止 ･内

戦終結宣言 (1991年 4月)がだされ､インドシナ諸国の正常化が定着するにつれて､

北朝鮮を除きこの地域での分裂的要素が減少 し､地理的な結びつきが経済交流を中心

として生きて くる段階に入っているということである｡ しかも､アジア地域諸国間に

は､経済面で競合する面 もあるものの､広 くみればアジア経済の ｢雁行形態｣といわ

れるようにそれぞれの経済の発展段階の組合せにおいて､たくまざる分業関係が相乗

効果を発揮 し､ ｢良循環｣をなしている面がある (本報告書第 Ⅰ部参照)｡ ここにお

いては ｢太平洋沿岸ベル ト経済圏｣ (本報告書総論参照)としてひと回り大きな経済

協力関係の形成を意識的に構想することにも現実性を与えているのである｡

アジアの経済発展と社会発展

これまでのアジア経済の成功というのは､むろんこのような経済の国際的連関のみ

がおのずか らもたらしたものではない｡世銀の ｢アジアの奇跡｣報告が示すように､

NIES諸国を中心とする東アジアでの､①高貯蓄 ･高投資､②国際市場をにらむ輸

出産業戦略と産業政策､③質の高い労働力の育成という基礎的条件整備､公共制度の

発達定着に成功 してきた点が大きい｡この世銀報告がいう本当の ｢奇跡｣ともいうべ

き ｢高度成長と不平等度の減少の両者をもつ唯一の国々｣は､決 して自然経済的発展

によってのみもたらされたわけではなかった点を見逃 してはならない｡すなわち政府
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の交代などの政治変動があっても､行政制度､学校や社会インフラなどの系統性ある

整備をはじめとする公共制度の発達がそこにあったからである｡産業戦略を含めて

｢強い政府｣が存在していたと言い換えることもできる｡そしてこの強い政府は旧農

村共同体的な社会から急速に発達したために､どうしても途上国一般にみられる ｢権

威主義体制｣､ ｢開発国家｣の性格を多く残すところとなっていることも事実である0

ここには､欧米諸国が 100- 200年かけて成熟させてきた民主社会の規範とは幾分異

なる後進的側面を残すと同時に､家族をはじめとする社会集団間の草の根的な共済機

能が維持されている面もある｡しかし､近年それも経済発達が進み､旧共同体が失わ

れ家族の型が変化 (大家族から核家族へ)し､人口上昇率の抑制の進むアジア諸国で

は､NIESを中心に､もとの自生的共同体機能に代わって社会保障制度や労働法を

含む社会法の発達整備が進みはじめている｡また､これにやや先行して環境法や環境

対策の整備が進みはじめている現状がある｡

(荏)日本も一時期､1980年頃には欧米的な社会制度の発達が ｢福祉病｣として批

判され､ ｢イエ型文明｣にもとづく政策形成が推奨さ,れた時期もあった｡し

かし近年は､ ｢高齢者福祉10年行動計画 (ゴール ド･プラン｣ (1990年)以

降は社会制度としての福祉を ｢普遍主義｣の立場ですすめる方向をだどって

いる｡

近年のアジアの政治的民主主義の足取りについても､1987年の韓国の ｢民主化宣

言｣以降の展開､台湾の硬数政党による議会政治の活性化､タイ政府の独裁化と修正

など､必ずしも一直線ではないが､著しい進展を観察することもできる｡

このような変化 ･変革にもかかわらず､強力な経済ライバルとして新たにアジアを

再発見した欧米諸国にとって､いまだ経済発展と政治 ･社会の民主的進化についての

落差を感じさせらることも事実である｡

このような点がアジアと欧米との間の認識ギャップを生み誤解を増幅させる懸念が

ある｡このような認識ギャップはたんにアジアに対してだけでなく､すでに国連環境

開発会議において､ ｢開発｣の優先性を重視する ｢南｣の諸国と､ ｢開発抑制｣によ

る環境保護にアクセントを置く ｢北｣の諸国としてもあらわれていた｡さきのウィー

ン世界人権会議でも人権の国際社会での保護義務に対して国内問題であるとする中国

をはじめとする開発途上国の一部の反発があった｡この延長線上に貿易における社会

条項の位置づけに関わる論議があり､ガット･マラケシュ会議､ iLO総会などでも
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問題となっている｡

この議論の両極には､一方では環境破壊と社会ダンピングのうえに途上国の経済発

展､輸出市場主義があるとする見方､他方では西欧的価値観の他の地域への強引な押

しっけとみる見方がある｡またこのような議論の延長線上には､現代世界の対立原理

を相互に相いれない ｢文明の衝突｣ (ハンチントン)として描く見方もある｡

しかし､むろん大勢はこのような両極端の議論に立っているわけではなく､ ｢リオ

宣言｣やウィーン会議最終宣言にあるように､共に地球環境保護や基本的人権保護に

最大限の努力をしていこう､相互依存が深まる地球社会としての統合を発展させてい

こう､という立場である｡

3. ｢アジア社会憲章｣の意義と課題

1994年夏にはアジア主要労組で構成する国際自由労連アジア太平洋地域組織

(ICFTU-APRO)は ｢アジア社会憲章｣を決定し､アジアの政府､経営者に

向けた ｢社会対話｣をよびかける｡これには以下のような背景と認識があった｡

連合とICFTU-APROは1992年冬の大会で､アジアの社会的側面の改善のテ

コとして国際労働基準に焦点をあてた ｢アジア社会憲章｣の策定を加盟各組織によび

かけた｡このよびかけに先立って､東京で連合､ ICFTU-APRO､それにアジ

アでは初のOECD･TUAC (OECD労働組合諮問委員会)が主催する ｢深化す

る相互依存世界と労働組合｣と題するセミナーが開催されている｡これにはDAES

諸国 (韓国､台湾､香港､シンガポール､.タイ､マレーシア等)の先進国経済水準へ

の到達と先々のOECD加盟問題をにらんだTUAC事務局としてのアジアの社会労

働分野についての対話という意図があった｡

実はこのような考え方は､1991年 7月に開かれた連合総研主催国際シンポジウム

｢90年代世界と新たな社会経済政策の展望｣の結論を引いた面がある｡このシンポジ

ウムは ｢相互依存の深まる世界では､アジアの民主主義と社会的側面の向上が今後の

国際協調のカギとなる｣ことが提起され､国際労働組合の中で反響を呼ぶこととなっ

た｡

これにはむろん､欧州統合での ｢社会的側面｣に目を向けた社会憲章の採択 (,1989

年)という契機があった｡欧州では経済統合と並行して､それぞれの国の社会 ･労働
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制度の標準化を含む社会的側面の統合の努力がすでに制度的に積み上げられてきてい

る｡

(荏)これは欧州労連がリードしていることはいうまでもないが､政府や政党も欧

州議会選挙でいっも労働党 ･社会民主党が第一党であることにみられるよう

にこれに協力的であり､国の制度 ･行政だけでなく社会的側面に関する経営

者団体や経営者の理解も進んでいる｡これらは長い伝統をもつ欧州労働運動

の成果であることはいうまでもない｡

今回のAPROのアジア社会憲章の提起は長期的にはこうした方向には一致してい

るとしても､欧州社会憲章とはおのずからその性格に相違がある｡以下にその主な内

容を紹介する｡

｢アジア社会憲章｣の主な内容

｢アジア社会憲章｣､正式には ｢ICFTU-APRO 民主的発展のための社会

憲章｣の具体的内容の主要点は以下のとおりである｡

第一部 地球規模の市場経済における職場の正義

(1) iLO条約､.とくに以下のもっとも基礎となる条約の批准を促進する.

結社の自由､団結権及び団体交渉権､平等と差別撤廃､身分､性の差別撤廃､強制

労働の禁止､児童労働の禁止

(2) ILO基準の適用方法の多様性はみとめるが､政府による慈恵的な解釈は拒否す

る｡多様性のなかから､共通の価値のために貢献する一体感､目的意識を確立する｡

(3)現在の時点で､発展途上国の労組が先進国の雇用条件と同等の条件をもとめるこ

とは望ましいことではなく､また可能でもない｡生産が上がるとともに､国民の労働

条件と生活条件の改善をたえず追求することが発展途上国の労働組合の重要な責任で

ある｡

(4)政 ･労 ･使三者構成主義の定着と発展

(5) iLOの強化発展

(6) ガットときたるべき世界貿易機構 (WTO)による国際貿易の自由化が､公正で

自由であるものであるために､それが労働者甲弾圧や搾取､ある_いは差別を基盤にす

るものであったり､それを奨励するようなのであってはならない｡

(7)保護主義を防止する三ためには､国際的に受け入れられている労働者の基本権を奨
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励 し､促進するよう立案すべきである｡WTOとILOが協力してこの目的のために

活動する方法を優先課題として論議するよう政府に求める｡

(8)労働組合は貿易 ･投資体制における保護主義に反対する｡

(9) 地域経済グルーブの出現は､保護主義者のグループとして機能するのでなく､ガ

ットのような多角的貿易協定をおぎなうものとして機能すべきである0

(10)社会憲章を国､地域グループの使用者､政府と共に議論 し合意としていく｡

(川 労働組合 はこの社会憲章の促進に関す る民主的価値を共有する非政府組織

(NCO)と協力する用意がある｡

(12)この社会憲章が良きアジア社会の形成に向けての促進材料となることを期待する｡

第二部 社会的対話における条件

〔雇 用〕開発計画の優先課題として完全雇用を位置づける

労働組合の協議の下での経済改革と構造調整

〔賃金と労働条件〕公正分配の基本手段としての賃金

生産性と成長と賃金引上げ

最低賃金制度の役割

時間､医療休暇､出産休暇での ILO基準の尊重､有給研修休暇の権利

〔職業訓練と再訓練〕職業訓練施設の整備､再訓練条件の整備

〔労使関係〕労使関係それ自体における三者構成主義と団体交渉における二者構成

主義の促進

労組の登録と承認は労働組合権の保障としてあるべきであり､抑制の手

段として独裁権力に使われるようなものであってはならない?

解雇､人員削減での労組との各段階での協議の必要性

労使関係に関する情報の公開とアクセスの権利

〔安全､衛生､環境〕職業安全衛生基準の国際的基準を法､制度で保障すること

安全衛生委員会 (三者構成)を各 レベルに設置すること

〔女性労働者〕女性の参画促進条件の促進､女性の地位の平等と機会均等を法 ･慣

行の双方で確保すること

〔多国籍企業と輸出加工区〕同地区での労働者の権利及び､労働組合権の制限の禁

止｡多国籍企業の行動についての ILO三者宣言､OECD宣言の尊重

･遵守｡同地区での労働者の結社の自由と団体交渉権の擁護と確立
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〔経済的出稼ぎ労働者〕出稼ぎ労働者の権利の保護､国際基準の尊重､出稼ぎを抑

制する｡国内雇用機会の創出につとめる｡

〔社会保障〕失業給付､医療給付､年金を全労働者に支給する制度を確立する

〔労働組合の発展〕労働組合の組織の拡大､社会的代表性の確立

以上のような ｢アジア社会憲章｣は､アジアにおいて産業民主主義の確立をめざし

て､あくまで次のステップの出発点であることをふまえ､これから､以下の点の取組

みが重要となる｡

第一には国際自由労連に加わっているアジア地域労組の賛同を得て採択されたとし

て､これは当面は労組の段階にとどまり､政府､経営者を含む共同のものとはなって

いないという点である｡したがってこれは､ ILOの ｢多国籍企業及び社会政策に関

する原則の三者宣言｣のようにそれぞれの国の三者の合意そしてこの地域内の国々の

間での合意としなければならず､さらにそれを制度､運用において内実あるものとす

るという大きな課題を残している｡1995年春に予定されている ｢社会サミット｣は世

界の南北にまたがる壮大な ｢社会対話｣を予定しており､これをチャンスとして活用 .

することも考えられる｡

第二には前項の点を具体化するためにも ｢アジア社会対話｣を国レベル､地域グル

ープ･レベルの各層においてすすめる必要があるということである｡アジアにおいて

は労働組合はその社会的代表者としてふさわしい扱いをうけているところは多 くない｡

まずは三者間､二者間で実効ある交渉をすすめる ｢場｣づ くりやそのための条件を拡

大することである｡第三に､この社会憲章制定を契機としてこれまで経済発展の側面

に偏しがちであった開発政策に目的意識的に ｢社会的側面｣を加え､良きアジア社会

の形成に向けての促進材料としていくことである｡

4.貿易と ｢社会条項｣について

以上みたようにアジア社会憲章は､しばしば誤解されがちだが､以下にみるように

貿易と ｢社会条項｣の議論と次元を別にしている (したがってアジア社会憲章につい

てはASEAN諸国労組を含めて基本的には異論はない)0

国際自由労連はGATTウルグアイラウンド閣僚会議 (94年 4月､於マラケシュ)
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に向けて ｢労働者の諸権利と貿易に関する作業部会の新設について｣の要請を行った｡

連合も日本政府に対 して同趣旨の申入れを行っている｡ ｢社会条項｣ (基本的労働

諸基準の遵守)のGATTへの導入は､もとは戦後のブレトンウッズ体制の成立時の

｢ハバナ憲章｣ (1947年)にも明示されており､殊にアメリカの労働組合が ｢公正貿

易｣の具体化として導入を熱心りこ主張してきていた.

しかし､これには労働組合内部でも､その範囲､制裁の適否等について多くの論議

があり､議論がすすむにつれて､賃金水準など経済の発展段階によって規定されるよ

うな項目は除外され､基本的人権と社会権について世界のすべての国に適用できるよ

うな最低基準に問題がしぼられるようになってきている｡

1994年 6月の ILO総会でもこの社会条項をめぐる三者の議論がたたかわされたが､

労働側は繰り返し ｢社会条項｣は先進国の労働条件を途上国におしつけるのではなく､

人権と労働基本権にかぎられている点を指摘した｡具体的には､①結社の自由､②団

結権 ･団体交渉権､③児童労働の禁止､④強制労働の廃止､⑤差別禁止の5項目をあ

げている｡

ILO事務局長は､この社会条項を ｢国際貿易の自由化の拡大のための社会的な側

面｣として表現し､ ｢世界貿易への参加からもたらされる経済的な利益を社会に公正

に分配することを目指す｣趣旨において理解していることを明らかにしている｡

国際自由労連は､この ｢社会条項｣の具体化として､社会憲章と基本的にちがうの

は､その実行の手段が担保されるという点であるとしており､それは最終的手続きの

後には貿易制裁 (輸入品の課税等)によらざるをえないことを主張している｡これに

ついてはASEAN政府側やインド政府等の反発があり､これら諸国労組のなかにも

異論がででいる｡ ILO事務局長はこの実現の手段については国際自由労連の主張に

は賛成せず､現地の政府との密接な協力､技術協力の活用､社会的公正優良マーク等

の事例をあげている｡

アジアでの議論では､しばしばこの社会条項導入提案を批判する根拠として賃金水

準など経済の発展段階の相違をもちだすことが多いが､それはここでみたように基本

的な誤解である｡
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5.むすぴに代えて 世界と共に生きるアジアと ｢社会対話｣がめざすもの

近年のアジアの変化､またアジアに対する世界の見方の変化をふまえて､アジアと

日本の労組がこのような新たな時代にいかなる視点でのぞむかについて､いくつか指

摘しておきたい｡

第一はアジアのそれぞれの国々の相互の関係のあり方､国際関係論的なあり方につ

いてである｡それは近年のアジア諸国間の経済､社会､文化交流の自然な拡大の方向

を生かし大切にすることである｡すなわちポスト冷戦でのアジアの緊張が緩和される

なかで､地理的に自然な交流の発展をふまえて､かってのように ｢アジアの盟主｣や

国の問での上下関係によるのではない対等平等､互恵､友好関係を発展させていくこ

とである｡ここでは太平洋戦争と植民地的支配の過ちを侵した経験をもつこれからの

日本のあり方がまず問われよう｡中国､アメリカのような大国の姿勢も注目される点

である'.企業の多国籍化が進む中で､日本の企業労使も日本的慣行の直線的押しっけ

を避け､国際ルールにそった対応を身につけていかなければならない0 (第Ⅲ部第 2

章)0

また､アジアは欧州のように類似性の高い長い共通の政治 ･文化をもたなかったこ

と､それぞれの社会がさまざまの発展段階での､多様な行き方をしていることをふま

えて､性急なアジア的まとま,りを制度化していくのは必ずしも適当ではない点も留意

されるべきであろう｡ゆるやかな対等 ･平等な協力関係が成熟していくことを促進す

るという基本姿勢が求められよう｡APEC賢人会議の提言 ｢APECの将来ビジョ

ンアジア太平洋経済共同体の構築に向けて｣は､基本的には ｢開かれたアジア十 を打

ち出したさきのAPEC会議 (ソウル)をうけた妥当なものといえるだろう｡

そして､アジアの多様性のひろがりの中に､経済､情報､技術 tヾ文化での地球規模

での相互依存の深化による日常生活での ｢共通化｣､ ｢標準化｣が逆に急激に進んで

いる現実を見落としてはならない｡標準化はたんにISO(国際標準規格機構)のよ

うな貿易に関連する工業製品についてだけでなく､人間のライフ･スタイルに関わる

広範な分野で生じており､国際市場ルールを含め､つねに新たな規範形成､ルール形

成を社会と政治に求めているのである (古い ｢標準｣の改廃と共に)dそしてこのよ

うな共通の基盤とtて ｢人権｣の尊重があり､アジア社会憲章はその基礎的な最低限

必要なルールを示そうとしたものにはかならない｡このような相互依存の広がりをア
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ジアで調和的に促進していくことが有益なのである｡

第二には､世銀報告の ｢奇跡｣とされた ｢成長と不平等度の減少の両立｣を現在の

段階に到達 した後にさらに持続可能な開発としていくための新たな発想と努力がそれ

ぞれの社会と政府に求められているという点である｡

まずアジアが世界の成長センターとしての位置を占め､世界市場の発展に依拠して

相次いで高所得国グループに参入していくということになれば､もはや世界はもとの

遅れた低所得国のアジアという扱いから､その経済力に見合う政治体制 ･社会体制の

確立を期待 しているという点である｡ソウル ･オリンピックにみられた韓国の民主主

義の成長と躍動は新たなアジアの姿として親近感をもって世界に受け入れられた｡

そしてアジアの社会的側面の改善､環境的側面の改善は､世界と共に生きるアジア

としてのもっとも説得力ある回答となろう (APFCにおいても環境と基礎的社会基

準の改善の努力をその目標に取り入れるべきである)｡

アジア経済の成功の方程式とされた輸出を軸とする経済戦略についても､他の世界

の地域との対外経済バランスをあまりにも失したままでいけば､日本の対米黒字累積

に対する非難と同様の問題がアジア諸国に対しても強まっていくことになろう｡近年

比重がたかまっているアジア域内貿易の拡大を含めて､この地域内の需要を拡大し､

また途上国としてそれまでもっていた対外貿易障壁を順次低め､他地域からの輸入の

拡大をはかっていくことも求められよう｡国内産業の高度化とバランスのとれた発展

のカギは民主主義の定着拡大と労働組合を含む多様な社会組織の活動の拡大､括抗力

の拡大であることを重視すべきであろう｡不平等度の減少を制度的に定着するには､

公教育の拡充､社会保障などの整備に加えて多元的民主主義の装置を整えていくこと

が必要なのである｡

第三には､より直接的な労使関係と労働組合のあり方に関わっていくつかの点があ

る｡

まず､労働組合自身の自立した安定的な発展を基本戦略におくことである｡第Ⅲ部

第 1章にみたように､今回の連合総研の 7ヶ国調査は､アジアの経済発展が労働組合

活動の発展､労使関係の改善に寄与していることを示すと同時に､アジア諸国で､人

権､労働組合権を求める声が強いことを明確にした｡

政府と企業から社会的に自立した労働組合運動がアジアで今これから本格化してい

くことが期待されるということである｡ この意味で日本の労働組合に求められている
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ものは大きい｡日本の労働組合は､これまでの交流中心の活動から大きく脱皮し､対

等平等の視点からアジアの社会的側面の改善のための活動を強化する必要がある｡第

Ⅲ部第 3章にふれたように対等平等の視点からの人材育成と情報のネットワーク形成

を含む具体的な支援活動を通じて､役割を発揮することが求められている｡アジア国

.際労働学校の設立､アジア産業関係研究所などの構想が注目さるべきである｡

またこの調査はアジナ諸国の労使関係は制度面での労組への制約があるにもかかわ

らず､労使協議などの産業民主主義が独自の仕方で広がり､定着している実態を示し

ている｡これは､▲よりフォーマル (公式の)なソーシャル ･パー トナーとしての労使

関係の発展の基礎を提鋲しているといえるかもしれない｡そしてアジア経済発展のも

うひとつの主役である強力な行政 ･政府についてみれば､審議会方式を含む三者構成

主義の導入などでこの条件を促進することが期待される｡アジア社会憲章はテジアの

それぞれの社会での ｢社会対話｣を進める契機とすることがその重要な目標なのであ

る｡
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合

う
場

が
あ

り
ま

す
か

｡

あ
る

な
い

一
間

1
6
へ

(
A

)
(間

15
で

-
1

二
あ

る
'

と
答

え
た

方
に

)
そ

の
話

し
合

い
の

場
で

は
､

主
に

ど
の

よ
う

な

内
容

‡土
っ

い
て

話
し

合
わ

れ
ま

す
か

｡
(あ

て
は

ま
る

も
の

す
べ

て
の

番
号

に
○

印
を

つ
け

て
く

だ
さ

い
)

1 2 3 4 5 6 7 8 9 川 〓 12 13 14

ス

げ ナ 金

上 l 雅

覚 ポ 退 賞
金

制
度

･
人

事
制

度
労

働
時

間
･
休

日
休

暇

イ ･ ラ 計 異

換 練 レ 境 生 卜 画 賛 ー

転 訓 , 環 厚 の 計 投 他

者 育 雇 場 利 場 常 備 の

配 教 解 職 補 職 経 設 そ

オ
フ

安
全

衛
生 ● ●

に

ル 的

プ 面 体

(
B

)
(問

15
で

'
1.

あ
る

-.
と

答
え

.た
方

に
..)

そ
の

話
し

合
い

は
､

年
間

お
お

よ
そ

何
回

開
催

さ
れ

ま
す

か
｡

年
間

お
お

よ
そ
⊂
コ

=
コ

回
程

度



間
1

6
.

あ
な

た
の

事
業

所
で

は
､

苦
情

処
理

の
た

め
の

労
使

の
委

員
会

が
あ

り
ま

す
か

｡

-i
I

…
≡

間
1

7
.

あ
な

た
の

事
業

所
で

は
､

経
営

側
は

組
合

と
の

話
し
合

い
に

積
極

的
で

す
か

｡

1 2 3 4

に 積 り た

常 あ ま つ

非 ま あ ま

積
極

的
で

あ

る な で

あ で 的

で 的 極

的 極 積

極 積 く
1ヽ

1 1 V

る い な

間
1
8

.
あ

な
た

の
事

業
所

の
労

使
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

に
は

､
ど

の
よ

う
な

開
度

が
あ

り
ま

す
か
｡

(
あ

て
は

ま
る

も
の

す
べ

て
の

番
号

に
○

印
を

つ
け

て
く

だ
さ

い
)

1 2 3 4 5 6 7 8

い 企
な 元

ら 地
わ ど

い 伝 な

る い な に 産

あ な い プ 問

が れ て る ツ の

向 く し ぎ ト 菓

傾 て 立 す の 言

る え 確 な 営 I

す 教 が 少 経 合 ‥

視 を ル が が 場 に

無 報 一 会 と の 的 い

を 情 ル 機 こ 業 体 な

合 宮 の の た 企 具 は

組 経 い い っ 系 ( 産

が が 合 合 合 資 他 間

社 社 L L L 外 の に

会 会 話 話 話 ( そ 特

業
に

は
な

い
コ
ミ
ュ
ニ
ト

シ
ヨ
ン
上

の
困

難
が

あ
る

)

4
.

あ
な

た
の

労
触

組
合

の
活

動
に

つ
い

て

問
1
9
.

あ
な
lた

の
組

合
が

特
に

重
視

す
る

運
動

課
産

は
何

で
す

か
.

(
あ

て
は

ま
る

も
の

す
べ

て
の

番
号

に
○

印
を

つ
け

て
く

だ
さ

い
)

1 2 3 4 5 6 7 8 9 川 〓 12 13

の の の , ･ 定 導 対 相 労 促 働 具

準 間 生 生 育 安 の に の の の 労 (

水 時 厚 衛 教 の 術 貞 員 者 化 ､ 偽

金 働 利 全 業 用 技 合 合 嘗 主 権 の

巽 労 相 安 職 雇 廃 絶 組 経 属 人 そ

の 実

境 充
環 の

上 綿 実 場 練

向 短 充 職 訓

る 組 た 動 摸

す 働 の 清 の ‥

対 労 助 合 権 に

に る 扶 組 合 的

入 す 互 勧 進 組 体

進
促

の

勤 解
消 理

済 る ,

み 育 共 す

善 組 教 の 対

改 取 合 め に 護

間
2

0
.

あ
な

た
の

組
合

の
組

織
上

の
問

題
点

は
何

で
す

か
｡

(
あ

て
は

ま
る

も
の

す
べ

て
の

番
号

に
○

印
を

つ
け

て
く

だ
さ

い
)

1 2 3 4 5 6 7 8 9 川 ‖ 12 13

か 安 り が 貞 支 て 帯 と 治 の 的 い

な 不 な 心 役 の し 連 綿 政 者 体 な

が が の 開 合 合 足 の 組 の 嘗 具 は

人 政 員 の 組 組 不 と ル 貞 経 t 産

の 財 役 員 の の が 織 バ 役 , 他 聞

場 合 合 合 従 部 報 組 イ 合 府 の に

職 組 組 組 専 上 情 他 ラ 組 政 そ 特

な
か

組
合

に
入

っ
て

く
れ

な
い

定 て 薄 ､ 援 い 活 の 汚 組 に

お い

が な

い フ れ

る な ツ ら

あ い タ 得

で が い ス が る

け
な

い

が す さ

動 多 に

る 括 が 的

い 合 間 樺

て 組 時 の

し め す 策

如 た や 政

欠 の 費 圧

が 合 に 弾

動 競 動 合 ･ ･

間
2

1
.

労
使

間
で

間
窪

が
生

じ
た

場
合

に
て

は
ま

る
も

の
す

べ
て

の
番

号
に
○

印
を

つ

弱
め

ら
れ

て
い

る
ざ

る
れ

て
い

る

ー つ
よ ､ J

の い

ど さ
に だ

主 く
, て

は け

自
主

解
決

上
部

の
組

合
と

の
相

談

国
際

組
織

へ
の

支
援

要
請

出
資

し
て

い
る

国
の

組
合

と
相

談
(
外

資
系

調
停

､
斡

旋
な

ど
の

第
三

者
の

努
力

政
府

の
関

与
そ

の
他

(
具

体
的

に

し ■1 ■ー H u
令

三 一
の

な
解

決
方

法
を

と
り

ま
す

か
｡･

(
あ

問
2

2
.

あ
な

た
の

組
合

で
は

､
国

際
汚

勤
と

し
て

ど
の

よ
う

な
こ

と
を

行
っ

て
い

ま
す

か
｡

(
あ

て
は

ま
る

も
の

す
べ

て
の

番
号

に
○

印
を

つ
け

て
く

だ
さ

い
)

自
国

で
の

国
際

会
議

･
セ

ミ
ナ

ー
等

へ
の

参
加

外
国

で
の

国
際

会
議

･
セ

ミ
ナ

ー
等

へ
の

参
加

訪
問

団
の

派
遣

訪
問

団
の

受
け

入
れ

海
外

か
ら

の
貸

金
援

助
等

の
受

け
入

れ
そ

の
他

(
具

体
的

に
:

何
も

し
て

い
な

い



5
.

労
働

観
合

宿
動

全
般

に
つ

い
て

間
2

3
.

あ
な

た
の

国
の

労
働

組
合

汚
動

全
体

の
強

化
･
整

備
の

た
め

に
は

､
特

に
ど

の
よ

う
な

条
件

が
必

要
だ

と
思

い
ま

す
か

｡
(
あ

て
は

ま
る

も
の

す
べ

て
の

番
号

に
○

印
を

つ
け

て
く

だ
さ

い
)

1 2 3 4 5 6 7 8 9 川

過
促

の 化

解 強

理 化 繊

の 強 組

民 l 織 の

国 統 組 一 援 成 化 -

る ･ の 夕 支 養 進 織 に

す 編 合 ン る の 立 促 組 的

対 再 組 セ よ 一 確 の の 体

に の 働 ル に ダ の 洗 薬 具

合 合 労 ナ 織 l 政 交 企 (

組 組 別 ヨ 組 リ 財 間 系 他

働 働 業 シ 際 合 合 繊 資 の

労 労 産 ナ 国 組 組 組 外 そ

間
2

4
.

国
際

労
働

組
織

や
海

外
の

労
働

組
合

は
､

今
後

ど
の

よ
う

な
国

際
措

動
に

重
点

を
置

く
べ

き

だ
と

思
い

ま
す

か
｡

(
あ

て
は

ま
る

も
の

す
べ

て
の

番
号

に
○

印
を

つ
け

て
く

だ
さ

い
)

1 2 3 4 5 6 7 8 9 川 〓 12

一 受 情 窪 の 立 合 間 労 の 策 ‥

ナ ･ る 問 へ 確 組 使 の て 政 に

ミ 遺 す 性 青 の 働 労 へ い 業 的

七 派 閑 産 教 準 労 の 助 つ 産 休

･ ン に 生 貞 基 や 国 接 に ､ 異

議 ヨ 勢 ､ 合 働 約 の 発 生 策 (

会 シ 情 術 組 労 協 た 閲 衛 政 他

際 ツ 降 積 働 際 働 な 府 全 済 の

国 ミ 国 新 労 国 労 あ 政 安 経 そ

の 入 交 関 嬢

等 け 報 に 支

関 れ 換

催 等
人

的
交

流
や

友
好

汚
動

す
る

情
報

交
換 較

比 勤

障 汚 与 諸

国 援 閑 協

の 支 の 力 策

ど の 合 協 政

な へ 組 術 の

法 題 働 技 等

付
間

.
前

間
の

選
択

肢
に

あ
る

国
際

措
勤

の
中

で
､

と
り

わ
け

日
本

の
労

働
組

合
が

今
後

重
視

す
べ

き

と
考

え
ら

れ
る

も
卯

ま
な

ん
で

し
ょ

う
か

｡
主

な
も

の
を

3
つ

ま
で

選
ん

で
､

下
の

回
答

欄
に

そ
の

番
号

を
ご

記
入

下
さ

い
｡

柑
苔

棚
】

口
=
丁

二
二]

6
.

あ
な

た
の

車
乗

所
の

安
全

衛
生

環
境

､
公

害
対

策
に

つ
い

て

問
2

5
.

職
場

の
安

全
衛

生
環

境
は

良
好

で
す

か
｡

1 2 3 4

トヽ aS

Il
l .V

な
えヽ

-ヽ
.. V

る は

あ と い

る で 好 な

あ 好 良 は

で 良 り で

好 あ ま 好

良 ま あ 艮

間
2

6
.

安
全

衛
生

環
境

改
善

の
た

め
に

､
あ

な
た

の
組

合
で

は
ど

の
よ

う
な

取
組

み
を

行
っ

て
い

ま
す

か
｡

(
行

っ
て

い
る

も
の

す
べ

て
の

番
号

に
○

印
を

つ
け

て
く

だ
さ

い
)

1 2 3 4 5 6 7 8

安 識 境 専 備 体 い が

の 恵 環 の 生 臭 て 要

自 生 生 生 の ( つ 必

独 衛 衛 衛 法 他 行 む

合 全 会 全 内 の に 組

組 安 安 安 国 そ 特 取

全 を 改

門 と 的 な な

衛 高 尊 家 国 に い い

生 め の

点
検

活
動

る
た

め
の

労
働

組
合

員
教

育

た
め

の
会

社
側

と
の

話
し

合
い

へ
の

コ
ン

サ
ル

タ
ン

ト
依

頼

際 ‥

基
準

導
入

の
た

め
の

政
府

と
の

話
し

合
い

間
2

7
.

あ
な

た
の

事
業

所
の

公
害

防
止

対
策

は
十

分
で

す
か

｡

1 2 3 4
一 t 一

力
要

必
の

い み

な 粗
い 取

て で

い れ の

な ら い

え じ な

い 講 は

は が で

と 兼 業

る 分 対 産

あ 十 く 出

で り た 排

分 ま つ 害

十 あ ま 公
な

い

7
.

外
資

系
企

業
の

イ
メ

ー
ジ

に
つ

い
て

間
2

8
.

現
地

企
業

に
比

べ
て

､
外

資
系

企
業

に
は

ど
の

よ
う

な
よ

い
点

が
あ

る
と

思
い

ま
す

か
○

(
あ

て
は

ま
る

も
の

す
べ

て
の

番
号

に
○

印
を

つ
け

て
く

だ
さ

い
)

1 2 3 4 5 6 7 8 9 川 ‖

､ 衛 が の か 関 交 協 育 技 の

金 全 進 使 用 使 体 働 材 い 府

箕 安 昇 労 雇 労 団 労 人 高 政

労 生 早
コ

安 係 渉 約 成 術 保

働 ､ い ミ 定 が が が に が 護

そ 境
､ 環

間 場

時 職
の

他
労

働
条

件
が

よ
い

良
い

ユ
ニ

ケ
-

シ
ヨ

ン
が

よ
い

し 安 や 結 熱 あ 措

て
い

る

定
し

て
い

る
り

や

び 心

や で

い い る

す す あ

る 音
を

受
け

て
い

る



間
2

9
.

(
外

資
系

企
業

の
労

働
組

合
の

方
に

)
本

国
の

労
働

組
合

と
交

涜
が

あ
り

ま
す

か
｡

1 2 3 4 5 6 7 8

回
答

し
た

方
に

)
そ

の
交

涜
の

内
容

は
ど

の
よ

う
な

も
の

で
す

の
す

べ
て

の
番

号
に

○
印

を
つ

け
て

く
だ

さ
い

)

れ に

入 談 的

退 け 相 連 体

派 安 の 与 与 派 具

の の 換 産 供 供 の t

団 団 交 間 の の 家 他

聞 間 報 便 材 金 門 の

訪 訪 博 労 械 資 専 そ

い 会 ･ の

つ 社 棉

に の 苔

兼 居 回

政 1 (

済 り ○

経 よ か

会 の す

社 屈 ま

の の い

国 た 思

の な と

た あ だ

な . き

あ O - ベ

. 3 す

8 問 進

て 的
､

経
済

的
発

展
の

た
め

に
､

政
府

は
以

下
の

政
策

を
推

(=
外

資
導

入
の

た
め

の
投

資
奨̀

励
･
廃

退

(2
)
輸

出
加

工
区

の
設

置
･
充

実

刷
外

資
系

企
業

の
資

本
･
人

の
現

地
化

の
推

進

(4
)関

税
等

に
よ

る
国

内
産

業
の

保
護

侶
貿

易
等

の
対

外
開

放
政

策
の

推
進

冊
先

進
国

か
ら

の
開

発
援

助
資

金
の

導
入

(7
)
国

際
協

力
に

よ
る

構
造

調
整

政
策

の
推

進

(8
)公

営
企

業
の

民
営

化

刷
学

校
教

育
の

整
備

･
充

実

日
0
)
公

的
な

職
業

訓
練

施
設

の
整

備
･
充

実

日
日

労
働

者
の

海
外

就
労

の
奨

励
･
援

助

日
2
)
公

害
防

止
､

環
境

保
全

の
た

め
の

政
策

日
3
)
人

権
擁

護
､

民
主

化
推

進
の

政
策

は
ま

る
番

号
に

○
印

を
付

け
て

下
さ

い
)

推
進

す
べ

き
現

状
程

度
で

政
策

と
し

て
で

あ
る

十
分

必
要

な
い

1
2

3
L
-

__
｣
-

-
-

⊥
-

-
-

__
-

｣

1
2

3
L
-

-
-

-
-

⊥
-

-
-

-
-

｣

1
2

3
｣
-

-
-

-
-

_L
-

-
I

-
-

｣

1
2

3
L
-

-
-

-
I

⊥
-

-
-

-
-

｣

1
2

3

L
-

一
一

一
一

⊥
一

丁
一

一
一

｣

1
2

3
L
ー

-
-

-
-

｣_
-

-
-

-
-

｣

1
2

3
L
-

-
-

-
-

⊥
-

-
-

-
-

｣

1
2

3
L
-

-
-

-
-

⊥
-

-
-

-
-

｣

1
2

3
L
-

-
-

-
-

⊥
-

-
-

～
-

｣

1
2

3
L
-

-
-

l
-

⊥
-

-
-

-
-

｣

1
2

3
L
I

-
-

-
-

⊥
-

-
-

-
-

｣

1
2

3

｣
一

一
一

一
-

⊥
丁

一
一

一
-

｣

1
12

3
L
I

-
-

-
-

⊥
-

-
-

-
-

｣

(
ご

協
力

あ
り

が
と

う
ご

ざ
い

ま
し

た
)

【
調

査
票

B
】

ナ
シ

ョ
ナ

ル
セ

ン
タ

ー
､

産
業

別
組

織
本

部
の

労
働

組
合

リ
ー

ダ
ー

用

国
際

化
時

代
に

お
け

る
労

働
組

合
活

動
に
関

す
る

調
査

ア の 国 の 合

合 力 て 組

事
情

､
的

な

ア 除 労 意 国 所 動 動 業

ジ 国 の こ か 業 運 運 産
を

作
成

い

済 カ リ ､ 進 組 に 府 部 た

経 協 の い を の ど 政 本 し

の 互 合 伺 勤 ル な や 含 ま

固 相 組 を 清 べ 産 居 組 し

諸 的 働 見 際 レ 諌 課 別 た

国 増 た 動 つ の ン , の

す が 方 運 た 一 ア 策 l

ま 性 の 働 あ ダ の 政 ダ

す 要 一 労 に l て 会 一

ま 重 ダ 障 る リ い 社 リ

が の l 固 め 合 つ の の

際
的

結
び

つ
す 働 明 の も 実 に ご

ま 労 を 後 に を 策 の

い , 題 今 ち ト 政 ち

て に 課 の た l 済 た

し ち の て 方 ケ 経 方

○

組 7 い 働 す 実 般 夕 票

働 ア つ 労 で の 一 ン 査

労 ジ に の の ン ､ セ 裾

の ア 複 本 も ヨ が ル 本

城 い 課 目 る シ た ナ ,

地 深 と け す l L ヨ え

ア の 況 わ 施 ケ ま シ 考

ジ 係 状 り 実 こ し ナ と

ア 関 る と に ユ と ､ い

､ と い ､ 的 ミ と は た

で 本 て に 目 コ こ て し

中 日 れ も を 使 く し い

く , か と と 労 だ 閑 伺

い は 置 と こ や た に お

て 童 の る る 補 い 間 ひ

め 調 動 す 得 組 て 殺 せ

強 の 運 に を 合 せ る を

を こ 合 か 針 組 さ す 見

き . 絶 ち 指 , 施 閑 意

な
お

､
調

査
の

結
果

に
つ

い
て

は
集

計
し

た
結

果
の

み
を

公
表

し
ま

す
の

で
､

皆
様

の
ご

迷
惑

に
な

る
こ

と
は

あ
り

ま
せ

ん
｡

お
忙

し
い

中
と

は
存

じ
ま

す
が

､
粛

査
に

ご
協

力
い

た
だ

け
れ

ば
幸

い
で

す
｡

1
9

9
3
年

1
0

月
(
財

)
連

合
総

合
生

摘
開

発
研

究
所

J
TU
C
(R
EN
GO
)
R
es
ea
rc
h
In
st
it
ut
e

f
o
r
A
d
va
nc
em
en
t
o
f
L
iv
in
g
St
a
nd
ar
ds

所
'
長

栗
林

世
D
ir
ec
t
or

Ku
r
ib
ay
aS
h
i
Se
i

【
ご

記
入

に
あ

た
っ

て
の

注
意

】

回
答

を
ご

記
入

い
た

だ
く

際
は

､
各

設
問

の
指

示
に

し
た

が
っ

て
⊂

=
]
の

中
に

数
字

あ
る

い
は

文
字

を
記

入
い

た
だ

く
か

､
選

択
肢

の
中

で
該

当
す

る
番

号
を

○
で

囲
ん

で
下

さ
い

｡



1
.

労
傷

組
合

の
括

動
に

つ
い

て

聞
1

.
あ

な
た

の
所

属
す

る
組

合
は

次
の

ど
れ

に
該

当
し

ま
す

か
｡

(
あ

て
は

ま
る

番
号

に
○

印
を

付
け

て
下

さ
い

) ナ
シ

ョ
ナ

ル
セ

ン
タ

ー

産
業

別
労

働
組

合
職

業
別

労
働

組
合

そ
の

他
･

何
問

( 聞
1

で
J
2
'
ま

た
は

'
3
'
と

答
え

た
方

に
)
主

に
ど

の
産

業
を

組
織

し
て

い
ま

す
か

｡
(
あ

て
は

ま
る

番
号

に
○

印
を

付
け

て
下

さ
い

)

1 2 3 4 5 6 7

電 報 売 信 険 業 具

( ( 小 道 保 ス (

業 業 ･ ･ ･ ビ 他

進 退 売 輸 融 l の

製 常 軌 運 金 サ そ

し= H一

ー 型
型 村

立 乗
組 の

エ ビ

加 な 業

の 飼 店 産

ど 鉄 食 動

な や 飲 不

気 維 ･ 業 ･

に
狗

体

間
2
.

組
合

員
数

は
何

人
で

す
か

｡

人
(
内

､
女

性

間
3
.

本
部

と
地

方
組

織
を

あ
わ

せ
て

組
合

役
員

は
何

人
い

ま
す

か
｡

ま
た

､
そ

の
う

ち
専

従
で

組
合

汚
動

に
携

わ
っ

て
rい

る
人

は
何

人
で

す
か

｡

人
.

(
内

､
専

従

間
4
.

あ
な

た
の

所
属

す
る

組
合

の
設

立
は

何
年

で
す

か
｡

1
9

[
二

□
年

間
5
.

あ
な

た
の

組
合

が
特

に
重

視
す

る
運

動
課

産
は

何
で

す
か

｡
∵

(
あ

て
は

ま
る

も
の

す
べ

て
の

番
号

に
○

印
を

つ
け

て
く

だ
さ

い
)

1 2 3 4 5 6 7 8 9 川 〓 12 1.3 14 15 16

の の の , ･ 定 等 拡 相 済 業 一 対 促 働 具

草 間 生 生 育 安 の の の 経 企 オ 人 の 労 (

水 時 厚 布 教 の 術 兵 員 の 籍 フ 婦 化 ､ 他

金 働 利 金 業 用 技 合 合 府 国 ン 年 主 権 の

賃 労 福 安 職 雇 新 組 組 政 多 イ 青 民 人 そ

善
故

の 実
境 充

環 の

上 綿 実 場 練

向 短 充 満 訓 入 大 互 政 対 マ 栄 進 範 体

対 労 助

に と 扶

す 働
の

動
摘

み 済

組 育 共

り 教 の

取 合 め

る 組 た
策

､
産

業
政

策
へ

の
取

り
組

み
兼 ル

セ
ク

タ
ー

や
児

童
労

働
へ

の
取

り
組

み

護
擁

の ･ ･

権 に

合 的

間
6
′.

あ
な

た
の

組
合

で
は

､
組

織
の

面
で

主
に

ど
の

よ
う

な
開

度
が

あ
り

ま
す

か
｡

(
あ

て
は

ま
る

も
の

す
べ

て
の

番
号

に
○

印
を

つ
け

て
く

だ
さ

い
)

職
場

の
人

が
な

か
な

か
組

合
に

入
っ

て
く

れ
な

い
組

合
財

政
が

不
安

定
で

あ
る

組
合

役
員

の
な

り
て

が
い

な
い

組
合

員
の

関
心

が
薄

い
専

従
の

組
合

役
員

､
ス

タ
ッ

フ
が

お
け

な
い

上
部

の
組

合
の

支
援

が
不

足
し

て
い

る
情

報
が

不
足

し
て

い
る

組
合

組
織

の
間

の
連

帯
清

動
が

欠
如

し
て

い
る

組
合

汚
動

に
よ

る
犠

牲
が

多
す

ぎ
る

組
合

役
員

の
政

治
括

動
に

費
や

す
時

間
が

多
す

ぎ
る

そ
の

他
(.
具

体
朗

に
:

間
7
.

傘
下

の
組

合
で

労
使

間
魔

が
生

じ
た

場
合

に
は

､
当

該
の

労
働

組
合

は
､

主
に

ど
の

よ
う

な
解

決
方

法
を
一と

り
ま
lす

か
､｡

(
あ

て
は

ま
る

も
の

す
べ

て
の

番
号

に
○

印
を

つ
け

て
く

だ
さ

い
)

当
該

労
使

の
自

主
解

決
あ

な
た

a
)
組

織
等

d)
上

国
.際

組
織

へ
の

支
援

出
資

し
て

い
る

国
の

訴
停

､
斡

旋
な

ど
に

政
府

の
関

与

そ
の

他
(
具

体
的

に

要 組 析

へ 談

織 相

組 と る

部 請 合 え

の
相

談

(
外

資
系

の
場

合
)



間
8
.

あ
な

た
の

国
の

労
働

組
合

活
動

全
体

の
強

化
･
整

備
の

た
め

に
は

､
主

に
ど

の
よ

う
な

条
件

が
必

要
だ

と
思

い
ま

す
か

｡
(
あ

て
は

ま
る

も
の

す
べ

て
の

番
号

に
○

印
を

つ
け

て
く

だ
さ

い
)

1 2 3 4 5 6 7 8 9 川

労 労 産 ナ 国 組 組 組 外 そ

組 組 別 ヨ 組 リ 財 間 系

働 働 業 シ 際 合 食 綿 実

す 縮 合 ン る の 立 促

対 再 組 セ よ l 確 の

に の 働 ル に ダ の 泳

合 合 労 ナ 織 一 政 交

港
促

の 化

解 強

理 化 繊

の 強 組

民 織 の

国 一 組 一 援 成

る 銃 の 夕 支 養 追

企
業

の
組

織
化

の
他

(
具

体
的

に

間
9

.
あ

な
た

の
組

合
で

は
､

国
際

活
動

と
し

て
ど

の
ま

る
も

の
す

べ
て

の
番

号
に
○

印
を

つ
け

て
く

だ
さ

い

1 2 ∵ 3 4 5 6 7

･ ･ 助 ‥

議 議 れ 接 に

会 会 入 金 的 い

防 除 遣 け 資 体 な

国 国 派 受 の 臭 い

の の の の ら ( て

で で 団 団 か 他 し

国 国 間 間 外 の も

自 外 紡 訪 韓 そ 何

セ
ミ

ナ
ー

等
へ

の
参

加
セ

ミ
ナ

ー
等

へ
の

参
加

等
の

受
け

入
れ

こ
な

ー つ
よ ー

と
を

行
っ

て
い

ま
す

か
｡

(
あ

て
は

間
1

0
.

国
際

労
働

組
織

や
海

外
の

労
働

組
合

は
､

今
後

ど
の

よ
う

な
国

際
汚

動
に

重
点

を
置

く
べ

き
だ

と
思

い
ま

す
か

｡
(
あ

て
は

ま
る

も
の

す
べ

て
の

番
号

に
○

印
を

つ
け

て
く

だ
さ

い
)

1 2 3 4 5 6 7 8 9 川 〓 12

議 ヨ 勢 ､ 合 働 約 の 発

会 シ 情 術 組 労 協 た 開

際 ツ 際 技 歯 隙 働 な 府

国 ミ 国 所 労 国 労 あ 政 安
全

衛
生

経
済

政
策

そ
の
.也

(

一 受 情 産 の 立 合 間 . 労 の 策 -

ナ ･ る 間 へ 確 組 使 の て 政 に .

ミ 遺 す 性 青 の 働 労 へ い 業 的

セ .派 閑 産 教 準 労 の 助 つ 産 休

･ ン に 生 貞 基 や 国 稜 に .､ 具

関 れ 換 す

の 入 交 開 溝

等 け 報 に 支

催 等
人

的
交

流
や

友
好

汚
動

る
情

報
交

換 較
比 勤

際 括 与 護

国 援 関 協

の 支 の 力 策

ど の 合 協 政

な へ 組 術 の

法 度 働 技 等

付
問

.
前

間
の

選
択

肢
に

あ
る

国
際

汚
動

の
中

で
､

と
り

わ
け

日
本

の
労

働
組

合
が

今
後

重
視

す
べ

き
と

考
え

ら
れ

る
も

の
は

な
ん

で
し

ょ
う

か
｡

主
な

も
の

を
3

つ
ま

で
選

ん
で

､
下

の
回

答
欄

に
そ

の
番

号
を

ご
記

入
下

さ
い

｡

【
回

答
.
削

⊂
二｢

□

2
.

外
資

系
企

業
の

イ
メ

ー
ジ

に
つ

い
て

間
1

1
.

現
地

企
業

に
比

べ
て

､
外

資
系

企
業

に
は

ど
の

よ
う

な
よ

い
点

が
あ

る
と

思
い

ま
す

か
｡

(
あ

て
は

ま
る

も
の

す
べ

て
の

番
号

に
○

印
を

つ
け

て
く

だ
さ

い
)

1 2 3 4 5 6 7 8 9 川 ‖

時 礁 ユ し 安 や 結 熱

働 , い ミ 定 が が が に

労 生 早 コ 安 係 渉 約 成

, 衛 が の が 閑 交 協 育

金 全 進 使 用 便 体 働 材

其 安 昇 労 雇 労 団 労 人

＼_ V
よ

一t 一
め

件
秦

働
労 い

他 長
の が

そ 境
, 頚

聞 場

ニ
ケ

-
シ

ヨ
ン

が
よ

い

て 走 り び 心

い し や や

る て
い

る
す

い
す

い
で

あ
る

高
い

技
術

が
あ

る
政

府
の

保
護

措
置

を
受

け
て

い
る

3
.

あ
な

た
由

国
の

社
会

経
済

政
兼

に
つ

い
て

間
1

2
.

あ
な

た
の

国
の

よ
り

一
層

の
社

会
的

､
経

済
的

発
展

の
た

め
に

政
府

は
以

下
の

政
策

を
推

進
す

べ
き

だ
と

思
い

ま
す

か
｡

(
回

答
欄

の
あ

て
は

ま
る

番
号

に
○

印
を

付
け

て
下

さ
い

)
推

進
す

べ
き

現
状

程
度

で
政

策
と

し
て

で
あ

る
十

分
必

要
な

い

(=
外

資
導

入
の

た
め

の
投

資
奨

励
･
健

過

(2
)
輸

出
加

工
区

の
設

置
･
充

実

川
外

資
系

企
業

の
資

本
･
人

の
現

地
化

の
推

進

(4
)
関

税
等

に
よ

る
国

内
産

業
の

保
護

(5
)
貿

易
等

の
対

外
開

放
政

策
の

推
進

(6
)
先

進
国

か
ら

の
開

発
援

助
資

金
の

導
入

(7
)
国

際
協

力
に

よ
る

構
造

調
整

政
策

の
推

進

(8
)
公

営
企

業
の

民
営

化

(9
)
学

校
教

育
の

整
備

･
充

実

(1
0
)
公

的
な

職
業

訓
練

施
設

の
整

備
･
充

実

ll
lI

労
働

者
の

海
外

就
労

の
奨

励
･
援

助

tl
2
)
公

害
防

止
､

環
境

保
全

の
た

め
の

政
来

日
3)

人
権

擁
護

､
民

主
化

推
進

の
政

策

1
2

3
L
-

-
-
-
-

⊥
-

-
-
-
-

J

1.
2

3
L
-

-
-

-
-

⊥
-

-
-

-
-

.J

1
2

3
｣
-

-
-

-
-
⊥
-
-
-
-

-
｣

1
2

3
L
-

-
-

-
-

⊥
-

-
-

-
-

｣

1
2

3
L
-

-
-

-
-

⊥
-

-
-

-
-

｣

1
2

3
L
-

-
-

-
-

⊥
-

-
-

-
-

｣

1
2

3
L
-

-
-

-
-

⊥
-

-
-

-
-

｣

1
2

3
｣
-

-
-

-
-

⊥
-

-
-

-
-

｣

1
2

3
｣
-

-
-

-
-

⊥
-

-
-

-
-

｣

1
2

3
L
-

-
-

-
-

⊥
-

-
-

-
-

｣

1
2

3
L
-

-
-

-
-

⊥
-

-
-

-
-

｣

1
2

3
L
-

一
丁

一
一

⊥
一

一
-

-
-

｣

1
2

3
L
-

-
-

-
-

⊥
-

-
-

-
-

｣

(
ご

協
力

あ
り

が
と

う
ご

ざ
い

ま
し

た
)



発 展 す る ア ジ ア と 日本
一奇跡の成長を越えて ･アジアからの発信-

1994年 8月15日

編 集 財団法人 連合総合生活開発研究所
所 長 栗 林 世

〒104東京都中央区新川 1丁目23番 4号

Ⅰ･Sリバーサイ ドビル 2F

TEL 03(3297)3663㈹

FAX 03(3297)3620

制 作 太 平 印 刷 株 式 会 社
〒106東京都港区東麻布 1-12-9

TEL 03(3582)3531

FAX 03(3584)2377


	目次
	総論 90年代アジア経済発展の特徴と課題
	1注目される東アジア地域の高度経済成長
	2 90年代東アジアの経済ネットワーク
	(1)冷戦体制の崩壊
	(2)｢太平洋沿岸ベルト経済圏｣形成の可能性
	(3)世界経済三極化のひとつとしての東アジア

	3東アジア地域経済の特徴の変化
	(1)｢多様性｣のなかの｢共通化･標準化｣
	(2)域外貿易から域内貿易への転換
	(3)自然発生的経済ネットワークの｢組織化｣傾向
	(4)アジア太平洋地域における巨大国パワー併存への懸念

	4アジア太平洋地域に対する日本の役割
	(1)貿易収支インバランスの縮小
	(2)多元的･互恵的な経済協力関係の構築
	(3)｢開かれた地域主義｣の構築
	(4)日本の戦争責任の認識と反省


	第Ⅰ部 アジアの経済･産業ダイナミズムと地域経済関係
	第1章 東アジア地域の経済発展と産業構造
	1.世界の成長地域としての東アジアの地域構造
	2.多国籍企業段階におけるテイクオフの特徴
	(1)外資導入政策
	(2)輸出振興政策
	(3)産業育成政策

	3.東アジアの経済発展の要因と評価

	第2章 アセアン地域における企業の競争関係
	1.アセアンにおける外国投資の役割
	2.世界的な企業の競争とアセアン
	(1)日･米のアジア進出-1980年代前半まで
	(2)日･米･NIESの競争とアセアン進出:1985年以降

	3.外資のアセアン進出の現状
	(1)日本企業の進出の現状
	(2)米国企業の進出の現状
	(3)NIES企業の進出の現状

	4.企業間競争と各国の誘致競争

	第3章 アセアン諸国とわが国の分業構造
	1.経済発展と分業形態
	2.進展するわが国とアセアン諸国の産業内分業
	3.分業構造の高度化とその背景
	4.アセアン諸国とわが国の分業関係における意義と課題

	第4章 90年代の東アジア経済の展望と課題

	第Ⅱ部 東アジアにおける労働者状態の諸側面
	第1章 東アジアの経済発展と労働者生活
	1.東アジアの雇用と生活水準-顕著な改善続く
	(1)向上著しい生活水準
	(2)アジア経済成長をめぐる評価
	(3)社会的発展エネルギー

	2.労働者の地位向上に向けた課題
	(1)発展過程にある政治･社会的側面
	(2)近年問題となった幾つかのケース
	(3)社会の総合的質的発展に向けて


	第2章 労働者状態をめぐる国際的評価と今後の課題
	Ⅰ.アジアにおける産業民主主義の主体-労使団体の歩みと動向
	1.アジアにおける労働組合の発展
	(1)第2次世界大戦以前の状況
	(2)戦後の高揚期
	(3)1960～70年代の活動と規制
	(4)80年代の低迷と抑圧
	(5)90年代-社会権の新たな確立に向けて

	2.アジアにおける使用者団体の動向

	Ⅱ.アジアの労働者状態をめぐる国際的評価
	1.国際的評価-アジアの視点から
	(1)ILO-ROAP(国際労働機関アジア太平洋総局)
	(2)ICFTU-APRO(国際自由労連アジア太平洋地域組織)
	(3)アジア使用者サミット
	(4)世界銀行報告について

	2.国際的評価-世界の視点から
	(1)ILO(国際労働機関)本部
	(2)ICFTU(国際自由労連)本部
	(3)IOE(国際使用者連盟)
	(4)国連社会開発サミットについて

	3.視点と課題
	(1)｢国際的な評価｣についての視点
	(2)これからの課題-労働組合を中心に



	第3章 社会政策における政･労･使の役割
	1.東アジア諸国の政治､労働経済の動向と問題点
	2.政･労･使の諸方策の重点
	(1)発展途上国政府の労働政策について
	(2)進出企業経営者の経営行動規範について
	(3)労組の諸活動について



	第Ⅲ部 アジアの労働組合と国際連帯活動の課題
	第1章 アジアにおける労使関係の諸類型
	1.労使関係の概況
	2.アジアにおける労使関係の諸類型
	(1)労働組合の組織力(組織率､資金)
	(2)労使関係の成熟状況(協約､交渉機構の制度化)
	(3)労働組合の問題点と政策的課題

	3.アジア諸国の労使関係成熟化の課題

	第2章 アジア地域における労働組合の国際連帯活動
	1.労働組合の国際連帯活動の発展
	(1)多国籍企業段階における労働組合の国際連帯
	(2)アジア地域における国際連帯活動
	(3)アジア地域における国際的労使関係の構図

	2.労働組合の国際活動の現状と課題
	(1)アジア労組の国際活動の現状
	(2)アジアの労働組合は国際活動に何を求めているのか

	3.アジア地域における国際連帯活動の課題と可能性

	第3章 日本の労働組合の課題
	1.東アジアの労働組合と労使関係
	(1)発展する東アジアの労働組合と労使関係
	(2)東アジアの労働組合が直面する課題
	(3)東アジアの労働組合が期待する国際協力

	2.日本の労働組合の国際活動の現状
	(1)労働組合の国際的な組織連関と国際活動
	(2)国際活動の概況

	3.国際活動の課題
	(1)充実が期待される活動分野
	(2)国際活動のための組織体制整備の課題

	4.国際協力に関わる政策提言
	(1)国際協力のための組織整備のあり方
	(2)労組リーダー教育の協力活動
	(3)労組の国際ネットワーク作りのための協力



	むすび 21世紀に向かう世界とアジア社会の課題
	1.ポスト冷戦下で問われる世界の｢社会的側面｣
	2.世界の中のアジアの位置の変化とアジア内部の変化
	3.｢アジア社会憲章｣の意義と課題
	4.貿易と｢社会条項｣について
	5.むすびに代えて

	【参考資料】
	アジア7ヵ国労組リーダーアンケート調査票





